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巻頭言 

 

兵庫教育大学と大学院同窓会との共同研究論文集「学校教育コミュニティ 第11号」が完成しまし

た。すでに第10号から電子版のみとなっており、兵庫教育大学教育実践ネットワーク（Hyokyo-net）

に掲載するとともに本学附属図書館の学術リポジトリ（HEART）にも登録することで、研究成果を多

くの教育現場の皆様にお届けできればと考えております。 

 さて、令和2年度はコロナ禍の影響もあり、当初申請数が低調でしたが、メールによる広報も実施し

て最終的には13件を採択いたしました。いずれも教育現場を対象とした、また、時代を反映した研究

であり、素晴らしい成果が認められるものです。多忙な日常の中で、このようにたくさんの修了生の皆

様が研究に取り組みたいという熱意を持っていらっしゃることは、「教師教育のトップランナー」を目

指す本学の誇りとするところです。本学の教員にとっても、現職の先生と共同で研究を行うことで、今

の教育の状況や課題を現場目線でとらえ、自分自身の研究にフィードバックできる貴重な機会となって

います。 

 大学院修了生と大学教員が修了後も共同で研究する場を制度として設定しているのは、兵庫教育大学

ならではの画期的なものです。これが可能であるのは、開学以来40年にわたって、本学と同窓会がお

互いを信頼して支えあう関係が構築されてきたからに他なりません。大学の教員は教育研究の専門家で

ありますが、一方で学校などの教育現場で起こっている問題を日々直接観察したり経験したりしている

わけではありません。実践的な段階で生じている問題を、基礎的な研究によって原理などを解明し、教

育現場で実践的に試行し、さらにその結果を基礎的研究に戻すアクション・リサーチに学校等の教育現

場で活躍する修了生と大学教員がともに取り組む。この研究法を本学は重視しています。 

なかなか先が見通せない今般のコロナ禍ですが、そのような危機的な状況であるからこそ、これまで

にない発想で新たな教育の可能性を探っていくことも、この共同研究の使命と考えております。今後も

大学と同窓会が緊密に連携し、我が国の教育の発展に寄与するという強い決意をもって、共同研究をさ

らに充実させていきたいと考えております。 

最後になりましたが、今後も大学院同窓会の発展をお祈りするとともに、多くのご支援・ご協力をい

ただいていることに深く感謝したします。 

 

令和３年８月 

                              国立大学法人 兵庫教育大学 

                              理事・副学長  𠮷 水 裕 也  
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１．はじめに 

 1804年ド・シュールが，植物は二酸化炭素を有機物に

変えていることを報告し，1858年にフォン・ネーゲリが

植物の細胞の中にデンプンの粒が存在することを報告

した。さらに数年後，フォン・ザックスが緑色の葉緑体

が光合成によってデンプンをつくることをヨウ素デン

プン反応を使った一連の実験で明らかにした。このヨ

ウ素デンプン反応は，現在でもデンプンを視覚的に検

出するための最も良い方法であると考えられている。 

小学校理科の教科書（石浦章一ら,2014）では，光合

成によってできた葉のデンプンはヨウ素液を使って検

出している。葉をアルコールで脱色する方法や，ろ紙

に挟んでたたく方法が教科書に掲載されており，授業

でよく知られた実験である。しかし一見簡単そうにみ

えるこの実験は，ヨウ素反応が明瞭に出なかったり，

真っ黒になったりする等，授業者の思い通りの結果が

出ず，児童生徒が感動したり理解を深めたりするまで

に至らない場合が多い。 

そこで，まず教科書の実験方法にどのような課題が

あるのかを次に述べる。 

 

２．各実験方法の問題点 

(1) アルコール脱色方法 

アルコールを高温に維持する必要があるため，熱湯を

用意し冷めたら交換する。生徒が扱う場合，やけどの

危険を伴う。また熱湯の中にアルコールと葉を入れた

ビーカーを浮かせると揺れて扱いにくく，生徒がアル

コールの入ったビーカーを湯の中に沈めてしまった

り，熱湯が混入して十分脱色されなかったりすること

がある。また，アルコールの入ったビーカーに入る葉

の大きさや形が限られ，やわらかく脱色しやすい葉を

選ぶ必要がある。また脱色に時間がかかるため不十分

になりがちで，教科書のように水でうすめたヨウ素溶

液に浸すと，黒っぽくなる。生徒は青紫（青）色とは認

識しないことが多い。 

(2) たたき染め方法（「未来へ広がるサイエンス１指

導書 観察・実験編P19別法より） 

 

叩く材料として木槌が紹介されているが，木槌は軽く，

叩く面積が広いため，力の弱い児童・生徒では葉によ

ってろ紙に十分叩き出せなかったり，ろ紙が破れてし

まうことも多い。また，たたき出しやすい葉を選ぶ必

要がある。複数の葉を叩きだす場合は時間がかかる。

漂白後に高温のお湯（70～90℃）を使っているが，生徒

がやけどする危険がある。 

(1)及び(2)の方法の他に，葉をすりつぶしてヨウ素

デンプン反応を見る方法など提案されている(石浦

ら,2013)。ヨウ素デンプン反応で結果を出すことは必

要だが，葉のどこでデンプンができたかはわからず，

子どもは葉でデンプンができた実感を得にくい。 

 

３．目的  

 前章の問題点を踏まえて，安全かつ明瞭な結果によ

り生徒が葉の光合成に対する興味を高められる実験方

法を紹介し，別法としてより安全な実験方法を紹介す

る。さらに発展的な学習として，葉のデンプン量の変

化からデンプンのゆくえを考える実験方法や，光合成

で二酸化炭素を取り入れる葉の気孔の観察方法を紹介

する。なお，教員が実践しやすいように，実験観察方法

をわかりやすく具体的に説明し，写真を多く掲載して

いる。 

 

４．教材の工夫 

（1）実験方法の特徴 

 木槌ではなく金槌を使うことによって，デンプンの

叩きだしが困難な葉（松葉等）や茎，根に含まれるデン

プンも検出できる。アクリル板とビニール板に挟むと

しっかりたたいても葉がちぎれることなくきれいには

がせる。ビニール板の上からたたくため，葉の液がど

の程度ろ紙に出ているか確認しながら進められる。約

１０倍に薄めた塩素系漂白剤（キッチンハイター）を

使用するため比較的安全である（安全メガネ，ゴム手

袋は使う）。大きなろ紙を浸すので，大きな紙皿（26cm）

を使う。ろ紙が折れずにそのまま浸すことができるた

１   小中学校における簡便で効果的な葉のデンプン検出法の提案 
 

河合信之   竹村静夫 
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め，ろ紙を漂白剤，水，お湯，ヨウ素液の各液に浸した

ときに色の変化がよく確認できる。薄めたヨウ素液に

浸けるので黒くならず青紫色に反応する。大きなろ紙

を使用するため複数の葉を同時に実験でき，時刻別の 

デンプン量を比べたり，複数種の葉のデンプン量を比

較することが容易である。たたき染めの後，漂白して

おくと，長期間（1～2年）経過していてもヨウ素デンプ

ン反応を確認できるのであらかじめ準備ができる。そ

のため授業とは異なる時期の葉を調べることが可能で

ある。 

(2) 方法 

a. 準備物 

たたき台（アクリル板とビニール板を重ねたもの），か

なづち，ろ紙（18.5cm）（人数分×２），紙皿（５枚），  

塩素系漂白剤（キッチンハイター）を10倍程度に薄め

た液，お湯（50℃ぐらい），水，うすめたヨウ素溶液， 

割りばし，ゴム手袋，安全メガネ，ぞうきん 

ｂ. 実験の手順 

① 数種類の葉をろ紙の上に

並べ，葉が重なったり折れな

いように配置した状態(写真

1)で上からろ紙をのせる。 

② アクリル板とビニール板

の間に葉を入れたろ紙をは

さむ。③ 片方の手で押さえ

ながら，金槌で斜めから叩か

ないようにしながら小刻みに

やさしく叩く(柄を短く持つ

と良い)(写真2)。色が出にく

い場合は強くたたく。 

葉の形がきれいに浮き出たら終了する。このとき途

中でろ紙をはがして確かめると綺麗に出ない。 

④ ろ紙をはがし，ろ紙についた葉をつまんで持ち上げ

るときれいにはがれる(写真3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このとき，ろ紙に葉が少し残っても後で取れるので大

丈夫である。 

⑤ 一方（漂白用）のろ紙には通し番号を書き，もう片

方（保存用）のろ紙には通し番号と植物名を書き入れ

る。この時，２枚の通し番号は植物で合わせる。 

⑥ 水(1と2)，お湯，漂白剤，ヨウ素溶液を皿に入れて

用意する。（割りばし，ぞうきん，ゴム手袋，安全メガ

ネも用意しておく）各液はろ紙が十分浸るぐらいの量

を入れる（写真４）。 

⑦ ゴム手袋，安全メガネを着用してから漂白用のろ紙

の端を持ち，すべらすように漂白剤に入れる。ろ紙が

浮いてくるようなら，ゴム手袋をした手の平でろ紙の

上からそっと押して沈める。箸で突くとろ紙が破れる

ので気をつける。 

⑧ 色が抜ける様子を観察する(2～3分程度)(写真5)。

概ね脱色したら割りばしでろ紙をそっとはさみ， 

手を添えて取り出し，水１に入れる。 

⑨ つづいてお湯に浸すと，さらに漂白が進み，ほぼ白

くなる。このとき，色が少し残っていてもよい(写真6）。

お湯が冷めたら温かい湯と交換する。 

⑩ ヨウ素液に入れて，色の変化を観察する(写真7)。 

⑪ 水２にろ紙を浸してヨウ素液を洗い流す（写真8）。 

写真1 

写真3 

写真2 

写真4 

 

写真5 
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⑫ ぞうきんの上に置いてろ紙を乾燥させる（写真9）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ.ふ入りの葉によるデンプンの検出 

本実験では，斑入りの葉はコリウスを使用した。中央

に斑が入り，縁が緑色である(写真10A）。赤色が上から

かかっているが，葉を裏から観察すると，斑と緑に分

かれていることが確認できる(写真10B)。たたき出した

ろ紙(写真10C)でヨウ素デンプン反応を調べると，緑色

の部分のみ青紫色になることか

ら葉の緑色の部分で光合成が行

われデンプンがつくられたこと

が確認できる(写真10D)。 

 

 

 

ｄ. たたき出しを成功させるための工夫 

[使用する葉]金槌を使うと多くの種類の葉でおこなえ

る。ただし，デンプンを蓄えない植物(イネ科の植物に

多い)の葉は使えない。マメ科の葉はデンプンの検出が

行いやすい。日光がよく当たった葉を使うため授業は

午後におこなう。ただし，天気に影響されるので授業

進度よりも良く晴れた日を優先して実験する。そのた

めには４月頃からいつでもできるように準備しておく

必要がある。         

[斑入りの葉]薄くてやわらかい葉が適当で，コリウス

（キンランジソ）は，１００種類ぐらいの品種があり，

葉の模様がそれぞれ異なる。縁が緑で中央が白のゴー

ルドクィーンやピーターグリーン（写真11）が使いや

すい。本実験で使用したスターシャイン（写真12）は赤

色が入っているので，緑，白，赤，紫のどこでよく光合

成がおこなわれているか生徒に予想させる授業展開も

考えられる(信州理科教育研究会,2014）。斑入りの葉は

白い部分が散らばっていたり，縁にあったりするより

も，コリウスのように周りが緑で中央が白い葉の方が

結果が分かりやすい。 

[たたき台] ろ紙の下の台は固くて割れにくいアクリ

ル板が適当である。 上に載せるシートはゴムシートや

ぞうきんでも可能であるが，叩いている時にどの程度

たたき出せているか確認できない事や，ろ紙から葉が

少しはがれにくい。また，ぞうきんの場合はろ紙にし

わがついてしまう。本実験では2mm厚のビニール板を使

用したが，３～５㎜厚程度の方がろ紙を痛めないと考

えられる。アクリル板やビニール板は，使うろ紙の大

きさに合わせて自作する。この時，アクリル板とビニ

ール板の一辺をテープで固定しておくと，叩いている

時にろ紙がずれにくく，扱いやすい。 

[叩く場所]机上でたたいて音や振動などが気になると

きは固い床等でおこなう。 

[ヨウ素液]ヨウ素液は使用時に水でうすめる。水道水

中の残留塩素(次亜塩素酸)によってヨウ素液の漂白効

果が弱まるのでくみおきの水を使うなど，塩素が含ま

れていない状態の水を使用する。 

[漂白剤]酸素系漂白剤は漂白力が弱いので，塩素系漂

白剤（キッチンハイター）を使う。衣服に付着して脱色

されないように，紙エプロンなどを使用すると良い。 

 

 

写真6 

 

写真7 写真8 写真9 

A  B C D 

写真10  斑入りの葉（コリウス） 

写真12 

 
写真11 
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５．別法の紹介 

 前述の方法に工夫を加えた新たな検出方法を紹介す

る。実験の流れはこれまでと同様であるが，ザルにた

たき出したろ紙を入れてザルごと，液が入ったそれぞ

れの容器に浸していくところが異なる。実験で使用す

る器具を写真13に示した。 

前述までのデンプンの検出法では，濡れたろ紙を割

りばしで挟むと破れやすいという難点がある。また，

お湯は冷めると交換の必要があり手間がかかる。そこ

で，それぞれの課題解決として新たな方法を考案した。

児童への実施はコロナ対策により中止となったが,著

者による予備実験では，これまでの方法と同様の結果

を得た。 

① ろ紙はザルに入れて使う。 

ろ紙を入れたザルを手に持って，各液に浸すため，割

りばしが不要でろ紙が破れる心配がなく，塩素系漂白

剤が手に付着する可能性が軽減する。 

② 漂白剤の温度を一定に保つ。 

漂白剤の漂白効果を維持するために40℃前後を維持す

る必要がある。これまでは，お湯を準備して交換して

いたが，手間とやけどのおそれがあった。そこで，低温

設定が可能な電気のホットプレートの上に漂白剤が入

った容器を置くことで，湯が一定温度に保たれ，交換

の必要もなくなった。 

 ザルは安価だがホットプレートは人数が多ければ複

数台用意する必要があり，費用がかかる。 

 

６．発展的な学習として 

(1) デンプンのゆくえ 

小学校では発展的な学習として葉でつくられたデン

プンが糖となって体の各部に運ばれることやイモにデ

ンプンがあることを簡単に取り上げている（啓林館

2013）。また葉からの栄養分が師管を通って根や茎に運

ばれることを説明している。これらを踏まえ，ニチニ

チソウの葉を時刻別に採取して，ろ紙に並べて叩き出

し，ヨウ素デンプン反応の色の濃淡を経時的に観察す

ることで，葉の中のデンプン量が時刻によって変化し

ていることが確認できる（写真14）。この結果から，昼

間に葉でつくられたデンプンが蓄積し，夜間に他の部

分に運ばれたことが理解できる。また，ジャガイモや

サツマイモの葉，茎，根，果実についてデンプンの検出

を同時に行えば，葉のデンプンが茎のジャガイモや根

のサツマイモ，種子の大豆に運ばれたことをより実感

できる。   

    

       

 

 

 

 

 

 

 

 

資料1 いろいろな植物の叩きだし例 

（ヨモギ，エゴノキ，ベニスモモ，シロツメクサ，） 

 

 

 

 

ジャガイモ（茎）  サツマイモ（根） ダイズ（種子） 

         資料2 デンプンのゆくえ 

 

(2)果実の気孔の観察 

授業で葉の裏の気孔は観察を観察したり教科書の写真

を見たりはするが，葉と同じ緑色の果実は光合成をす

るのだろうか。そんな素朴な疑問を持つ子どもの好奇

心を高めるには，緑色の果実のヨウ素デンプン反応を

調べたり(写真15)，緑色の果実の表面に在る気孔を顕

濃い 

薄い

薄い0:00  

18:00  

6:00  

12:00  

15:00  

写真14 ニチニチソウの葉を使った結果 

（左：叩きだした状態，右：ヨウ素デンプン反応） 

写真13  

1塩素系漂白剤 

2お湯 

3水 5水 

4 ヨウ素液 

6 キムタオル 

← たたき出したろ紙を 
入れたザル 
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微鏡で観察したりできる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真20のマニュキュアのトップコート(100円ショッ

プで購入)をカボチャの表面に塗る(写真16)。2～3分

後，上からセロテープを貼り(写真17），ゆっくりはが

し(写真18)，スライドガラスに貼る(写真19)。これを

顕微鏡で観察すると写真21のように気孔が見える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他にも，オクラ，インゲン豆，バナナ，キュウリ等も

観察できる(写真22)。黄色いバナナの表面に気孔があ

ることを確認すると，子どもらは感嘆の声を上げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．まとめ 

光合成は葉以外にも緑色であれば，花や蕾，果実でも

おこなわれている。クリスマスローズの花やそら豆の

莢，緑色のトマトの表皮等も本実験の方法であれば，

児童生徒が叩き出しでデンプンを検出できる。スイカ

の黒っぽく見える部分と，それ以外の部分をそれぞれ

表皮を叩き出してヨウ素デンプン反応で調べれば，青

紫色の濃さが異なり，黒っぽい部分には葉緑体が多い

ことが分かる。身近な植物で可能となれば，子どもの

光合成に対する興味・関心が高まり，以後の学習への

効果を期待できる。 
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写真 15  表皮を取ったカボチャ(左)と表皮をたたき出

してヨウ素液を付けた様子(右) 

写真 20 

写真22 

写真21 カボチャの表皮の気孔×400 

写真 19 

写真 16 

写真 18 

写真 17 

http://shinshu-/
http://www.photosynthesis/
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１．はじめに 

 盲学校においては，単一の視覚障害の場合，通常学

校に準ずる教育課程が編成されている。視覚障害を踏

まえた負担軽減の観点から学習内容の精選が行われる

ことはあるものの，通常学校と学習内容が大きく異な

るわけではない。一方，社会科において，児童生徒にも

馴染みの深い地域の史跡等は，動機づけの一つとして，

広く授業で活用されている。学校周辺に史跡等が位置

している場合には，授業で現地へ行く時間を設定した

り，児童生徒に放課後等を利用して各自で現地調査を

行う宿題を課すことがあったりする。通常学校に在籍

する児童生徒が史跡等の現地に行くことは，学校とし

て安全管理面の注意を払ってさえすれば，難しいこと

ではない。一方，同じ教育活動であっても，盲学校に在

籍する児童生徒に置き換えて考えてみると，相当な困

難が伴うことも事実である。それは，安全管理面への

注意一つとっても，視覚障害者の場合は道路を歩くに

際して相当の注意を要する。放課後等に現地を調査す

るような宿題を課すことは，よほどのことがない限り，

一般的ではない。 

社会科授業の中で活用できる地域の史跡等を扱った

身近な教材としては，『世界と日本』（兵庫県教育委員

会，2014）等をはじめ，一般書籍が多数出版されてい

る。これらを参考にして，社会科教員は史跡等を活用

した授業案を構想することができる。しかしながら，

これらの書籍に掲載されている情報は，歴史的な観点

による概説が中心である。そのため，視覚障害者が現

地において，行動するに際して必要とする手がかりと

なる情報についてはほとんど記載されていない。一方，

スマートフォン等の道案内のアプリにおいては，精度

の高い情報が提供されており，目的地である史跡等へ

確実に誘導してくれる。また，Google Earth等のアプ

リによって，史跡等の周辺の様子もある程度視覚的に

捉えることができる。しかしながら，これらのアプリ

を活用しても，視覚障害者が必要とする史跡等の敷地

内における情報を得ることは難しい。 

そのため，仮に視覚障害者が史跡等を訪問したとし

ても，敷地内での歩行に必要な情報が圧倒的に少ない

現状にある。この点から社会科に対する動機づけまで

低減されてしまうことが懸念される。そこで，本研究

においては，盲学校の社会科授業において，地域の史

跡等を活用するための基礎的研究と位置づけ，視覚障

害者が史跡等を訪問する際に必要とする情報の検討を

行い，現地での実測調査を行うこととする。  

 

２．視覚障害者にとって必要な情報の検討 

2020年7月，盲学校で学ぶ視覚障害者（弱視）3名

を対象に，史跡等を訪問する際に必要な情報について

聞き取り調査を行った。聞き取り調査の結果，視覚障

害者は史跡等を訪れたいと思っているものの，なかな

か足が向かない状況にあった。その大きな理由の一つ

は，史跡等において視覚障害を考慮した環境整備が進

んでいないことが挙げられる。そもそも，バリアフリ

ー化は，大きな費用負担を伴うため，各自治体の取り

組みは必ずしも十分に進展しているとはいえない状況

にある（南・吉武・田村，2002）。史跡等の環境整備

も相応の費用負担が発生するため，史跡等の管理者で

ある自治体による早急な改善を期待することは難しい。 

しかしながら，現状の環境においても，視覚障害者が

史跡等を訪問する際に必要としている情報を提供する

ことは有効な改善策となる可能性がある。史跡等にあ

る階段の高さや段数，コンクリート・砂利・砂地等の路

２ 盲学校の社会科授業における地域の史跡等を活用するための基礎的研究 

－視覚障害者の視点を踏まえて－ 

 

小川雄太   吉水裕也 
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面状態，管理事務所や管理担当者の有無，案内掲示の

位置，敷地内での具体的な経路等の情報を視覚障害者

は必要としている。これらの情報の提供は，視覚障害

者が史跡等を訪問する際のハードルを下げることにつ

ながるといえる。 

 

３．史跡等の現地調査 

2020年8月～9月，地域の史跡等として神戸市垂水

区に位置する五色塚古墳を例として現地調査を行った。

管理担当者に対する聞き取り調査ののち，視覚障害者

が必要とする情報に関する実測調査を行った。 

（1）視覚障害者への対応等 

まず，管理事務所において，聞き取り調査を行った。

五色塚古墳においては，視覚障害者が訪問した場合に，

管理担当者の人数的な制約から，案内等，特段の対応

は行っていなかった。また，古墳の頂上に行くための

階段の高さや段数等の視覚障害者が必要とする情報に

ついても公表されていなかった。この点に関し，『史跡

五色塚古墳小壺古墳発掘調査・復元整備報告書』（神戸

市教育委員会，2006）にも視覚障害者が必要とする情

報についての記載は見当たらなかった。したがって，

視覚障害者が必要とする情報はどこからも提供されて

いないといえる。 

 

（2）視覚障害者が必要とする情報の実測調査 

視覚障害者が訪問した際に必要とする情報に関して

の実測調査を行った。実測調査に際しては，iPadの計

測アプリを使用した。 

 

①入口付近 

道路からの入口には，地面からの高さ約 54cm の車

止めの鉄棒が 4 本ある（図 1）。鉄棒の間の距離は約

1.23m である。そして，両開きの鉄の門扉があり，向

かって右側の扉のみ開放されている。扉が開いていて

通行できる幅は約1.87mである。門を通過後，道幅約

3.85mの緩やかな傾斜の下り坂が約6.95m続く。道路

に面している入口から門扉を通って，下り坂までの路

面はコンクリートである。その後，鋼板製の溝蓋への

到達を合図として，路面が砂利に変わる。砂利道を約

8.84m 進むと管理事務所に到達する。その際，右手に

は屋根付きのベンチが4つ配置されている。 

 

②管理事務所 

管理事務所には管理担当者が駐在している。また，パ

ンフレット等を配布しており，簡単な展示品がある。 

 

③記念碑（石碑）・埴輪模型・案内掲示 

管理事務所を出て右手に進むと記念碑（石碑）が設置

されている。地面からの高さ約 1.45m，横約 2.40m，

厚み約25cmである（図2）。古墳の形が彫り刻まれて

いるので，触察により古墳の形をつかむことができる。

また，記念碑（石碑）の約50cm左側には，埴輪の等身

大の復元模型が設置されている（図3）。埴輪は，縦約

1.19m，横約56cmのおよそ円筒型である。埴輪も触察

が可能である。記念碑（石碑）の約 2.07m 右側には，

「史跡五色塚古墳」という古墳の概説が記載された案

内掲示が設置されている。案内掲示は縦約53cm，横約

1.07mである。 

図1 入口付近 

 

図2 記念碑（石碑） 

 
図3 埴輪 
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④第一階段 

案内掲示から右に約 7.72m 進むと古墳に登る階段が

ある（図4）。これは，入口の鋼板製の溝蓋から砂利の

路面を直線距離にして約 17.87m 進んだところにあた

る。鋼板製の溝蓋への到達を合図として，路面がコン

クリートに変わり，階段は全てコンクリートである。

階段の左右両側には高さ約90cmの鉄棒が階段3段に一

つ程度の割合で設置されており，鉄棒間は 2 本のロー

プが張られている。ロープは地面から約52cmと約77cm

の高さにある。階段の横幅は約1.8mである。一つの段

差は約20cmであり，一つの階段面の縦の長さは約29cm

である。 

一つ目の踊り場の面の縦の長さは約 1.08m であり，

ここまでは 10 段，次の踊り場の面の縦の長さは約

1.14mであり，ここまでは10段，その次の踊り場の面

の縦の長さは約4 mであり，ここまでは10段ある。続

く踊り場の面の縦の長さは約 2.35m であり，ここまで

は21段，最後は16段あって前方後円墳の「前方」部

に到達する。前方後円墳の「前方」部に到達すると，

2.45mのコンクリートが続いている。 

 

⑤「前方」部 

第一階段の後，「前方」部の路面は砂地となる（図

5）。周縁部には埴輪が設置されているが，その手前に

高さ約69cmの木杭が約1.51m間隔で設置されており，

木杭間は 2 本のロープが張られているため，埴輪には

近づくことができない。ロープは地面から約29cmと約

49cmの高さにある。 

左周りに進むこととし，右手（海側）に約50.23m進

むと海側の突き当たりとなる。海側の周縁部の長さは

図6 第二階段 

図4 第一階段 

図7 「後円」部 

 

図5 「前方」部 
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約12.95mある。海側の周縁部に沿って約9.78m進むと

「葬られた人物」についての案内掲示が設置されてい

る。案内掲示は縦約53cm，横約1.05mである。案内掲

示の後は，東側の周縁部を約66.45m進むと山側の突き

当たりとなり，山側の周縁部に沿って約 2.34m 進むと

第二階段に到達する。 

 

⑥第二階段 

第二階段の初めの部分はコンクリートが約1.08mあ

る（図6）。階段の横幅は約1.73mである。一つの段差

は約17cmであり，一つの階段面の縦の長さは約29cm

である。 

一つ目の踊り場の面の縦の長さは約95cmであり，こ

こまでは 12 段，次の踊り場の面の縦の長さは約 95cm

であり，ここまでは14段，その次の踊り場の面の縦の

長さは約95cm であり，ここまでは14段ある。最後は

14段あって前方後円墳の「後円」部に到達する。前方

後円墳の「後円」部に到達すると，最後に 1.42m のコ

ンクリートがある。 

 

⑦「後円」部 

第二階段の後，「後円」部の路面は，「前方」部と同

様に砂地となる（図7）。埴輪，木杭等についても「前

方」部と同様に設置されている。 

左周りに進むこととし，右手に約 4.28m 進むと「埴

輪列の復元」についての案内掲示が設置されている。

案内掲示は縦約57cm，横約1.03mである。「前方」部

の直径は約23.77mであり，円周は約74.63mである。 

 

４ おわりに 

本研究の目的は，盲学校の社会科授業における地域

の史跡等を活用するための基礎的研究として，視覚障

害者が史跡等を訪問する際に必要とする情報の検討を

行い，現地での実測調査を行うことであった。 

本研究の範囲内において，五色塚古墳を例として，視

覚障害者が史跡等で必要とする情報を明らかにするこ

とができた。一方，現地調査において，限られた人員の

ため，視覚障害者が訪問した際に個別に対応できる管

理担当者が不在であることが分かった。また，現地で

は，視覚障害者の歩行に不可欠である点字ブロックが

設置されておらず，案内掲示における点字表示もなか

った。厳しい財政事情が窺えるものの，一人で史跡等

を訪問したいと考えている視覚障害者をハード面から

保証しようとする観点が見落とされていることが懸念

される。この点に関して，岩橋（2000，初出1943）は，

「或る特定の国家に於ける文化の価値とその社会生活

の高さを計るには二つの方法がある。一つは最も進歩

せる方面を取り上げてそれを他国の基準と比較してみ

ることであるが，他の一つは最も低い部分を選び出し

てそれがどの程度にまで無関心，無批判に扱われてい

るかを見ることである。」と述べている。これは戦時下

の記述であるものの，現代においても改めてこの指摘

を踏まえ，史跡等において視覚障害者に対する合理的

配慮の提供が求められる。 

今後は，本研究で明らかとなった視覚障害者が必要

とする情報を当事者に検討してもらい，それでもなお

不足している情報について調査を継続し，これらの情

報の充実を期したいと考えている。 
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１．研究目的 

 本研究は，内なるグローバル化の課題が顕在化する

公教育において，その課題解決を図るべく実施されて

いる教育施策とプレクラスカリキュラムの分析から，

多文化共生教育の方策を考察することを目的とする。 

 外国につながる児童生徒が教育現場で急増し1)，その

対応に追われる中，文部科学省外国人児童生徒等の教

育の充実に関する有識者会議（2020: 22-25）や 中央

教育審議会（2021: 74）は，「日本人を含む全ての児童

生徒等」が多様性を尊重し，「異文化理解や多文化共生

の考え方が根付くような取組」を進めることが重要で

あるとしている。実際，令和3（2021）年度予算「外国

人受入れ拡大に対応した日本語教育・外国人児童生徒

等への教育の充実」は20億円と，コロナ禍でも前年度よ

り2億円増額されている（文部科学省大臣官房会計課 

2021）。 

 日本の労働力人口が減少し，移民政策がないままに

外国人労働者に頼らざるを得ない状況2)は今後も続く

と考えられる。そのため，異なる文化をもつ人々と共

生・協働していく力の育成，言い換えれば公教育にお

ける多文化共生の推進が求められていると言える。 

 そのような中，これらの国の方針や政策が具現化さ

れた一自治体における事業を分析し課題を明らかにす

ることは，コロナ禍の終息後に予想される外国につな

がる子どもの急増に備えるという意味でも，時宜にか

なった実践的課題であると言える。本研究により，多

文化共生教育に欠かせない汎用性のある要素を見いだ

し，グローバル化する社会に生きる力を育成する教育

を推進する糸口としたい3）。 

  

２．研究の方法 

 本稿では，歴史的な経緯もあり，多様な背景をもつ

外国につながる住民が多く暮らし，現在までに先駆的

な取組を実施してきた大阪市に焦点をあて，分析・考

察を行う。具体的には，まず，大阪市の現状や実施事業

内容を大阪市の「多文化共生指針」や研修等における

配付資料から明らかにする。次に，文部科学省の指針，

有識者会議の報告，中央教育審議会の答申に見られる

国の方向性や先行研究から大阪市の特徴を分析する。

そして最後に，分析結果から見いだせる課題を基に，

グローバル化する社会を支える公教育のあり方，特に

多文化共生教育実施に際して参照できる視点を提示す

る。 

 なお，本稿では，多文化共生教育を，山田（2019：90）

の言う「個を尊重しエンパワーメントする全ての子ど

もを対象とした教育活動全て」であり，「国や国籍等に

とらわれず背景となる文化の多様性多面性を重層的に

捉え，グローバル社会に生きる資質・能力を育む教育」

と位置付け，論を進める。 

 

３．分析と考察 

（1）大阪市の施策とその分析 

1）大阪市の現状と施策 

 大阪市(2020)によると，2019年12月末現在，同市の外

国人住民比率は5.3％と，政令指定都市では最も高い。

国籍別比率からも，韓国・朝鮮籍住民の減少と中国籍

住民の急増，アジア諸国出身者の増加が顕著である。

このような現状を受け，同市は2020年，それまでの「大

阪市外国籍住民施策基本指針」を刷新し，「大阪市多文

化共生指針」を策定し，その指針に沿う形で「外国につ

ながる児童生徒の受入れ・共生のための教育推進事業」

（大阪市教育委員会事務局指導部教育活動支援担当人

権・国際理解教育グループ 2020）を開始している。 

 上記推進事業は，それまでの初期日本語指導を中心

とした支援だけでは学習言語能力の育成や学力向上へ

の直接的アプローチがない反省を踏まえ，日本語指導

３         グローバル化する社会を支える 

公教育でのしくみとカリキュラムから見えるもの 

－日本語指導が必要な児童生徒の受入れから考える多文化共生教育のあり方－ 

 

山田文乃   坂口真康 
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の保障，母語・母文化の保障，多文化共生教育の推進を

3つの柱として設定している。前述の指針の5項目のう

ち3つがその柱と重複することを踏まえて，以下，指針

（大阪市 2020:29-31）にそって事業内容を整理する

（丸囲み番号は便宜上，筆者によるものである）。 

① 多文化共生教育の推進 

 従来の人権教育に加えて，多様な価値観や文化をも

つ子ども同士の交流から共生・協働を学ぶ多文化共生

教育を系統立てて実施する。具体的には，先進的な取

組を踏まえた多文化共生教育プログラムを作成・周知

する。また，大学，各種の研究団体，NPO等とも連携・

協力し，教育実践の充実や教職員研修等を推進する。 

② 母語・母文化（継承語・継承文化を含む）の保障 

 民族学級・民族クラブ，国際理解クラブ，その後の国

際クラブ，母語教室等の取組を発展させ，外国につな

がる児童生徒が自らのアイデンティティを確立できる

ようにする。自らのつながりのある国や地域の言語や

文化について学ぶ機会を拡充する。 

③ 日本語指導など学習支援の充実 

 2020年度に，共生支援拠点の設置，日本語指導が必

要な児童生徒へのプレクラスの実施，学習言語能力の

習得に向けた支援としてのJSL（Japanese as a Second 

Language）カリキュラム指導員や教科における母語支

援員の配置という3つの新規事業を開始する。加えて，

従来からの日本語指導員や日本語指導が必要な子ども

の教育センター校の取組は増員・増設し，拡充する。 

④ 保護者・家庭・学校への支援 

 保護者や家庭が教育制度や学校生活等への理解を深

めるための通訳者の配置，関連諸機関と連携して実施

する進路情報の提供といった従来からの事業に加え

て，近年拡充してきたものとして学校からの相談に応

じる「多文化共生教育相談ルーム」の運営とそこで集

約したやさしい日本語や多言語による情報の活用，就

学前段階を含めた日本の学校文化になじみのない保護

者への情報提供，学校・区役所が連携して適切な支援

を行うためのサポートネットの活用等の支援がある。 

⑤ 中学校夜間学級 

 日本語指導が必要な生徒には，指導ができる非常勤

講師を配置し，個別に日本語指導を実施する。 

 

2）大阪市の施策・事業の特徴 

 前述の5項目の施策・事業から，まずは②，③，④に

注目し，それらのポジティブな特徴を指摘する。 

 ②からは，在日韓国・朝鮮人教育の実践が多く蓄積

されている歴史的経緯を踏まえ，多様化・多国籍化す

る児童生徒の増加という現代的課題に対応しうる仕組

みへの再編の試みがうかがえる。 

 次に③では，他の自治体に類を見ない日本語指導が

必要な児童生徒への体系的な指導支援の実施が挙げら

れる。発達段階及び日本語力に応じた段階的支援体制

と，経験豊かな指導員・支援員の柔軟な配置により，こ

れを可能にしていると捉えることができるだろう。 

 何よりここで特筆できるのは，④の中にある，就学

前段階を含めた日本の学校文化になじみのない保護者

への情報提供に関する支援についてである。例えば，

文部科学省（2020：2）は，地方公共団体，教育委員会

の講ずべき事項として「学齢期に近い外国人幼児のた

めのプレスクールや来日直後の外国人の子供を対象と

した初期集中指導・支援を実施するなど，円滑な就学

に向けた取組を進めること」を提示している。そのよ

うな中，大阪市においては，プレスクールおよびプレ

クラス（文部科学省の「初期集中指導・支援」に該当）

を2020年度から全児童生徒を対象に実施している。そ

の上，支援対象に保護者をも含め，学校ガイダンスと

して学校文化理解に母語支援員を介して努めているの

は，先駆的な取組であると一定評価できるだろう。 

 次に，上記の①と⑤の項目と関連付けつつ，必ずし

もポジティブとはいえない特徴を論ずる。 

 ⑤は，義務教育の学齢超過者や，母国で義務教育相

当を修了した既卒者に対する公の学びの場としての役

割を夜間中学が担っている現状を支えるための施策で

ある。これを別の視点から眺めると，6歳以上の子ども

の学びは保障されているが，6歳未満の子どもを対象と

した支援の方策が十分ではないと言うこともできる。 

中島（2021：51）は，ジム・カミンズの研究を基に，減

算的バイリンガルになる危険性のある日本生まれ，ま

たは0歳から5歳の間に渡日した子どもへの対策によ

り，不就学やリミテッド状況の解消につながる可能性

を論じている。そのような議論を踏まえると，教育行

政が対象としづらい学齢期以前の子どもへのアプロー

チが未整備であれば，小学校入学後に支援を充実させ

ても，様々な課題が生じる恐れがあると言えるだろう。 

 さらに，上記の①からは，多文化共生教育を教科・領

域の一つのように捉え，既存の教育システム上に乗せ
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て実践しようとしている点に課題があると指摘するこ

とができる。学習指導要領が改訂されても不易な学校

文化へのアプローチなしには，学校での多文化共生の

実現は困難になると思われる。実際，志水（2017:115）

は「外国人の子どもたちの日本の学校への適応」から

「外国人の子どもたちに対して日本の学校がどう適応

できるか」という発想の転換，公教育システムのあり

方の再編成を訴えている。つまりここでは，校則や規

律で言動を制限する日本型児童生徒像への「適応」を

求めるものから，違いや多様性を認めるものへと学校

のあり方そのものを問い直す時期にきていると論じら

れているのである。そのような議論に応答するために

は，多文化共生の視点に立脚し，学校文化を変革する

当事者としての自覚をもつ教職員養成のしくみの構築

も必要ではないだろうか。 

 以上のことを踏まえると，教育分野における多文化

共生に関する大阪市の施策は，外国につながる子ども

だけでなく保護者も対象にしている点や，日本語指導

だけでなくアイデンティティ確立や生活背景などの支

援を推進している点は一定程度評価できると言える。

しかし，学齢期に満たない子どもへの支援が未着手で

ある点，多様性を認める学校文化の再構築やそれを支

える教職員への研修がないまま，多文化共生教育の実

践が推進されている点が課題だと言えるだろう。 

 

（2）大阪市プレクラス実施における「指導案」「指導

計画」とその分析 

1）プレクラスの実施内容 

 大阪市では，編転入学する子どものうち，日本の学

校文化に馴染みがなく，日本語によるコミュニケーシ

ョンに困難を抱える子どもを対象に初期集中指導（＝

プレクラス）を2020年6月から開始した。具体的には，

「特別の教育課程」として教育課程内に位置付け，1日

5時間の10日間，計50時間のカリキュラムを作成し実施

している。カリキュラムは小学校低学年用（小1～3年

生），小学校高学年用（小4～6年生），中学生用（中1

～3年生）の3種類ある。実際，指導にあたる日本語指導

員や母語支援員のために1時間2ページの指導案である

『共生支援拠点プレクラス指導案』（大阪市教育委員

会 2021）が準備されており，子どもの実態を考慮に入

れながら指導案に沿って進められている。 

 同指導案では，学習内容が，学校の1年間や1日の流

れ，給食や掃除など日本の学校文化について学ぶ学校

生活指導（15単位時間），裁縫道具，絵の具，リコーダ

ーなど教科学習において道具等を使用する活動とそこ

で使用される表現に慣れる教科につながる指導（10単

位時間），在籍校での友だちや教員とのコミュニケー

ション場面を想定し，そこで使用される表現を日本の

学校文化も合わせて学ぶ日本語指導（15単位時間），ひ

らがな清音の読み書きに慣れ親しむ日本語文字指導

（10単位時間）の大きく4つに分けられている。 

 

2）プレクラスのカリキュラムから見える特徴 

  上記の指導案の構成からは，その一貫した方針と考

えられる特徴を以下の3点にまとめることができる4）。 

 まず，1点目は，日本語指導だけでなく日本の学校文

化理解に力点を置いてカリキュラムを構成している点

である。例えば，1日目2時間目「おなかが痛くなったら

…」では，体調不良を訴える日本語表現を学ぶだけで

なく，実際にトイレに行き，トイレットペーパーを使

い，使用後は便器に捨てるなどの具体的な使用方法の

解説を行っている。直接的な学校生活指導に加えて，

日本語指導や教科につながる指導においても，題材へ

のアプローチに学校での使用場面を想定し，その理由

も含めて児童生徒の母語による解説することで，納得

した上で「適応」できるように工夫されている。 

 2点目は，個々の子どもの自文化を尊重し，多様性・

包摂性のある雰囲気の下，日本の学校文化への理解を

促進する授業を展開しようとしている点である。例え

ば，指導案上には，子どもの経験や習慣を尋ねる機会

が多く設定され，指導上の留意点には繰り返し「指導

員は国や地域によるちがいとしてではなく，児童生徒

の経験としてしっかりうけとめる。」と書かれている。

また，指導案の前書きには，「子どもの語りにでてくる

背景となる文化を受け止めてください。日本でのステ

レオタイプのイメージは，子どものもつ文化的背景と

異なることがあります。」や「子どものもつ文化を「素

敵だね」と認めてください。日本の学校文化を伝える

とき，比較するときも，どちらもよいという認め合う

視点を持ってください。」と掲載されている。これらの

記述からは，違いを認め，自文化に誇りを持ち，それを

表現できる子どもの育成と個を尊重する指導員の育成

に対する積極的な姿勢が見てとれるだろう。 

 3点目としては，JSLカリキュラム「トピック型」と
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して，指導内容と日本語指導の有機的な統合が見られ

る点が挙げられる。授業の目標は，前述した4つの学習

内容に沿っているが，複数の学びが関連しあい一つの

授業として形づくられている。例えば4日目1時間目「友

だちと話そう」は，友だちと関係をつくるときに必要

な日本語表現を知り，使うことを目標として設定して

いる。友だちにものを借りるときや，休み時間に一緒

に遊ぶという場面設定で表現だけでなく，習慣やきま

りなど文化のちがいに気づくことができるような仕掛

けが設定されているのである。 

 齋藤(2017:120)は，これまでの経験で得た知のネッ

トワークを日本語学習と繋げて学習参加を促進するこ

と，つまり「他の領域の教育と関わらせながら学びの

連続性を保障すること」が日本語教育の役割だと指摘

している。そのような議論を踏まえると，大阪のプレ

クラスでは個の背景や経験を尊重した日本語指導が実

践されており，齋藤の言う要素が含まれている点にお

いて一定程度の意義があると言えるだろう。 

 

（3）考察 

 ここでは，公教育における多文化共生教育の実施に

あたり，前項で示した特徴と課題から，先んじて検討

の必要があると考えられる3つの視点を論述する。 

 

1）学校での多文化共生教育の実施に向けて 

 文部科学省による「令和の日本型学校教育」には，

「多様化する子供たちに対応して，個別最適な学びを

実現しながら，学校の多様性と包摂性を高める」（中央

教育審議会 2021:24）とある。それを実現するために

は，全ての子どもを対象とした直接的アプローチと，

違いを認め合える教育を支える教職員等学校への間接

的アプローチの2つが必要であると言えるだろう。 

 まず，子どもへの直接的アプローチとしては，学校

での多文化共生教育の促進の必要性が考えられるが，

その際，藤原（2021：108-110）が整理した多文化社会

における社会問題とそのジレンマ構造を認識する多文

化学習を，教育課程内に位置付けるという方策が考え

られるだろう。そのような方策を通じて，発達段階等

に応じて異文化理解や多文化理解，グローバル理解を

段階的に学ぶ仕組みを学習指導要領に組み込み，グロ

ーバル社会に生きる資質能力の向上を図るのである。 

 また，教育課程内にテーマを扱うだけでなく，日々

の学校生活全般においても，多文化共生を学ぶことは

可能であると考えられることから，先述した大阪市の

プレクラス指導案の中に見られた，個々の自文化を尊

重した日本語指導と学習内容の関連から，多文化共生

教育を特別な取組としてではなく，日常生活に位置付

けることもできると考えられる。また，学校生活の中

に違いを良さとして認める機会を点在させ，焦点化，

意識化していくことも可能だろう。そのためにも，間

接的アプローチである教員の資質向上が課題となる。

教育課程内外に関わらず，全ての教育活動において，

教員の一挙手一投足がロールモデルとなるからであ

る。そのことを踏まえると，山田（2020：118-119）が

指摘するような，違いを認める学校文化の醸成と隠れ

たカリキュラムへの気づきにつながる力の育成から始

めることができると考えることもできる。具体的には，

日本の学校文化の特異性への理解促進と学校文化を再

構築する当事者意識の向上，個別の子どもの背景を尊

重する姿勢の育成等が求められるだろう。 

 

2）外国につながる児童生徒への包括的継続的支援から 

 日本語指導が必要な児童生徒への発達段階及び日本

語力に応じた体系的な指導支援の実施という視点で考

えると，まず，支援対象の範囲拡大が求められる。生活

言語能力の高さから抱える困難さが見えにくい現状も

あり，「日本語指導が必要」かでなく「外国につなが

る」という視点へと変更する必要もあるだろう。また，

子どもの学びを支える保護者への支援も欠かせないと

言える。さらには，学齢期に満たない6歳未満の子ども

も対象とし，リミテッド状況を生まない系統的な支援

の仕組みの検討が今後必要になるだろう。それは，後

述するアイデンティティの確立という視点からしても

重要なことである。 

 他にも，自文化尊重の姿勢と学校文化への適応指導

の矛盾する現状が課題として挙げられる。言語面だけ

でなく日本の学校文化理解に力点をおくことは在籍校

での学びの円滑な開始に役立つと思われるが，それは

子どもの中に混乱を生む可能性もある。今後は，「個別

最適な学び」の実現に向けた議論が求められるだろう。 

 

3）母語・母文化／継承語・継承文化の保持及び伸長に

関する取り組みのあり方 

 外国につながる子どもの多様化・多国籍化に伴い，
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公教育における母文化を尊重し母語を伸ばす取組のあ

り方が今後俎上にのると予想される。 

 日本語指導の必要性の有無や出生・成育場所に関わ

らず全ての外国につながる子どものアイデンティティ

形成には，子どもの背景となる複数言語・複数文化を

肯定的に捉えて活用する力の育成が肝要になるとされ

てきた。しかし，中島（2021：46-56）は，母語・母文

化支援の重要性を訴えながらも，公立学校での支援と

しては教師の賞賛や母語使用の場の設定を挙げるに留

まっている。また，文部科学省外国人児童生徒等の教

育の充実に関する有識者会議（2020：23-24）は，外国

人児童生徒等の母語・母文化については，家庭を中心

とした取組を最も重要なものと位置づけ，次いで NPO

等を挙げている。つまり現状では，それほど積極的に

関与する姿勢は見受けられないと言えるだろう。 

 加えて，このグローバル化する日本社会では，少数

言語も含めた個別具体的な背景となる文化的要素の学

習支援に困難が伴うことも，容易に推測しうる。公教

育の公共性と公平性の担保が問われているのである。 

 

４．まとめと今後の課題 

 文部科学省（中央教育審議会 2021:23-24）は「令和

の日本型学校教育」の役割の１つに「（前略）全人的な

発達・成長の保障」を挙げ「学校教育の本質的な役割」

と位置付けている。別言すれば，「一人一人の内的なニ

ーズや自発性に応じた多様化を軸にした」アイデンテ

ィティ確立に関する支援を学校の役割として再定義し

たと捉えられる。これは，前述した山田（2019：90）の

多文化共生教育の定義における「背景となる文化の多

様性多面性を重層的に捉え，グローバル社会に生きる

資質・能力を育む」という視点と合致していると言え，

「令和の日本型学校教育」において多文化共生教育の

果たせる役割は大きいと考えられる。 

 今後の課題としては，前述した個のもつ背景の反映

という視点で「個別最適な学び」の構築を考えると，母

語・母文化の保持・伸長からトランスナショナルに生

きる力の育成支援への発展的移行と，公教育の担う役

割には議論の余地がある点が挙げられる。 

 その上，学校に根付いた明文化されていない脈々と

引き継がれている不易なものへのアプローチは，どこ

から着手すべきかを見定めることが困難である。その

ような中，本稿で取り上げた，大阪市が現在着手して

いる事業内容においては，多文化共生を公立学校で根

付かせるための具体的方策を示し得る可能性を読み取

ることができたと言える。同事業を踏まえた，学校文

化の検証と再構築に向けたプロセスには，今後の更な

る議論が待たれる。 

 

【注】 

1) 文部科学省の「学校基本調査」(https://www.mext 

.go.jp/b_menu/toukei/chousa01/kihon/1267995.ht

m，2021.4.28閲覧）によると，帰国児童生徒数は，

2020年度13,855人と1978年の調査開始以来，最大の

値となっている。 

2) 織田一（2020年12月8日付『朝日新聞別冊Globe』3-

5面）によると，OECDの世界経済社会局のまとめとし

て2019年の日本の移民人口総数は約250万人で世界

26位である。また、1990年以降の人口減少への危機感

から2000年に移民政策が，2008年には移民庁の創設

が話題に上ったが、現状は技能実習生や留学生など

数年間の期間を設けた外国人が労働者の半数近くを

占める。 

3) 本稿に関わる研究に際しては，本来，授業実践を伴

うフィールドワークを通して子どもの資質能力の変

容から主題に迫る手法を予定していた。しかし，2020

年度はコロナ禍の休校措置や感染症対策によって，

通常の学級経営や授業運営さえままならない状態の

中，調査研究を実施することが物理的に困難であっ

た。そのため本稿では，文献研究を中心にした現状分

析を行い，そこから見いだせる特徴を明らかにする

手法へと変更したことを付記しておく。 

4) なお、同指導案にはページ数が付与されていない。 
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１．研究目的 

 中央教育審議会初等中等教育分科会に「新しい時代

の高等学校教育の在り方ワーキンググループ」が設置

され，そのワーキンググループから 2020 年 11 月に

「新しい時代の高等学校教育の在り方ワーキンググル

ープ（審議まとめ）」が示された。 

ワーキンググループでは，初等中等教育分科会高等

学校教育部会（2014）や教育再生実行会議（2019）等

の議論に基礎を置きながら，①生徒の学習意欲を喚起

し能力を最大限伸ばすための普通科改革など学科の在

り方，②地域社会や高等教育機関との協働による教育

の在り方などを中心に審議が行われた。 

審議まとめでは，すべての高校生の学びを支え，より

よい学校教育を通じてよりよい社会を創るという目標

に向かうものであり，スクール・ミッションの再定義

やスクール・ポリシーの策定，新しい学科の設置など

の提言が行われている。特に新しい学科の設置では，

学科の特質に応じた教育活動の充実強化として，普通

科改革についての提言が多くの紙面を割いていること

から，新時代の高等学校教育改革には，学科改革が避

けては通れないものとなっている。また，各設置者の

判断により各高等学校において適切な時期に新たな学

科の検討・設置を行うことができる制度設計を早急に

講じる観点より，令和４年度から新たな学科の設置が

可能となった。 

学科の種類は，高等学校設置基準第５条及び第６条

に示されているとおり，「普通科を主とする学科（以

下：普通科）」「専門教育を主とする学科（以下：専門

学科）」「普通教育及び専門教育を選択履修を旨として

総合的に施す学科（以下：総合学科）」がある。 

審議まとめでは，学科の特質に応じた教育活動の充

実強化として，「普通科改革」「専門学科改革」「新し

い時代に求められる総合学科の在り方」が示されてい

る。普通科及び専門学科は「改革」であるが，総合学科

は，自分の進路を見直しつつ，多様な分野に関する知

識及び技能や異分野と協働するといった，これからの

時代に求められる資質・能力を育成することが期待さ

れ，その充実が求められている。 

総合学科は，1991年に中央教育審議会の「新しい時

代に対応する教育の諸制度の改革」の答申による「普

通科と職業学科とを統合するような新たな学科を設置

することが適当」という提言を受けて新たに創設され

たものであり，高等学校教育改革の理念を体現するパ

イオニア的役割を担うことを期待されていた。この答

申では，高等学校教育改革として，学科制度の再編成，

教育内容・方法の改善，学校・学科間の移動等が提言さ

れたが，学科制度の再編成のトップに総合的な新学科

が挙げられ，高等学校教育改革において重視されてい

ることがわかる。 

また，総合学科が制度化された際には，1995年２月

に高等学校教育の改革の推進に関する会議「高等学校

教育の改革の推進について（第四次報告）」において総

合学科の設置趣旨や教育課程の編成等について取りま

とめられた後，同年３月に高等学校設置基準の一部改

正により，３番目の学科として位置づけられた。1994

年度に７校の総合学科が開設され，2018年度には375

校に至っている。 

教育改革の根底にあって，これを現実化するのは教

育財政である（市川・林（1972））。また，屋敷（2009）

では，総合学科の成果と課題が示されるとともに，高

等学校教育改革の課題として，財政逼迫の影響を挙げ，

多くの都道府県において，新しい事業に踏み切れない

４     新時代に対応した高等学校教育改革に関する一考察 

－高等学校教育費及び総合学科高等学校の設置状況に着目して－ 
 

神田貴司   當山清実 
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状況を明らかにしている。 

高等学校教育改革を現実化するのも教育財政であり，

時代に対応した高等学校教育改革を現実化するために

必要な費用として，高等学校教育費がある。高等学校

教育費は，多くが各都道府県からの支出金で賄われて

おり，各都道府県の裁量に委ねられているため，高等

学校教育改革の進捗状況は各都道府県で差異がみられ

る。 

本研究では，高等学校教育改革の理念を体現するパ

イオニア的役割を担うことを期待されていた総合学科

の設置を焦点化し，各都道府県の高等学校教育費との

関係分析等を行うことで，新時代に対応した高等学校

教育改革のために国として必要な方策を考察するもの

である。 

関連の先行研究としては，高等学校教育改革という

観点に立つ高等学校教育費の研究は数が少ない。少な

い先行研究のうち，高等学校教育費を直接の対象とし

たものとして，小川（1981），髙見（1986），淀川（1986）

は，いずれも 1970 年代の高等学校急増期を境に生じ

た進学上昇による高等学校教育の「準義務化」及び量

的拡大の必要性を受けて，高等学校制度改善にかかわ

る財政政策・条件整備の必要性について実証的に論じ

たものである。小早川（2013）は，都道府県における

教育支出について分析された研究である。また，小早

川（2015）では，都道府県における高等学校教育費支

出の動向及び課題について，「高等学校無償化」を分析

素材として検討している。さらに，小早川（2019）は，

人口減少社会における地方の高等学校教育費支出の在

り方を将来推計規模の分析を通して検討しているが，

高等学校教育改革まで踏み込んでいない。 

本研究では，以上を踏まえ，高等学校教育費及び高等

学校教育改革の一つである総合学科高等学校設置状況

に着目して，新時代に対応した高等学校教育改革に必

要な方策を財政面から論究する。 

 

２．研究方法 

本研究の対象は，各都道府県の高等学校教育費支出

実態及び総合学科高等学校の設置状況とし，概ね次の

ような方法で研究を行った。 

（１）文部科学省による2019年度地方教育調査（2018

会計年度）から各都道府県の高等学校教育費の支

出傾向を考察するとともに，その特質及び差異等

を検証する。 

（２）文部科学省による 2018 年度学校基本調査から

都道府県の総合学科高等学校の整備状況を把握す

るとともに，各都道府県の高等学校教育費と総合

学科高等学校の設置状況との関係分析を行うこと

で，都道府県の高等学校教育政策傾向を財政面か

ら明らかにする。 

（３）各都道府県の高等学校教育費支出傾向と総合学

科高等学校の整備状況との関係分析から得た結果

及び各都道府県の財政指標をもとに，新時代に対

応した高等学校教育改革を推進する上で，財政面

から国として講じるべき方策を考察する。 

 

３．結果と考察 

（１）都道府県の高等学校教育費の支出傾向 

 高等学校教育費は，義務教育国庫負担金のように使

途が限定されるのではなく，地方財政平衡交付金や地

方交付税交付金のような使途の限定されない一般補助

金で措置されている。また，地方交付税交付金の高等

学校教育費に関する基準財政需要額は，教職員数及び

生徒数が測定単位となっている。 

2019 年度地方教育調査（2018 会計年度）（文部科

学省2020）によれば，各都道府県の高等学校教育費の

合計は，約２兆７千億円である。その内訳は，都道府県

支出金が約２兆４千億円，市町村支出金が約 1.7 千億

円，地方債が約千億円，国庫補助金が約0.3千億円，公

費組入れ寄付金が約 20 億円である。全体の 88.8％が

都道府県支出金となっている。また，高等学校教育費

の用途別配分でみると，教員給与や教育活動費のよう

な消費的支出が約２兆３千億円，設備・備品費や図書

購入費のような資本的支出が約２千億円，債務償還費

が約２千億円であり，全体の約85％が消費的支出で 
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都道府 

県名 

高等学校 

教育費総額 

(千円) 

教育費

総額に

対する

高等学

校教育

費総額

の割合 

(％) 

高等学

校教育

費総額

に対す

る消費

的支出

の割合 

(％) 

高等学

校教育

費総額

に対す

る資本

的支出

の割合 

(％) 

高等学

校教育

費総額

に対す

る債務

償還の

割合 

(％) 

北海道 130,845,090 16.9 88.5 5.3 6.2 

青森 38,022,522 18.4 82.8 4.7 12.5 

岩手 43,992,674 20.0 77.1 9.7 13.2 

宮城 58,269,006 17.8 83.5 10.7 5.8 

秋田 30,769,999 19.8 83.1 3.5 13.4 

山形 30,236,158 17.1 86.9 6.5 6.6 

福島 61,484,844 19.8 79.1 8.9 12.0 

茨城 65,163,538 15.8 91.8 3.7 4.5 

栃木 39,199,205 14.9 93.1 0.8 6.1 

群馬 44,930,881 17.1 90.4 4.8 4.7 

埼玉 133,636,060 18.1 87.9 6.2 5.8 

千葉 108,970,640 15.4 88.0 4.0 8.0 

東京 180,485,980 12.5 81.8 12.2 6.0 

神奈川 159,642,978 18.4 84.7 11.6 3.7 

新潟 58,949,974 17.0 83.3 9.9 6.9 

富山 29,144,898 18.6 88.5 4.8 6.7 

石川 29,100,670 18.9 85.6 6.6 7.9 

福井 19,644,931 15.3 94.6 2.9 2.5 

山梨 23,416,870 17.8 85.2 4.1 10.7 

長野 55,780,937 18.8 90.6 2.6 6.8 

岐阜 48,868,107 18.0 88.5 6.1 5.4 

静岡 75,621,074 18.1 90.3 3.5 6.2 

愛知 133,540,591 16.5 91.2 3.7 5.1 

三重 43,028,260 17.2 92.3 4.1 3.6 

滋賀 32,248,803 15.1 93.1 2.7 4.2 

京都 61,598,466 19.5 72.8 6.0 21.2 

大阪 145,761,088 15.8 90.1 6.8 3.1 

兵庫 129,243,930 19.3 82.0 8.5 9.5 

奈良 27,194,465 15.8 89.6 6.6 3.8 

和歌山 27,424,628 18.3 88.8 8.1 3.1 

鳥取 17,504,806 17.7 88.2 4.7 7.1 

島根 20,697,275 16.0 94.7 3.3 2.0 

岡山 44,873,106 16.6 89.6 5.1 5.3 

広島 74,258,621 20.9 74.3 11.9 13.8 

山口 36,278,776 18.4 80.8 7.1 12.0 

徳島 26,961,823 20.8 75.8 5.7 18.5 

香川 25,811,054 17.9 84.2 9.9 5.9 

愛媛 30,437,611 16.1 93.4 1.2 5.5 

高知 26,729,817 20.9 76.5 20.3 3.2 

福岡 92,899,897 15.5 80.0 9.9 10.1 

佐賀 21,977,561 16.5 95.1 2.9 1.9 

長崎 34,718,698 16.5 88.5 4.0 7.5 

熊本 44,652,054 17.7 75.3 15.7 9.0 

大分 34,757,973 19.2 78.6 12.6 8.8 

宮崎 27,130,464 17.9 92.5 4.6 2.9 

鹿児島 47,351,033 18.0 80.6 12.1 7.3 

沖縄 52,308,723 19.9 84.8 7.9 7.4 

 

 

ある。 

 表１は，文部科学省による 2019 年度地方教育調査

（2018会計年度）を参考に作成した各都道府県の高等

学校教育費に関する状況である。 

① 都道府県の高等学校教育費総額及び教育費総額に

対する高等学校教育費総額の割合 

高等学校教育費総額が一番多い都道府県は東京（約

1,800 億円），一番少ない都道府県は鳥取（約 170 億

円）である。金額規模で10倍以上の開きがある。 

また，教育費総額に対する高等学校教育費総額の割

合が一番高い都道府県は広島・高知（20.9％），一番低

い都道府県は，東京（12.5％）である。中央値は宮城，

山梨（17.8％）であり，最大値と最小値の差は約８ポイ

ントある。都道府県によって高等学校に対して重点を

置いているかどうかがわかる。 

② 都道府県の高等学校教育費の用途別配分 

都道府県の高等学校教育費総額に対する用途別配分

をみると，消費的支出の割合が一番高い都道府県は佐

賀（95.1％），一番低い都道府県は京都（72.8％），中

央値は埼玉（87.9％）であり，最大値・最小値の差は約

22ポイントある。 

また，資本的支出の割合が高い都道府県は高知

（20.3％），一番低い都道府県は栃木（0.8％），中央

値は京都（6.0％）であり，最大値・最小値の差は約14

ポイントある。 

さらに債務償還の割合が一番高い都道府県は京都

（21.2％），一番低い都道府県は佐賀（1.9％），中央

値は鹿児島（7.3％）であり，最大値・最小値の差は約

20ポイントある。 

このことから都道府県の高等学校教育費の用途配分

に差異がみられ，消費的支出に力点を置いている都道

府県や資本的支出に積極的な都道府県，債務償還に追

われている都道府県など，都道府県の高等学校教育費

の支出傾向がわかる。 

③ 教育費総額に対する高等学校教育費総額の割合と

高等学校教育費総額に対する消費的支出の割合との

関係分析 

表１：各都道府県の高等学校教育費 

※2019年度地方教育調査（2018会計年度）を参考に作成 
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教育費総額に対する高等学校教育費総額の割合が一

番高い都道府県は広島，高知（20.9％），一番低い都道

府県は東京（12.5％）である。教育費総額に対する高等

学校教育費総額の割合と高等学校教育費総額に対する

消費的支出の割合との関係は，相関係数が-0.599 であ

り，教育費総額に対する高等学校教育費総額の割合が

高いほど，高等学校教育費総額に対する消費的支出の

割合が低くなる傾向にある。 

④ 教育費総額に対する高等学校教育費総額の割合と

高等学校教育費総額に対する債務償還の割合との関

係分析 

教育費総額に対する高等学校教育費総額の割合と高

等学校教育費総額に対する債務償還の割合との関係は，

相関係数が 0.531 であり，教育費総額に対する高等学

校教育費総額の割合が高いほど，高等学校総額に対す

る債務償還の割合が高くなる傾向にある。 

（２）都道府県及び全国の総合学科高等学校の整備状

況 

総合学科は，高等教育改革の流れの中で生まれた新

しい学科であり，高等学校教育改革の理念を体現する

パイオニア的役割を果たすことを期待されて創設され

たものである。1994年度，７つの学校に初めて総合学

科高等学校として設置されて以来，すべての都道府県

に総合学科が置かれている。 

2018年度の総合学科高等学校の設置状況は，全国で

375校あり，国立が２校（全日制），公立が349校（全

日制 295 校，定時制 16 校，併置 38 校），私立 24 校

（全日制22校，定時制２校）である。 

表２は，2018年度の都道府県及び全国の総合学科高

等学校の整備状況である。 

総合学科高等学校の設置が一番多い都道府県は大阪

（32 校）であり，一番少ない都道府県は奈良（１校）

である。また，各都道府県における全高等学校数に対

する総合学科高等学校の割合が，一番高い都道府県は

石川（17.9％）であり，一番低い都道府県は奈良（1.9％） 

である。 

1994年度から総合学科が導入されたが，1999年に 

表２ 都道府県・全国の総合学科高等学校設置状況 

都道府 

県名 

全高

等学 

校数 

(校) 

総合学科 全高等学

校数に対

する総合

学科高等

学校の割

合(％) 

全

日

制 

(校) 

定

時

制 

(校) 

全定 

併設 

(校) 

合計 

(校) 

北海道 280 17 － － 17 6.1 

青森 77 6 1 － 7 9.1 

岩手 80 7 － － 7 8.8 

宮城 94 7 － － 7 7.4 

秋田 54 4 － － 4 7.4 

山形 61 8 － － 8 13.1 

福島 111 9 － － 9 8.1 

茨城 121 8 1 － 9 7.4 

栃木 75 6 － － 6 8.0 

群馬 79 6 － － 6 7.6 

埼玉 194 10 3 2 15 7.7 

千葉 183 5 － － 5 2.7 

東京 429 8 5 2 15 3.5 

神奈川 235 12 5 2 19 8.1 

新潟 102 10 － － 10 9.8 

富山 53 3 － － 3 5.7 

石川 56 9 1 － 10 17.9 

福井 35 1 1 － 2 5.7 

山梨 42 6 － － 6 14.3 

長野 100 6 － － 6 6.0 

岐阜 81 8 － － 8 9.9 

静岡 138 10 － － 10 7.2 

愛知 221 12 － － 12 5.4 

三重 70 7 1 － 8 11.4 

滋賀 56 7 － 1 8 14.3 

京都 105 4 － － 4 3.8 

大阪 260 24 6 2 32 12.3 

兵庫 205 15 － － 15 7.3 

奈良 53 1 － － 1 1.9 

和歌山 47 4 － － 4 8.5 

鳥取 32 3 2 － 5 15.6 

島根 47 4 － － 4 8.5 

岡山 86 6 1 － 7 8.1 

広島 131 13 1 － 14 10.7 

山口 79 6 － － 6 7.6 

徳島 39 5 － － 5 12.8 

香川 40 3 － － 3 7.5 

愛媛 66 6 － － 6 9.1 

高知 47 5 1 － 6 12.8 

福岡 165 13 － － 13 7.9 

佐賀 51 5 － － 5 9.8 

長崎 79 8 － － 8 10.1 

熊本 76 3 1 － 4 5.3 

大分 55 4 － － 4 7.3 

宮崎 54 3 － － 3 5.6 

鹿児島 89 6 － － 6 6.7 

沖縄 64 3 － － 3 4.7 

全国 4,897 336 30 9 375 7.7 

※ 網掛けは９％を超えている都道府県 
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当時の文部省が「教育改革プログラム」を改訂し，当面，

総合学科を設置する公立高等学校が高等学校通学範囲

（全国で 500 程度）に少なくとも１校整備することを

目標とした。しかしながら，20 年以上経った 2018 年

度でも目標を達成していない。 

全国的には総合学科高等学校の設置目標を達成して

いないが，1999年度の全高等学校数は5,481校であり，

500 校と言えば全体の約９％である。表２の全高等学

校数に対する総合学科高等学校の割合において，９％

を超えている都道府県は16あり，都道府県によって整

備状況に差異がみられる。 

全高等学校数に対する総合学科高等学校の割合が最

も高い都道府県の石川（17.9％）は，1995年度から2009

年度にかけて10校を整備している。また，鳥取（15.6％）

は1998年度から2005年度にかけて５校を整備してい

る。一方，全高等学校数に対する総合学科の割合が最

も低い都道府県である奈良は，総合学科高等学校の設

置が1995年度であるが，2013年度に普通科に改編さ

れ，その後，2015年度に別の高等学校に総合学科が設

置された。都道府県によって，総合学科高等学校の設

置時期及び整備期間等にも差異がみられる。 

（３）都道府県の高等学校教育費と総合学科高等学校

整備状況との関係分析 

 高等学校教育改革の理念を体現するパイオニア的役

割を果たすことを期待されて創設された総合学科と高

等学校教育改革を現実化する高等学校教育費に着目し，

都道府県の全高等学校数に対する総合学科高等学校の

割合と高等学校教育改革の教育費総額に対する高等学

校教育費総額の割合の２つの軸を用いて，各都道府県

の高等学校教育改革動向を定位・類型化する。 

 類型化の 1 つ目の軸である都道府県の全高等学校数

に対する総合学科の割合の最小値は1.9％（奈良）， 

最大値は17.9％（石川），中央値は7.9％（以下：全国

中央値）（福岡）である。全国中央値より割合が高い場

合は「総合学科の設置が進んでいる都道府県（改革型）」

とし，割合が全国中央値以下の場合は「総合学科の設

置が進んでいない都道府県（保守型）」とする。 

 ２つ目の軸である都道府県の教育費総額に対する高

等学校教育費総額の割合の最小値は 12.5％（東京），

最大値は20.9％（高知），中央値は17.8％（以下：全

国中央値）（宮城・山梨）である。全国中央値より割合

が高い場合は「高等学校教育に力を入れている都道府

県（重点型）」とし，割合が全国中央値以下の場合は「高

等学校教育以外に力を入れている都道府県（非重点型）」

とする。 

 以上の手順で分析軸の全国中央値に沿って定位・類

型化したものが図１である。 

 ① 類型１：改革・重点型 

都道府県の全高等学校数に対する総合学科高等学校

の割合が高く，都道府県の教育費総額に対する高等学

校教育費総額の割合も高い「改革・重点型」の都道府県

は10（青森，岩手，福島，神奈川，石川，岐阜，和歌

山，広島，徳島，高知）である。 

② 類型２：保守・重点型 

都道府県の全高等学校数に対する総合学科高等学校

の割合が低く，都道府県の教育費総額に対する高等学

校教育費総額の割合が高い「保守・重点型」の都道府県

は 13（秋田，埼玉，富山，長野，静岡，京都，兵庫，

山口，香川，大分，宮崎，鹿児島，沖縄）である。 

③ 類型３：保守・非重点型 

都道府県の全高等学校数に対する総合学科高等学校

の割合が低く，都道府県の教育費総額に対する高等学

校教育費総額の割合も低い「保守・非重点型」の都道府

県は11（北海道，宮城，茨城，群馬，千葉，東京，福

井，愛知，奈良，福岡，熊本）である。 

④ 類型４：改革・非重点型 

都道府県の全高等学校数に対する総合学科高等学校

の割合が高く，都道府県の教育費総額に対する高等学

校教育費総額の割合が低い「改革・非重点型」の都道府

県は13（山形，栃木，新潟，山梨，三重，滋賀，大阪，

鳥取，島根，岡山，愛媛，佐賀，長崎）である。 

（４）４つの類型と都道府県の財政指標との関係分析

及び国の方策 
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ここでは，４つの類型（類型１，類型２，類型３，類型

４）と都道府県の財政指標（財政力指数, 経常収支比率,

実質公債費比率，将来負担比率）との関係を分析すると

ともに，国として講じるべき方策を提言する。 

表３は４つの類型に属している都道府県の財政指標

の平均である。 

 

表３ ４つの類型と財政指標の平均 

  類型１ 類型２ 類型３ 類型４ 

財政力指数 0.47471 0.49273 0.64898 0.46407 

経常収支比率(%) 95.1 94.8 93.8 94.6 

実質公債費比率（％） 11.4 11.8 11.3 12.1 

将来負担比率(%) 178.8 206.3 181.0 183.8 

※2018年度地方教育財政状況調査を参考に作成 

 

① 類型１（改革・重点型）への国の方策 

この類型は経常収支比率が４つの類型の中で最も高

く，また，将来負担比率が最も低いグループである。さ

らに類型２・４同様，財政力指数も低い状態である。 

このグループは地方交付税に頼りながら，高等学校

教育改革を推進しているので，国として講じるべき方

策は高等学校教育改革に必要な費用として高等学校教

育費の単位費用算定分の引き上げを行い，地方交付税

の充実に努める必要がある。また，他のグループに比

べ将来負担する債務が少ないが，自由に使える一般財

源が人件費や公債費など，義務的経費として使われる

ため，自由に使える一般財源を確保するため，義務的

経費の支援を行うなどの財政支援も必要である。 

② 類型２（保守・重点型）への国の方策 

 この類型は将来負担比率が最も高く，また，類型１

類型１：改革・重点型 類型２：保守・重点型 

類型４：改革・非重点型 類型３：保守・非重点型 

※赤線は全国中央値である。 

図１ 都道府県の全高等学校数に対する総合学科高等学校の割合と教育費総額に対する高等学校教育費総額の割合 
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同様，財政力指数も低い状態である。このグループは

地方公共団体が将来負担すべき債務が多いので，将来

の不安を和らげる必要がある。国として講じるべき方

策は，類型１同様，地方交付税の充実を行うとともに，

高等学校教育改革を積極的に行えるように，国庫負担

が３分の１などの交付金交付や補正債のような返済に

有利な公債の発行を認めるなど，高等学校教育改革が

積極的に推進できるよう支援することが大切である。 

③ 類型３（保守・非重点型）への国の方策 

 この類型は，４つの類型の中で財政力指数が最も高

く，また，実質公債費比率が最も低い。さらに経常収支

比率も最も低い。 

このグループは一般財源のうち義務的経費である地

方債の元利償還である公債費が少ないため，財政運営

に自由度がある。また，財政力指数も最も高いので，財

政力が高いグループである。しかしながら，高等学校

改革の必要性が十分周知できていないと考えられるの

で，国として講じるべき方策は，国主催の説明会の開

催など，高等学校教育改革の必要性を周知するための

機会を多く設定するとともに，財政面では都道府県の

負担の少ない交付金交付など，高等学校教育改革が進

めやすい環境を整備することが望まれる。 

④ 類型４（改革・非重点型）への国の方策 

この類型は４つの類型の中で実質公債費比率が最も

高く，また，類型１同様，財政力指数も低い状態である。 

このグループは高等学校教育改革に積極的であるの

で，国として講じるべき方策としては類型１同様，地

方交付税の充実を行うとともに，類型２同様，返済に

有利な公債の発行を認めるなど，高等学校教育改革が

積極的に推進できるよう支援することが求められる。 

 

４．まとめ 

各都道府県の高等学校教育費の支出傾向には，各事

情により差異があり，都道府県任せでは，新しい時代

に求められる高等学校教育改革を実現することはでき

ない。また，国のきめ細かな支援がなければ，教育行政

の目標原理である教育の機会均等を達成することはで

きない。新時代に求められる高等学校教育改革を行う

ために，1991年に中央教育審議会の「新しい時代に対

応する教育の諸制度の改革」の答申による高等学校教

育改革のパイオニア的役割とされる総合学科高等学校

の設置状況を踏まえ，国としては各都道府県の実情に

応じた重層的な支援が必要である。 

今回の研究は，高等学校教育改革について高等学校

教育費と総合学科高等学校の設置状況に着目して，財

政面から論じた。しかしながら，高等学校教育改革の

現実化は財政面だけでなく，政治面や人材面などの要

因が考えられる。今後は，財政面だけでなく政治面や

人材面など，幅広い観点から高等学校教育改革を捉え

たいと考えている。 
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１．研究の背景と目的 

(1)研究の背景 

 2021 年度から完全実施となる中学校学習指導要領

（平成 29 年告示）解説技術・家庭編（文部科学省2018）

において，A 家族・家庭生活領域に「介護など高齢者

との関わり方」の内容が新設された。具体的には「視力

や聴力，筋力の低下など中学生とは異なる高齢者の身

体の特徴が分かり，それらを踏まえて関わる必要があ

ることを理解できるようにする」こと，「立ち上がりや

歩行などの介助の方法について扱い，理解できるよう

にする」ことについて扱う。また，これらの指導にあた

っては，知識だけではなく体験的な活動を通して，実

感を伴って理解できるように配慮することが示されて

いる。中学校家庭科学習指導要領解説と中学校家庭科

教科書の記述分析を行った二橋（2019）は，「学習指

導要領解説は，第２期(2009～2016)までは「高齢者と

の関わり」に関する記載であったが，第３期(2017～)改

訂を経て学習内容に「家族や地域の人々との協働」「高

齢者の身体の特徴」「高齢者の介護と支援」が記載」さ

れるようになったことを示している。これまで，第3期

以降に追加された内容は，高等学校家庭科で主に扱わ

れていたが，急速な少子高齢社会の進展に対応する形

で，中学校でも取り扱われることとなったと考えられ

る。 

高等学校家庭科における高齢者に関する学習では，

高齢者の心身の特徴，社会環境，高齢者と関わる際に

重要な尊厳や自立の視点，関わり方について理解し，

高齢者の自立生活を支えるために家族や地域及び社会

の果たす役割の重要性について考察することをねらい

としている。新しくスタートする中学校においては，

高等学校との学習内容の違いに留意した上で，実践的

な学習に取り組み，高等学校での学習に系統的につな

ぐことが求められる。 

新設される学習内容は，当然のことながら教員にと

って初めての指導内容となり，新たな授業づくりのた

めの情報収集，教材の準備，授業の検討等が必要とな

る。とりわけ，体験的な活動を伴う学習内容は，教科書

に示された情報のみでは指導に必要な情報が十分では

ないことが推察される。 

 

（２）研究の目的 

以上の背景を踏まえて，本研究は，中学校家庭科にお

ける高齢者との体験的な関わり方学習について検討し，

中学校家庭科における授業実践のための示唆を得るこ

とを目的とする。そのために，高等学校「家庭総合」教

科書における「高齢者介助・介護」に関する体験的な内

容の記述分析（研究１），高齢者疑似体験キットを使用

した体験授業の検討（研究 2），以上 2 研究で構成す

る。 

  

２ 高等学校「家庭総合」教科書における「高齢者介 

助・介護」に関する体験的な内容の記述分析（研究１） 

 

(1)分析に使用する教科書の選定と分析方法 

 まず，分析に使用する教科書について検討した。高

等学校家庭科の共通教科「家庭」は，「家庭基礎」また

は「家庭総合」のいずれかを選択することになってい

る。それぞれの検定教科書「家庭基礎」10冊，「家庭

総合」7冊を入手し，記述内容を確認した結果，「家庭

基礎」には「高齢者介助・介護」に関する体験的な活動

についての記述が少なく，「家庭総合」には，指導のた

めの示唆を得るに十分な記述があると判断した。よっ

て，高等学校「家庭総合」の教科書 7 冊を，今回の分

析対象とした。 

５    中学校家庭科における高齢者との関わり方学習の検討 

 

小林裕子    永田智子 
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 対象とした7冊の教科書（A～G）から「高齢者の介

助・介護」に関する体験的な記述を抜き出し，カテゴリ

別に分類した。検討の結果，「高齢者の介助・介護」に

関する体験的な記述は 7 つのカテゴリに分類された。

「高齢者疑似体験」，「いすからの立ち上がり介助」，

「歩行介助」，「着替え介助」，「車いす介助」，「食

事介助」，「体位変換介助」である。7つのカテゴリの

内，中学校学習指導要領に示されている内容は，「高齢

者疑似体験」，「いすからの立ち上がり介助」，「歩行

介助」の 3 カテゴリである。前述のとおり高齢者の介

助については，高齢者の身体の特徴を体験的な活動で

理解した上で扱うことが示されている。そこで，ここ

では 3 カテゴリの内，まず「高齢者疑似体験」に着目

して，分析を進めることとする。 

 

 

（２）「高齢者疑似体験」に関する記述分析結果 

 「高齢者疑似体験」に関する記述分析は，「体験目的」

「学習形態」「体験内容」「体験後の学習内容」「使う

教具・器具」の各項目について行った。 

高齢者疑似体験についての記述は，F 以外の 6 冊

で確認できた。分析結果を表 1 に示した。 

「体験目的」は，6冊とも高齢者の老化による変化

を体験すること，高齢者の不便や困難を理解するこ

と，心配や必要としている援助を実感することなど

が記述されていた。 

「学習形態」は，A,Cの 2冊のみ記述があり，どち

らも2人1組での体験が示されていた。 

「体験内容」が示されていたのは，A以外の5冊で

あった。「新聞を読む」「黒板，時計を見る」のよう

に視力の低下を体験する内容，「小銭を財布から出

す」「文字を書く」のように手指の衰えを体験する内

 

表１ 高等学校「家庭総合」教科書 高齢者疑似体験に関する記述 
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容，「電話の音」「友達と会話」のような聴力の低下

を体験する内容，「階段を下りる」「廊下を歩く」の

ように下肢の筋肉の衰えを体験する内容を中心に示

されていた。 

「体験後の学習内容」は A,C,D,G の 4 冊に示され

ていた。体験からの気づきや感想をまとめる内容が

中心であった。 

 「使う教具・器具」は，教科書によって差異が見ら

れた。例えば視力の衰えの体験では，アイマスク，ゴ

ーグル，白内障用ゴーグルの 3 種類の教具の提示が

あった。手指の衰えでは，手袋，ゴム手袋，ビニール

手袋，ビニール手袋を二重にし，人差し指と中指を

固定，の4種類の提示が確認できた。 

 以上の結果から，高等学校家庭総合における高齢

者疑似体験の記述から，安全面を考慮すれば「学習

形態」は指定する必要があること，「体験内容」「使

う教具・器具」については中学校の指導の実態に合

わせて吟味し，適切に設定する必要があること，体

験からの気づきを高齢者の理解につなげるためには

「体験後の学習内容」の設定が重要であることを確

認した。 

 

３．高齢者疑似体験キットを使用した体験授業の検

討(研究２) 

 

(1)中学校家庭科高齢者疑似体験で使用する教具・

器具の選定 

 次に研究 1 の結果を踏まえて，中学校家庭科にお

ける高齢者疑似体験授業で使用する教具・器具につ

いて検討する。高等学校家庭総合の教科書の内，

A,B,C,Dが中学校家庭科教科書を取り扱っている。D

は手指のみの疑似体験であることから参考対象から

は外した。また中学校家庭科用教材カタログ 3 社に

掲載されている高齢者疑似体験キットの内容も加え

検討した結果，図１の疑似体験キットを用意した。

キットの内容は，杖，ゴーグル，耳当て，手首・足首

の重り，ひじひざのサポーター，疑似体験中ビブス，

ゴム手袋とした。 

(2)高齢者疑似体験の体験内容の設定 

高齢者疑似体験キットを装着して，体験する内容に

ついて検討した。高等学校「家庭総合」教科書の内容

を参考にし，視力，聴力，手指，ひじひざの関節，下

肢の筋力の衰えについて体験できる内容として，次の

7項目を設定した。 

① 杖をついて歩行する 

② 階段を上り下りする 

③ 新聞を読む，めくる 

④ ペンで紙に文字を書く 

⑤ ペットボトルの蓋をあけ，コップに注ぐ 

⑥ いすから立ち上がる 

⑦ 友達との会話を聞き取る 

 

(3)体験の方法 

 高齢者疑似体験は2021年2月に，教員養成大学の3

年生7名を対象に実施した。学生は提示した装着例の

写真を見ながら体験キットを装着し，2人1組になって

7つの体験内容を実施した。コロナ禍であるため，体

験はマスクを着用したまま実施し，キットを着脱する

際には，道具にアルコール消毒を行った。また，階段

の上り下りなど，危険が伴う体験では，ペアの学生が

階段下で補助に回るよう指示した。 

すべての体験が終了した後に，体験からの気づきを

良かった点と課題と考える点に分け，記述するよう求

図１ 体験に使用した高齢者疑似体験キット 



兵庫教育大学 学校教育コミュニティ 第 11 号 2021 年 9 月 

30 

 

めた。 

高齢者疑似体験の様子を，写真1から4に示した。 

 

 

  

（4）体験後感想結果及び考察 

 体験終了後の感想は７名全員が記述していた。 

 体験に関する良かった点の記述を表2に示した。「聞

こえにくい辛さが体験できた」「耳当てで聴力の低下

がよく分かった」など，耳当てをすることにより，加齢

による相手の声が聞こえにくくなる辛さを体験できた

ことを5名の学生が記述していた。また，「重りをつけ

たことで動きづらさを感じられた」「関節の曲げの不

自由さが分かった」など，重りやサポーターの装着に

より，関節や下肢の動きづらさを体験できたことを5名

が記述していた。また「体験中のゼッケンがあるため，

分かりやすくて良い」など「疑似体験中」ビブスが分か

りやすくて良いという記述が2名あった。学生の記述か

ら，使用した高齢者体験キットは，聴覚の低下，関節や

下肢の動きづらさを体験する上では，一定の効果があ

ることが示唆された。 

 次に，体験をして課題と考える記述を表3に示した。 

ゴム手袋に関して，「ゴム手袋をつけても不自由でな

かった」「ゴム手袋は逆に新聞がめくりやすかった」な

ど，装着しても手指の衰えを感じられないという指摘

を6名の学生が記述していた。解決策として，ゴム手袋

を2重にする，テープなどで指を固定する，手袋の素材

の検討などの方策が必要であるといえる。次にゴーグ

 

学生No 学生の記述

学生1
・相手の声が聞こえにくく，何度か聞き返した。

・聞こえにくい辛さが体験できた。

学生2
・耳の聞こえにくさが体験できた

・体験中のゼッケンがあるため，分かりやすくて良い

学生3 ・関節の動き，下肢の動作の動かしにくさが体験できてよかった

学生4
・耳当てが聞こえにくさをより分かりやすくしている

・重りをつけたことで動きづらさを感じられた

学生5
・耳当てで聴力の低下がよく分かった

・関節の曲げの不自由さが分かった

学生6
・足の重りや耳当てにより，高齢者の不自由が分かりやすかった

・体験中のゼッケンがよい

学生7
・下肢の筋力低下がよく分かった

・いすの立ちすわりや歩行など大きな動きによる不自由さが分かりやすい

表２ 高齢者疑似体験の良かった点の記述  N＝７ 

写真1 階段の上り下り 写真2 ペットボトルの

蓋を開け，水を注ぐ 

写真3 ペンで紙に文字 

を書く 
写真4 新聞を読む 
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ルに関しては，「ゴーグルの効果が感じられない」，「

メガネの生徒に対する配慮が必要」などが課題として

示されており，解決策の検討が必要である。また疑似

体験キットの装着をすべて完了させるまでの時間がか

かるとの指摘もあった。今回の疑似体験は大学生を対

象とした少人数での実施であった。中学生1クラス30～

40人程度の生徒を対象で実施するためには，1人の生徒

がキット装着に要する時間が長くなれば，体験活動や

学習の振り返りに充てる時間が削減されることになり

かねない。また一人当たりに必要な時間が長くなるほ

ど，教材キットの回転率が下がるため，必要となる体

験キット数が多くなり，費用面の問題につながる。①

高齢者の各身体の特徴を実感することができる，②装

着時間がかかりすぎない，③特定の生徒に体験事情の

不都合がない，ことを踏まえて，体験授業を構想する

必要があることが確認できた。 

 

４．まとめと今後の課題 

  

 本研究は，中学校家庭科における高齢者との体験的 

な関わり方学習について検討し，中学校家庭科におけ 

る授業実践のための示唆を得ることを目的とした。研 

究１では高等学校「家庭総合」教科書における「高齢者 

介助・介護」に関する体験的な内容の記述分析を，研究 

2では，高齢者疑似体験キットを使用した体験授業の検 

討を実践した。 

研究1では，高齢者疑似体験の実践において，安全面

を考慮すれば「学習形態」は指定する必要があること，

「体験内容」「使う教具・器具」については中学校の指

導の実態に合わせて吟味し，適切に設定する必要があ

ること，体験からの気づきを高齢者の理解につなげる

ためには「体験後の学習内容」の設定が重要であるこ

とを確認した。 

研究2では，高齢者疑似体験で使用する体験キット及 

び7つの体験内容を選定し大学生対象に実践を行った。

体験後の大学生の記述を分析した結果，使用した高 

齢者体験キットは，聴覚の低下，関節や下肢の動きづ 

らさを体験する上では，一定の効果があることが示唆 

された。課題と考える点は，今回使用したゴム手袋や 

ゴーグルでは，高齢者の手指の動きや視力の低下を体 

験することは難しいことが明らかとなり，解決策の検 

討が必要であることが確認できた。また，体験キット 

の装着に時間を要することも解決すべき課題である。 

以上のことから，中学校家庭科における高齢者疑似 

体験では，①高齢者の各身体の特徴を実感することが

できる，②装着時間がかかりすぎない，③特定の生徒

 

学生No 学生の記述

学生1
・サポーターの締め具合によって体験の質が変わってくると思う

・ゴム手袋をつけても不自由でなかった

学生2 ・ゴーグルと耳当てで頭にゴムがいっぱいあって，ごちゃごちゃになる

学生3 ・ゴム手袋では普段と手指の感覚が変わらなかった

学生4
・メガネの生徒に対する配慮が必要

・手袋では手指の動かしづらさを伝えられない

学生5 ・手袋をつけても普段と手の動作は変わらなかった

学生6 ・ゴム手袋はいつもと同じように手を動かせるなと思った

学生7

・ゴーグルの効果がほとんど感じられない

・ゴム手袋は逆に新聞がめくりやすく感じた

・装着に時間がかかる

表3 高齢者疑似体験の課題と考える記述  N＝７ 
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に体験事情の不都合がない，ことを踏まえて，体験授

業を構想する必要がることが確認できた。 

今回の大学生を対象とした高齢者疑似体験は，高等

学校「家庭総合」教科書および中学校家庭科教材カタ

ログを参考に選定したキットを使用した。2021年4月

からは，新学習指導要領の全面実施，令和3年度版の新

教科書の使用が始まる。新教科書にはそれぞれ高齢者

疑似体験の方法が，イラストや写真と共に提示されて

いると推察する。 

今後は，中学校家庭科教科書3冊に示されたものと同

じ条件の高齢者疑似体験に必要なキットや道具を準備

し，今回と同様の体験内容を大学生対象に実施し，3社

の体験内容の長所や改善点について明らかにしたい。

また，学生から指摘があったことから，3社の体験キッ

ト装着に要する時間を測定し，平均値を明らかにした

上で，1クラスの体験授業に必要となるキット数の概算

を提示することも実践したい。今後は，大学生対象の

高齢者体験で得た知見を基に，中学校家庭科での実践

モデルとなる，高齢者疑似体験授業を開発するととも

に，授業実践からその有効性を評価した上で，提案す

ることを目指したい。 

 

付記 

 本研究を遂行するにあたり，兵庫教育大学修了生・

卒業生連携センターから助成を受けた。 
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１．研究の背景と目的 

中央教育審議会（2012）では「学び続ける教員像」の

確立が示された。今後予測不可能な社会になることが

想定されることから，生涯学び続けることが教師に必

要であると謳われた。また，中央教育審議会（2015）

はこれからの教員に求められる力として「教員として

の使命感，教育的愛情，教科や教職に関する専門的知

識，実践的指導力，総合的人間力など従来必要とされ

てきた不易の能力に加え，キャリアステージに応じた

資質能力を高める自律性，情報を収集・選択・活用する

能力や深く知識を構造化する力，学校を取り巻く新た

な教育課題に対応する力量」と示した。こうした指針

のもと，教員養成・採用・研修の一体化，教員のライフ

ステージに応じた育成指標，研修体制の見直し等も進

められた。しかし，こうした研修について，広田（2019）

は「一つの望ましい教員像を描くことができる」反面，

教員像を一つに収斂させていくことへの危惧があると

した。また，志水（2021）も個々の力が重要であるこ

とを認めつつも，「これまでも学校教師には『スーパー

マン』的な力量が期待されてきたが，さらに『スーパー』

な『ハイパー・スーパーマン』が求められている」と指

摘した。現在ライフステージに応じて個々のキャリア

形成を図ることは必要であるものの，それぞれの得手

不得手を相互補完しながら働ける教職員集団を形成す

ることのほうが必要である。そのために重要なことは，

同僚とのコミュニケーションをはじめとする教職員集

団のつながりである。広田（2019）は「教育新聞教師

力研究会」（代表・小笠原喜康日本大学教授）の調査を

引用し，一般教員が自らの学習機会として回答したも

ののうち，上位は「マスメディアの積極的利用」や「公

的な研修」である中，96.7％という肯定的な意見として

「職場の同僚と個々の子どもについて意見交換する」

としている。今も昔も教師は，先輩や同僚とのコミュ

ニケーションを大切にしてきたといえる。だが，「ブラ

ック学校」と揶揄される現在の学校現場では難しい。

「働き方改革」が謳われるものの多忙化解消はそう簡

単に進んでいない。今津（2012）は，教師の多忙化，

職場内の世代構成のアンバランス，子どもと保護者の

変化に伴い，多くの問題が山積しているとした。さら

に，同僚間の人間関係づくりが十分行えていないと指

摘した。また，団塊世代の大量退職以降，大量採用が進

み，中堅層が少ない。文部科学省（2021）は，小学校，

中学校ともに30代後半から40代前半の年齢層が希薄

であることを示した。中堅期は教職生活にも慣れ，徐々

に重要な役割を担う中で，教師としての力量を高める

時期である。私生活においても結婚や出産，育児とい

ったライフイベントを迎える時期である。出産・育児

については休暇・休業制度があるものの，課題もある。

文部科学省（2019）が行った人事行政状況調査におい

て，育児休業取得者は，98.3％が女性であることが示さ

れた。育児短時間勤務取得者も 97.8％，部分休業取得

者も 94.8％が女性である。女性教師の中には，ある一

定の教職経験を経た後，育児休業取得により学校現場

から離れるというキャリアを積んでいる人が多くいる

ということになる。性別に関係なく取得可能な制度で

はあるものの，多くが女性である現状には課題がある。

そう考えると，育児休業期間が教職キャリアにおいて

どのような意味を成すのか，より詳しく言うと，中堅

教師としてさまざまな役割を担い，教師としての力量

を高める時期に学校現場を離れることについて女性教

６ 職場外におけるノンフォーマル学習による教師の学びに関する考察 

－中堅前期における育児休業期間への移行に着目して－ 

 

阿曽奈生   須田康之 
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師自身はどのような思いを持っているのかを考える必

要がある。この疑問を研究の動機とし，中堅期の教師

が育児休業を経験することで，どのようなキャリア形

成を行うのかを考察していく。 

２．先行研究について 

(1)教師の自主研修の必要性 

前述のとおり，予測不可能な社会になっている現在，

職種に関係なく，生涯学び続けることが必要となる。

自らのキャリアを切り拓いていくためには，「学ぶ」こ

とが必要だからである。教師に限らず，それぞれのラ

イフステージにおいて，どのような学びの場を求める

かは，個々のニーズに応じて取捨選択できなければな

らない。中原（2018）は，「大人の学び」を7つの行

動で示し，その 1 つの例示として「人から教えられて

学ぶ」が挙げられた。「誰に学ぶか」，「どこで学ぶか」，

「具体例」の観点で 3 つの学習形態に分類した。「イ

ンフォーマル＝人脈のなかから得られる情報から学

ぶ」，「セミフォーマル＝集って学べるオフィシャル性

のない教育施設」，「フォーマル＝最もオフィシャル性

が高く敷居が高い大学院」である。これらの学びはい

ずれかが優位に立つわけではなく，社会人が学ぶ場合，

学校教育とは異なり，自らが必要に応じて学びの場を

選択していくことが重要とした。ここで示した「セミ

フォーマルな学び」は筆者が本稿で扱う「ノンフォー

マルな学び」と同義である。教師教育においては，これ

らの学びを自己選択できるとは限らない。中央教育審

議会（2012）が「近年では学校の小規模化や年齢構成

の変化などによってこうした機能が弱まりつつあると

の指摘もある」と言及するように，教師教育における

フォーマルまたはノンフォーマルな学びと位置づけら

れる校内研修や自主研修が衰退している。久保（2013）

はこの主張に対し，校内研修や自主研修が活性化しな

い要因について「学校の小規模化や年齢構成の変化」

のみと読み取りかねないとして疑念を抱いている。日

本教師教育学会が学会長名で提出した意見書にも「自

己研鑽の機会も教育行政によって公認されたものだけ

に限定することなく多様に認められ保障されなくては

ならない」と示された。つまり，教師自身が 3 つの学

びを選択できないことの要因の 1 つには，フォーマル

な研修は承認されるが，ノンフォーマルな学びやイン

フォーマルな学びは承認されないことが考えられる。

広田（2019）も「フォーマルな研修ばかりが教師とし

ての成長の場だとされている」とし，行政主導の研修

は個々の問題意識に基づく自己研鑽とは性質が異なる

と指摘する。今後教職キャリアを重ねていく上で，ノ

ンフォーマル，インフォーマルな学びの場が重要とな

るといえる。 

(2)教師教育におけるノンフォーマル学習 

教師教育における先行研究では，職場内における校内

研修や職場外での法定研修などフォーマルな学習機会

に関するものが多い。本稿の中心となる教師教育にお

けるノンフォーマル学習を取り上げたものは多くない。

今津（2017）は生涯発達の観点から教師教育を捉え，

教師の学びの機会として「フォーマル formal」（公

的・定型的），「インフォーマル informal」（非公的・

私的）「ノンフォーマル nonformal」（非定型的）に

分類した。阿曽（2018）は3つの学習形態について源

（2007）を参考に複数の観点から詳細に分類した。メ

リット，デメリットを明確にし，それぞれの学習形態

が相互補完関係にあることを示した。ノンフォーマル

学習のメリットとして「学習者が主体的に取り組むこ

とができること」，「職場外におけるつながり・ネット

ワークの拡充」，「職場内における既存のネットワーク

がより強固になること」，「問題意識・目的意識の共有

を図ること」の 4 点を挙げた。また，職場外教師コミ

ュニティにおけるノンフォーマルな学びの場を，「参

加者のキャリア差が生み出す相互形成を行う場」，「学

校・地域を越えた居場所となる場」，「主体的に学ぼう

とする姿勢を生み出す場」，「女性教師の居場所となり

得る場」，「日常をリフレクションする場」と示した。

これら 5 つに加え，今後の展望として，職場外におけ

るノンフォーマル学習が，教師の「学びのサードプレ

イス」となること，教師が学びのデザイナーとなるこ

と，学びのサイクルの原動力となること，教師自身が
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自らを問い直す場となることの 4 点を挙げている。こ

の視点をもとに今後研究を進めていくことで，職場外

教師コミュニティでのノンフォーマル学習の可能性が

さらに深まると考えられる。 

(3)教師教育における育児休業 

教師教育の観点から育児について言及した先行研究

は女性教師のキャリア形成に関するものがある。特

に杉山ほか（2004）や深澤・重川（2015）は女性管

理職のキャリア形成に言及している。また木村（2020）

も女性教師のキャリア形成と教員育成政策の関連に

ついて示唆している。つまり，教師教育において性

別を問わず育児休業取得に関する研究は管見の限り

なされていない。今後性別に関係なく，育児休業が

取得されていくためにも，教職キャリアにおいて学

校現場を離れることがネガティブな要素だけでなく，

ポジティブな要素でもあることを示唆していく必要

がある。 

３．研究方法 

(1)研究対象となる学びの場 

阿曽（2018）において研究対象としたH県S市の自主

研究サークルを職場外におけるノンフォーマルな学び

の場と設定する。（図1） 

(2)研究協力者 

阿曽（2018）の協力者である教師C（女性）に継続し

て研究協力依頼を行った。H県内過疎地域S市で小学

校に勤務している。出身はH県ではなく，結婚を機に

転入してきた。2020年4月現在32歳である。 

第一子の出産に伴い，2019年6月から育児休業を取得

している。2021年3月に第二子を出産したため，今後

継続して育児休業を取得する予定である。 

(3)研究の手続き 

2020年4月から2021年1月までの期間に，協力者に

も可能な限り日常的に行っている活動，イベント型学

習会など参加してもらい，継続的に参与観察を行う予

定であった。しかし，新型コロナウイルス感染症拡大

防止及び協力者が第二子を妊娠したということもあり，

学習会への参加や対面での聞き取りは見合わせた。そ

のため，2020年 12月にZoom を活用したオンライン

インタビューを行った。同意の上，録画機能を用いて

撮影した。音声は文字化し，聞き取りメモとともに活

用した。 

４．調査結果 

上記のメモや音声データ，インタビュー前後のメール

を再度読み返した。育児休業と教師の学びに関して次

の3つの観点に絞って調査結果をまとめる。 

(1)育児コミュニティでの出会いによる気づき 

多くの教師が家庭と職場を中心に生活をしている。多

くの時間を職場である教師コミュニティで過ごしてい

る。しかし，育児休業期間には保健センターや子育て

支援センター，子育てサークルなどに参加することで，

教師コミュニティとは異なるコミュニティに参加する

こととなる。これを「育児コミュニティ」と名付ける。

この育児コミュニティで出会う保健師や同じ育児世代

の母親は，それまでに過ごしてきた教師コミュニティ

での同僚などとは異なる存在である。共通の話題は我

が子の子育てのことや日常生活に関することとなる。

サークル活動１つをとっても学校現場のように職員会

議等で提案・議論・修正を図る必要もない。子どもの体

調や家庭の都合により参加の是非も変更可能であるし，

内容の変更も臨機応変である。そうした環境で出会う

人から影響を受けることが出てくる。教師Cは地元出

身者でないため，一段とこの育児コミュニティでの出

会いに大きな影響を受けたと話した。また，保健師と

いう異なる職種と出会い，受容されることへの安心感

図1 研究対象となる場と協力者の関係 



兵庫教育大学 学校教育コミュニティ 第 11 号 2021 年 9 月 

36 

 

が自らの教師生活への省察にもつながったと話した。 

(2)気づきを生み出す対話の必要性 

1 点目に挙げた気づきは育児休業期間に何らかのきっ

かけがないと意識化されないものである。今回，聞き

取りを進める中で，教師Cは何度か「そういえば」と

言い直すことがあった。教師の語りを受け止めながら，

さらに問い返していくことで，教師Cは育児休業中の

自らの出会いと気づきを言語化していった。つまり，

育児コミュニティでの他者との出会いや経験は，言語

化することで初めて意識化されるのである。これまで

阿曽（2018）でも取り上げたように，育児休業期間に

おいても対話を通して自らを自己省察するとなること

が示唆された。自らの「今」を語る機会を持つことで，

あたり前の生活が価値づけ，意味づけされていくと考

えられる。 

(3)教師コミュニティとのつながり 

2 点目に挙げたように対話の必要性を考える際に重要

なのは，どのような場が適しているかということであ

る。現在，育児休業制度も充実する中で公的にも現場

復帰前の時短勤務などが設けられている。しかし，そ

れらはあくまでも現場復帰に向けたものであり，育児

休業期間における気づきを得る場とは言い難い。そう

考えると，個人的なつながりの中でのやりとりしかな

い。気づきや学びにつながる対話場面を生み出す場と

しては十分ではない。そこで，教師Cが以前の調査の

際に発言していたことが新たな示唆となる。「育休中

でも行けたら◯◯（自主研究グループ名）に行きたい。」

という声である。教師Cは以前よりノンフォーマルな

学びに参加していたこともあり，出産前にこのような

趣旨の発言を何度かしていた。今回も，「（自主研究グ

ループの）LINEでのやりとりとか刺激。」や「復帰前

には，今どんなことが学校で起こっているのか，もう

少しみんなに聞きたい。」など語っていた。今後，対話

の機会を生み出す場としてノンフォーマルな学びの場

が有効であると考える。 

５．考察 

本稿では，中堅前期の女性教師への聞き取りをもとに，

中堅教師が育児休業期間をどのように捉え，教職キャ

リアの形成に生かしていくのかを検討してきた。中堅

教師にとって育児休業を取得し，学校現場を離れるこ

とは教職キャリアの形成の視点からネガティブな要素

である。実際教師Cも以前の聞き取りの中で「学校現

場を離れることは不安。前のようにやれるのかも不安。」

と話していた。しかし，今回の調査により，「育児コミ

ュニティでの出会いによる気づき」という新たな視点

を得た。教師としての枠組みができつつある中堅前期

の教師にとって，自らの教師観を再考するきっかけと

なる。そこで生まれる気づきは今後育児休業後，学校

現場に復帰した際に，意識的，無意識的に生かされる

ものとなると考えられる。また，「気づきを生み出す対

話の必要性」という視点からは，例え学校現場を離れ

ていても，言語化することが重要であることが理解で

きる。ある一定期間，対話できる場を持ち続けるとい

う点では，「教師コミュニティとのつながり」を絶やさ

ないということが重要である。コロナ禍ということも

あり，対面での学習会は行いにくい。しかし，ノンフォ

ーマルな学びの場の利点は学び手がその場をデザイン

することである。SNSやオンラインなども取り入れる

ことで，育児休業期間でもゆるやかにつながっていく

ことができる。臨機応変さこそ，ノンフォーマルな学

びの場のメリットである。今後，さまざまな形で学び

の場を構成することで，ノンフォーマルな学びの場の

可能性が広がると考える。今回は協力者が 1 名という

こともあり，十分な検証ができたとは言い難い。今後，

育児休業中の教師を対象としたノンフォーマルな学び

の場を形成しながら研究を進めたい。 
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１．研究目的 

文部科学省（2020）によると，全国の中学校におけ

る令和元年度中の不登校生徒数は 127,922 人，全生徒

数に対する不登校生徒数の割合は 3.94％である。これ

は平成３年度以降で最も厳しい状況であり，中学校に

おける不登校生徒への支援は生徒指導上の喫緊の課題

となっている。また，学校不適応対策調査研究協力者

会議（1992）が不登校対策における「自己の存在感を

実感し精神的に安心していられる場所｣の重要性を示

して以降，学校に心の居場所としての機能が求められ

るようになると，保健室登校が注目されるようになり，

さらに児童生徒数の減少に伴って空き教室を用いる別

室登校が増加してきた（財団法人 日本学校保健会，

2008）。このような実態について，文部科学省（2010）

は，「不登校の本格化防止や再登校の準備段階として，

保健室や相談室等の別室（教室以外の居場所）を活用

するという取組も増えている」という。また，京都府教

育委員会（2011）は，京都市を除く府内のすべての小・

中学校を対象に実態調査を行い，小学校 25.8％，中学

校77.8％で別室登校が実施され，平成21年度には，小

学校111名，中学校340名の児童生徒が別室の登校し

ていたことを明らかにしている。さらに文部科学省

（2015）によると，平成26年度中に「保健室等特別の

場所に登校させて指導にあたった」ことを，不登校児

童生徒の再登校に特に効果のあった措置とした学校は，

小学校2,491校（25.0％），中学校4,606校（50.8％）

に上っている。これらのことから別室登校が広がりを

見せていることがわかる。しかし一方で，中垣ら（2013）

は，対人関係やコミュニケーションの指導，学習指導

の準備，他の教職員との連携について別室登校に関与

する担当者の負担感の増大を指摘する。 

さらに，阿部・青木（2017）は，保健室登校を含む

別室登校に関わる教職員は，小学校，中学校ともに養

護教諭の割合が最も高く，調査対象とした別室登校に

よる支援を行った中学校の 70.6％で養護教諭が関与し

ていたことを明らかにしている。これらのことから，

これまで教育相談活動が養護教諭の業務として重視さ

れてきた経過に加え，「チームとしての学校」（中央教

育審議会，2015）における専門性に基づくチーム体制

の構築に関しても養護教諭の役割がその重要性を増し

ていることから，別室登校による支援に関して養護教

諭を対象に調査・研究を行う意義は大きいと考えた。 

そこで本研究は先行研究の状況を踏まえ，別室登校

を「不登校傾向の児童が学校に登校している間，定め

られた通常の教育活動から離れて，常時もしくは特定

の時間帯に相談室や保健室などの校内の別室（や他の

場所）で，個別もしくは小集団で活動している状態」と

定義（山本ら，2012）して，中学校養護教諭が想起す

る別室登校に関するイメージからその意義と課題を抽

出し，より効果的な別室登校による支援に向けた基礎

的な知見を見出すことを目的とした。 

 

２．研究方法 

（１）調査協力者とその勤務校について 

Ａ養護教諭（主幹教諭）： 50歳台，女性，小・中・

特別支援学校での豊富な勤務経験があり，現在Ｂ県Ｃ

市立Ｄ中学校に勤務する。勤務校は，特別支援学級を

含む20学級。いわゆる空き教室を利用した別室を設置

し，別室登校をする生徒は８名である。別室担当者と

して非常勤職員が配置されているが，常勤の教職員も

シフトを組んで別室での指導にあたっている。 

 

７   中学校養護教諭からみた別室登校の意義と課題について 

－ＰＡＣ分析による質的研究－ 

 

中川靖彦   隈元みちる 
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（２）調査時期 

 2021年２月初旬（調査に要した時間：約120分） 

（３）調査方法 

① 本研究の別室登校の定義を説明した後，刺激文「中

学校の養護教諭が思う別室登校とはどのようなもの

ですか。自分のなかに浮かんだイメージや言葉を挙

げてください。」によって想起されたイメージに対

し，PAC分析（Personal Attitude Construct：個人

別態度構造）（内藤,1997）を用いて分析を行った。 

② 抽出されたクラスターについてインタビュー調査

を行うことで質的に補完した。 

③ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策と

して，  Web会議サービスZoom（Zoom Video 

Communications, Inc.）を使用し，次の手順で実施

した。 

ア 刺激文を紙面及び口頭で提示し，自由連想によ

って想起されたイメージや言葉（連想語）を順に

聞き取り，重要度順に番号を付した。 

イ 項目間の類似度距離行列作成のため，PAC分析

支援ツール（土田，2016）による類似度評定の後，

ウォード法によるクラスター分析を実施した。 

ウ 分析には解析ソフトHALBAU７（株式会社ハル

ボウ研究所）を使用した。 

エ 調査協力者と筆者が析出されたデンドログラム

を確認しながらクラスターの命名を行い，調査協

力者の解釈や新たに生じたイメージについて質問

した。 

オ まとまりをもつクラスターごとのイメージや解

釈，項目が併合された理由であると考えられるこ

とを質問した。 

カ 連想語とクラスターについて調査協力者にとっ

ての積極性（＋・±・－）を質問するとともに，ク

ラスター間の比較や筆者が解釈しにくいところも

補足的に聞き取った後，全体のイメージを聞き取

り，調査協力者のイメージを大切にした総合的解

釈を試みた。 

キ 調査において筆者が調査協力者と共に解釈を繰

り返した結果，筆者の解釈案と調査協力者の解釈

が一致した。 

 

３．研究倫理上の配慮等 

プライバシー保護や公務の評価に影響がないこと等，

研究倫理上の配慮について口頭で十分に説明し，調査

協力者の了解を得るとともに調査における心理的負担

等の軽減を図った。 

 

距離

1

2

3

4

5

成長を促す環境
（＋）

生徒の気持ちの発散
（＋）

安心できる居場所
（＋）

生徒の将来
（±）

学校の事情
（－）

9 ±

0

8 ±

195.05

7 － 161.40

（５） 忙しくなる覚悟 11 －
129.08

（９） 学習への不安

±10別室登校が妥当なのかどうか（12）

98.50

122.17

（８） 本人のペースを保てる 4 ＋ 195.05

（１） 居場所づくり 1 ＋

（６） 長期化 12 －

119.21

（７） 多くの大人の中で関われる 3 ＋ 163.20

（11） 気持ちの発散 5 ＋

本人の気持ちが大切 2 ＋ 48.65

（４） 職員間の連携が必要

図１　Ａ養護教諭のデンドログラム

CL クラスター名
想起

順 連想語（文）
重要

度

64.42

＋（２） 保護者との連携が深まる 6
35.57

（10） 長い人生の中の一部分

87.82

（３）
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４ 結果 

（１）クラスターのイメージと解釈 

Ａ養護教諭のデンドログラムは，12項目の連想語と

５つのクラスター（以下，CLと表記）によって構成さ

れた（図１）。 

CL１は，「保護者との連携が深まる（＋）」「長い

人勢の中の一部分（±）」「教職員間の連携が必要（±）」

の３項目であり，『成長を促す環境（＋）』と命名され

た。CL２は，「本人の気持ちが大切（＋）」「気持ち

の発散（＋）」「多くの大人の中で関われる（＋）」の

３項目であり，『生徒の気持ちの発散（＋）』と命名さ

れた。CL３は，「居場所づくり（＋）」「本人のペー

スを保てる（＋）」の２項目であり，『安心できる居場

所（＋）』と命名された。CL４は，「長期化（－）」

「学習への不安（－）」の２項目であり，『生徒の将来

（±）』と命名された。CL５は，「忙しくなる覚悟（－）」

「別室登校が妥当なのか（±）」の２項目であり，『学

校の事情（－）』と命名された。 

（２）クラスター間の比較と関係性 

総合的解釈にあたり，クラスター間の関係で特に重

要となるＡ養護教諭の語りは，次のとおりである。 

①CL１とCL２の関係：「成長を促す環境とは，生徒を

支える保護者や様々な職員など，たくさんの大人が関

わることをイメージしました。別室登校はその生徒に

とって長い人生の一部分ですが，そこには成長を促す

保護者や教職員が必要であり，言い換えると教職員や

保護者の支えというのは，彼らがこれから大人になっ

ていく中での成長を促す基盤になるという感じです。」

「別室に登校する生徒の成長の過程を考えた時，多様

な大人が関わる中で，自分の気持ちを他者に対して表

現できたり，大人が関わってくれること自体が刺激と

なって，気持ちの発散をする機会になったりしている

ように思います。不登校生徒への支援や別室登校での

支援では，生徒が自分の気持ちの部分に触れる機会が

あるということと，成長を促す大人の存在があるとい

うことの意義は大きいと思います。」と語った。 

②CL１とCL３の関係：「生徒自身が安心できる居場所

を確保することが成長を促す環境として必要なのだろ

うと思います。集団生活が求められる学校というもの

の中では，不登校傾向にある生徒にとって，自分のペ

ースを保って安心できる居場所があるということは大

切です。それが別室という場所なのだということです。」

「別室に生徒が登校することで，子どもを登校させる

ことばかりに固執したりしているタイプの保護者が，

少し違った視点で子どもを見られるようになったり，

子どもとの関わり方が変わったりするとか，以前は関

わることがなかった職員が関われるようになったりす

るとか，成長を促す環境としての大人が子どもの捉え

直しをすることもできるので別室の意義は大きいと感

じています。」と語った。 

③CL１とCL４の関係：「不登校が長期化すると学習へ

の不安が高まります。中１の段階であれ，もうすぐ受

験だとかいう中３の段階であれ，義務教育の出口とし

て中学校の不登校は学習への不安と直結しているので，

私も大丈夫かなという不安を抱えながら支援をしてい

ます。その中で，教職員が連携することで，支援や指導

の仕方としていろいろなアドバイスができたり，一人

では対応が難しくても，複数対応でならうまく支援し

たりすることができたということもあります。」「将来

への不安とか一見するとマイナスに見えるものも，成

長を促す環境づくりと相まって，プラスになることも

あると思います。長い視点で考えると，将来への不安

を抱える中学生の時期も，人生全体の中で考えると，

マイナスがプラスになることもあるのではないでしょ

うか。」と語った。 

④CL１とCL５の関係：「学校にはたくさんの生徒がい

るので，別室登校の生徒への個別の対応というのは大

変難しく，教職員としてはとても忙しくなるという覚

悟がいると思います。それが数人という少ない人数な

らばまだしも，最近は教室でも個別対応が必要な生徒

が増えてきていますし，養護教諭としては，別室登校

の手前の保健室登校とか，気持ちが不安定な生徒の来

室も多いので全部を抱えていこうとすると，正直手が

回りません。通常業務の指導や対応に加え，個別性の
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ある問題への対応に加えて，心理面を支える，体調面

の不調も支えるということになると確実に忙しくなる

という覚悟を持つというのは必須だと思います。」「そ

の生徒にとって別室登校で対応することが本当に妥当

なのかどうなのかという見立て直しも必要だと思いま

すし，学校の事情から考えても迷うところです。実際，

別室登校が妥当なのかと感じるケースも多々ありま

す。」「それでも別室登校での支援を行うというのであ

れば，職員間の理解と連携は不可欠になると思います。

多忙になるけれども生徒の長い人生の一部を支える意

義深い支援なのだと受け止める覚悟が持てるのであれ

ば，別室登校というのはとても大切なことだと思いま

す。」と語った。 

⑤CL２とCL３の関係：「とても関連性が深くて近いイ

メージです。別室で自分の気持ちを全部吐き出すとい

うところまではいかなくても，まずは別室が安心でき

る居場所となり，少しでも気持ちが和らぐといった心

理的な安定ができてこそ，やっと次へと進めるといっ

たケースがとても多いように感じます。心理的に安定

できる居場所づくりという段階を経て，気持ちの発散

ができるようになり，いろいろな形で動き出すという

段階を踏むのだと思います。そうなることが別室登校

の一つの目標でもあるいえます。」「本人のペースで考

えることは大切ですが，そればかりでは居場所づくり

の段階で止まってしまうケースもあるので慎重に考え

ておく必要があります。」と語った。 

⑥CL２とCL４の関係：「将来のこととは，長期化や学

習への不安などいろいろな要素を含んでいますが，ま

ずは本人がどのあたりに不安を抱えているのかとか，

長期化する中でも生徒自身が自分事として将来のこと

について何らかの形で出せて，そこで初めて動き出す

ような気がします。本人にとってピタッとくる指導は

なかなかできません。しかし，そこまでいかなくとも

まずはいろいろな大人が関わる中で気持ちが少しずつ

変化し，将来につながるということを本人が感じて初

めて動き出すのではないかと思います。生徒の気持ち

の発散と生徒の将来については，学校生活へのモチベ

ーションを上げたり，自分が主体的に動き出したりす

るという視点から考えるとつながりが強いと思いま

す。」と語った。 

⑦CL２とCL５の関係：「とても忙しくなるという覚悟

の一つに，生徒の気持ちを大切にした丁寧な対応をす

るためには，多くの教職員がそれに関わったり，多く

の時間をかけなければならなかったりします。本当に

大切なことなのだけれども，一方ではとても忙しくな

るというのは間違いない。本校でも生徒の心理的な状

態等を含めてしっかりと見立てて対応を進めようとす

るのですが，その生徒が本当に別室に登校することが

適した状況なのかどうなのかという見極めが難しく，

迷いながら進めている状況です。」と語った。 

⑧CL３とCL４の関係：「安心できる居場所としての機

能によって本人の心理的な安定やペースを保ったり，

学校内に居場所がある中だからこそ学習もやっと気持

ちが向いていったりするのだろうと思います。」「不登

校状態が長期化してずっと家庭内に引きこもるとか，

将来像が描きにくくなってしまうといった状態になる

前に，学校の中に別室という居場所があるというのは，

生徒にとって大きな支えになると思います。」と語っ

た。 

⑨CL３とCL５の関係：「居場所を学校で確保するとい

うことは，教職員がとても忙しくなるという覚悟を持

つということが必要な条件になります。本人のペース

を大切にしようとすると生徒一人一人のペースが違う

のは当然のことで，そのあたりを根気強く見立てて，

学校として支援ができる水準として，どのようなこと

ならばできるのかと方針を立てて運営することがとて

も大切になります。」「進めながらその都度，見立て直

しを繰り返し，このあたりかなということを探ってい

くしかない。学校の資源とか，生徒の状態とか変化と

かを見ながら，別室登校の指導が妥当性をもっている

のかなどと探っていくことが大切だと思います。」と

語った。 

⑩CL４とCL５の関係：「長期化する可能性があるとか，

学習への不安があるとか，生徒の将来を考えるならば
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当然このようなことをどうにかしたいと考えます。し

かし，学校の事情として確実に忙しくなるということ

がわかっているといろいろな迷いとかが出てきますし，

いろいろな意見も出てきます。校内で組織的に検討も

しますが，解決策は見当たらない。」と語った。 

⑪全体を俯瞰しての語り：「まず，自分自身が別室登校

をとおして生徒の成長を望んでいるのだと感じている

ことがよくわかりました。その一方で大変だと感じて

いるということもよくわかりました。本当に大変な指

導なのだと感じます。しかし，こうして全体を俯瞰し

てみて，大変な中でも自分たちは別室登校する生徒の

長い人生の一部分を毎日支援しているのだということ

がわかってよかったと思います。」と語った。 

 

５．総合的解釈 

Ａ養護教諭は，別室登校を成長促進的な支援の一つ

として受け止めており，生徒の心理的な安定を図るこ

とや個別のペースを大切にする対応をとおして『生徒

の気持ちの発散』を促したり，教職員らが多様に関わ

ることが可能になったりするという別室がもつ支援の

機能を十分に理解していた。そのうえで，生徒が『安心

できる居場所』としての別室が十分に機能するための

基盤として，保護者との連携を深めることや，別室登

校に関わる教職員間の連携が必要なことなど，『成長

を促す環境』整備の重要性を指摘した。 

また，Ａ養護教諭は，別室登校を生徒の長い人生の中

での一部分であると長期的な視点で受け止めながらも，

不登校状態の長期化を防いだり，学習への不安に対応

したりすることは，義務教育の出口を担う中学校とし

て『生徒の将来』を考えるならば不可避なことである

と考えていた。そのうえで，別室内での生徒の変化と

して，別室が安心できる居場所となり，心理的な安定

が促進されてこそ，ようやく次の段階へと進むことが

可能になるという変化の過程に気づいていた。 

さらに，不登校支援における別室登校の効果を認め

ながらもその一方で，通常業務に加えての別室登校対

応は，『学校の事情』として多忙化を招くという現実と，

それを理解した上で実施するという教職員の覚悟を持

つことが不可欠であり，学校組織としての方針を立て

て運営することや生徒を慎重に見立てることで別室へ

の登校の妥当性を慎重に検討することなどが重要であ

るとも指摘した。 

 

６．考察 

Ａ養護教諭に対するＰＡＣ分析及びインタビュー調

査の結果ついて，次の３点から考察する。 

（１）別室登校を支える基盤づくり 

別室登校は，特定のカリキュラムに沿って実施され

るものではない。したがって，通常の学級指導や教科

指導とは異なり，個別の生徒理解に基づいて柔軟に行

われる性質であるため，その指導の筋道が明確になり

にくく，また指導の成果もわかりにくい。その一方で

運営にあたっては多くの人的資源が必要となることか

ら，そこに関わる教職員をはじめとする別室指導を支

える人材による校内体制構築の整備は欠かせない。Ａ

養護教諭が語る「別室登校はその生徒にとって長い人

生の一部分」であるとの長期的な視点に立つことや，

外からは見えにくい生徒の心の変化を扱うものである

という共通理解を図ることに加え，別室で見取った生

徒の小さな変化について情報共有したり，定期的に生

徒の心理的な見立てを共通理解したりすることによっ

て，別室を支える安定的な基盤形成を進める必要があ

るものと考える。 

（２）別室登校における指導の順序 

京都府教育委員会（2011）は，「学習活動を別室で

の指導の基本に据えること」を教室復帰等につながっ

た中学校の別室における効果的な活動として挙げるが，

別室における学習指導等の在り方については各校とも

にその展開に苦慮していることと思われる。Ａ養護教

諭は，中学校においては不登校状態の長期化や義務教

育の出口として学習への不安があることを吐露しなが

らも，自身の豊富な指導経験の中から「別室が安心で

きる居場所となり，少しでも気持ちが和らぐといった

心理的な安定ができてこそ，やっと次へと進める」「安
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心できる居場所としての機能によって本人の心理的な

安定やペースを保ったり，学校内に居場所がある中だ

からこそ学習もやっと気持ちが向いていったりするの

だろう」という。この指摘は，別室登校における学習指

導の導入について示唆に富んでおり，個別の生徒理解

に基づいて柔軟に行われる別室の特徴から考えるなら

ば，生徒の心理的な安定に向けた教職員の寄り添いが

基盤となる支援の段階を踏んだ後に，現実的な学習や

自己の成長発達の課題に向き合うことを中心にした支

援へと移行させていくという指導が効果的であるとい

う可能性が示された。 

（３）多忙化・負担増への対応 

本調査において，Ａ養護教諭は，「覚悟」という強い

言葉を繰り返し使い別室登校の実施にあたっての学校

の多忙化を指摘した。養護教諭の職務は，児童生徒の

養護をつかさどることであり，救急処置，健康診断，疾

病予防といった保健管理，保健教育，健康相談活動，保

健室経営など多様である（保健体育審議会，1997）。

そのうえ，養護教諭は多くの学校で配置が１名である

ことから，これらの業務に加え，別室登校に関わる業

務の中心となるには，過度に負担がかかることが容易

に推察される。また，新たに新型コロナウイルス感染

症に伴う衛生管理業務も加わっていることから，「覚

悟」だけでは乗り越えることができない状況が生じて

いることも考えられる。Ｄ中学校は，非常勤の別室担

当者の配置や全教職員によるシフト制での別室運営が

されていることなどから，学校体制として一定の整備

が進んでいると思われるが，別室登校を実施するすべ

ての学校がこのような体制で別室運営ができていると

は考えにくい。2016年に成立した教育機会確保法の観

点からフリースクールなど学校以外の学びの場と連携

することや，教職員の働き方改革（中央教育審議会，

2019）との関連を踏まえ，今後の不登校生徒への支援

の在り方について一層の検討を進めるとともに，別室

登校に係る業務を含め，養護教諭をはじめ教職員への

負担軽減を図る方向での学校体制整備の一層の推進が

期待される。 
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１．研究目的 

 保育所における「特別な支援を必要とする子どもた

ち」への支援は，1974年の厚生省（当時）通達「障害

児保育の実施について（障害児保育事業実施要綱）」を

機に，加配保育士の配置等の条件整備が進み（片岡, 

2016），1996年，厚生労働省通達「障害児（者）地域

療育等支援事業の実施について」により，外部専門家

による「巡回相談」が多くの自治体で取り組まれるよ

うになった。また，2007年，特別支援教育の実施によ

り，知的に遅れのない発達障害児への関心が高まり，

巡回相談数も飛躍的に伸びた（文部科学省，2017）。 

巡回相談とは外部専門家が保育現場や教育現場に赴

き，支援が必要な子どもたちへの保育，指導に関して，

保育士や教員に対しに助言やアドバイス等を行う相談

形態である（森, 2010）。 

巡回相談は，問題への解決案や支援方法を提供し，

保育士らの不安を軽減してきた（井戸, 2008）。一方で，

外部専門家への依存性の高さ（後上，2010，鶴，2012）

等が指摘され，浜谷ら（1990）は，単発的な巡回相談

が必ずしも保育士の問題解決力向上に効果を発揮しな

いことを示した。これらの課題に対し，原（2021）は

外部専門家への依存性を低減し，保育所内部で自立的

に問題解決を進める手立てとして，保育所内部の人材

をコンサルタント（内部コンサルタント，以下「内部

Co」と示す）として育成し，担任保育士の問題解決力

を向上させる「支援会議」の実施方法を提案した。 

本研究では，原（2021）が示す「支援会議」の実施

方法をもとに，各園の施設規模や支援会議へのニーズ

（例：支援会議の実施回数，対象とするクラスや保育

士数 等）に応じた介入を実施した。 

外部専門家の介入後，いかなる要因により，特別支

援に関する「支援会議」が継続実施に至るかについて

検討することを目的とした。内部 Co への質問紙調査

結果をもとに，施設規模や支援会議の実施方法の違い

から比較分析を行った。また，各園での一連の取り組

みが園全体の特別支援に関する意識や行動に変容をも

たらすかについて，「校内の意識および行動アセスメ

ント（植木田ら，2009）」を用い分析を行った。 

本研究では，外部専門家によるコンサルテーション

と，内部人材をコンサルタントとしたコンサルテーシ

ョンを区別するため，後者を「内部コンサルテーショ

ン」と示し，コンサルテーションを進める内部人材を

「内部コンサルタント（内部Co）」とした。 

 

２．研究方法 

１)対象 （表 1参照） 

（１）対象の概要 

X県Y群 3町の保育，幼児教育を所管する行政部署

を通じ，研究協力施設を募集した。応募のあった公立

認定こども園 1 施設（A 園）、私立認定こども園 1 施

設（B 園），公立保育所 2 施設（C 園，D 園）の計 4

施設を対象とした。 

A 園，B 園は，3，4，5 歳児クラスが各 2 クラス，

未満児クラスを 4～5 クラス設ける町の中核施設であ

った。C 園，D 園は，3,4,5 歳児クラスが各 1 クラス，

未満児クラスを 1～3 つ設け，全クラス 11 人以下の，

山間部にある小規模な施設であった。 

（２）内部Co の選定概要 

内部Coは，各園より 1名選定した。選定基準は，保

育所内で，a.直接的に園児の保育に関わらず，客観的な

８     保育所における特別支援に関する「支援会議」が 

継続実施に至る要因の分析 

－支援会議へのニーズの違いからの比較検討－ 
 

原 康行    井澤信三 
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立場を担保できる者であり，b.保育内容や保育方法に

関与でき，管理的な立場にある者とした。 

（３）各園の概要 

①A園 

a. 園の概要：クラス数は 10 クラス，総園児数 147

名，特別な支援を必要とする園児 18名（内，診断のあ

る園児 4名），保育士数 23名（内，加配保育士 5名）

であった。 

b．内部 Co：園長（保育士歴 22 年，管理職歴 6 年

〈主任 4年，園長 2年〉，障害児保育経験 2 回）とし

た。以下，「内部Co-A」と記す。 

c．介入期支援会議対象クラス：3 歳児クラス（2 ク

ラス合同），5歳児歳児クラス（2クラス合同）とした。 

②B園 

a．園の概要：クラス数は 11 クラス，総園児数 257

名，特別な支援を必要とする園児 10名（内，診断のあ

る園児 10名），保育士数 38名（加配保育士という職

はなし）であった。 

b．内部Co：主任保育士（保育士歴 21年，管理職歴

10 年〈主任保育士〉，障害児保育経験 2 回）とした。

以下，「内部Co-B」と記す。 

c．介入期支援会議対象クラス：4歳児の 2つのクラ

スとした。 

③C園 

a．園の概要：クラス数は 6クラス，総園児数 34名，

特別な支援を必要とする園児 2 名（内，診断のある園

児 1名），保育士数 14名（内，加配保育士 1名）であ

った。 

b．内部Co：副所長（保育士歴 29年，管理職歴 3年

〈副所長〉，障害児保育経験10回）とした。以下，「内

部Co-C」と記す。 

c．介入期支援会議対象クラス：3，4 歳児の各 1 ク

ラスとした。 

④D園 

a．園の概要：クラス数は 4クラス，総園児数 31名，

特別な支援を必要とする園児 6 名（内，診断のある園

児なし），保育士数は 6 名（加配保育士なし）であっ

た。 

b．内部 Co：園長（保育士歴 23 年，管理職歴 9 年

〈主任 6年，園長 3年〉，障害児保育経験 4 回）とし

た。以下，「内部Co-D」と記す。 

c．支援会議対象クラス：3，4，5歳児の 3クラスを

合同で対象とした。 

２）倫理的手続き 

研究開始前に，各施設を所管する行政部署，各園の

施設長，参加保育士に，①研究目的と方法等の概要，②

ビデオ撮影による保育場面や支援会議の記録，③研究

への参加協力が本人の自由な意思に基づき行われ，途

中でも取りやめられること，その際に不利益を被らな

いことについて，書面と口頭で説明し，承諾を得た。 

表1 各園の概要 

施 設 A園 B園 C園 D園 

環 境 田園・住宅地区 田園・住宅地区 山間地区 山間地区 

クラス数 10クラス 11クラス 6クラス 4クラス 

園児数 147名 257名 34名 31名 

支援が必要な園児数 18名（内，診断あり：4名） 10 名（内，診断あり：10名） 2 名（内，診断あり：1名） 6名（診断なし） 

保育士数（加配保育士数） 23名（内，加配5名） 38名（加配職なし） 14名（内，加配1名） 6名（加配なし） 

巡回相談員受け入れ あり（不定期） あり（不定期） なし あり（不定期） 

外部機関との連携 
医療系療育関係：2ヵ所 
特別支援学校：1校 
教育委員会（相談）：1ヵ所 

特別支援学校：2校 
保健センター：1ヵ所 
教育委員会･社協：各1ヵ所 

なし 
保健センター：1ヵ所 
特別支援学校：2校 

特別支援に関する会議の設置 
設置なし 
月1回の職員会議で報告 

設置なし 
連絡会議の中で報告 

設置なし 
連絡会議の中で報告 

設置あり（月1回） 

コーディネーター数 1名（園長） 1名（主任保育士） 1名（副所長） 1名（園長） 

職員の雰囲気 良い まあ良い まあ良い 普通 

特別な支援への取り組み まあ進んでいる まあ進んでいる あまり進んでいない あまり進んでいない 

管理職の特別な支援への理解 まあ良い 普通 まあ良い 普通 

園の特徴･目標 
・園児の主体的な活動 
・保護者との共通理解 

特記事項なし 
・ﾄﾞｷｭﾒﾝﾃｰｼｮﾝを通した 
保護者との共通理解 

特記事項なし 

※数値は，研究開始時，20XX年4月現在のもの。 園児数や保育士数は増減があるため，4月以降に実施した調査における人数と不一致な部分がある。 
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３）介入方法 

（１）介入期間 

20XX 年 4 月から 12 月とした。期間を 3 期に分け，

第 1 期，第 2期を外部専門家の介入期，第 3期をプロ

ーブ期とした。 

（２）全園で共通する外部専門家の介入方法 

 ①介入第 1期：各園において，外部専門家，内部Co，

担任保育士が参加し，クラス，年齢集団別に支援会議

を 3 回（D 園のみ 2 回），実施した。支援会議の流れ

として，先ず，a.保育の様子を撮影したビデオを視聴し，

状況共有を行った後，b.問題分析，c.具体的な支援方法

について話し合いを進めた。d.話し合われた内容から，

参加者間で問題解決を進める上で有効と共通認識した

事項を「支援の視点」としてまとめた。 

外部専門家が会議進行し，内部Coに対し，問題分析

や支援案の産出方法，会議進行のモデルを提示した。

内部 Co が自らの発言を増やし，支援方法や会議進行

への理解を深めらるよう，段階的発話介入を行った。 

 ②介入第 2 期：会議参加者，対象クラスは介入第 1

期と同一とした。 

介入第 2 期での支援会議は，内部 Co が実際に支援

会議を進行する「実践トレーニング機会」とした。外部

専門家は，支援会議に同席するものの積極的な発言は

行わず，問題分析や支援案の妥当性の確認と修正，会

議進行サポートの発言のみの介入とした。 

③プローブ期：介入期に引き続き，内部Coが支援会

議を継続実施するかを確認した。外部専門家は，園へ

の訪問や会議参加は行わず，内部 Co からの問い合わ

せに対し，電話やメールでのアドバイスのみを行った。 

④支援の視点の提示 

介入第 1 期に，各園でまとめた「支援の視点」は，

概ね，次の内容となった。支援会議において，問題分析

や支援案を見出す時の手がかりとして活用した。 

a. わかる支援・視覚的な支援の活用 

b. たくさんの活動機会の設定  

c. 明確なルールの提示 

d. 保育士の「位置取り」「役割分担」の明確化 

e. 具体的な評価  

f. 保育士の役割を子どもに移行する 

g. スモールステップ・エラーレス学習 

（３）各園における外部専門家の介入方法 

 ①A 園（表 2-1 参照）： 3 歳児，5 歳児は各 2 クラ

スあり，同じ年齢集団の２クラスを合わせ，各 1 つの

支援会議を実施した。 

3歳児クラス合同，5歳児クラス合同とも，介入第 1

期，介入第 2期に各 3回の支援会議を実施した。 

 ②B園（表 2-2参照）：4歳児 2クラスに対し，各

クラスで介入第 1期，介入第 2期に各 3回の支援会議

を実施した。 

 ③C園（表 2-3参照）：3歳児，4歳児の各 1クラ

スに対し，介入第1期，介入第 2期に各 3回の支援会

議を実施した。 

 ④D園（表 2-4参照）：3歳児 1クラス，4歳児 1

クラス，5歳児 1クラスの 3つのクラスを合わせ，介

入第 1期に，2回のみの支援会議を実施した。介入第

2期の支援会議は行わなかった。 

（４）標的行動 

プローブ期において，各園の内部 Co が介入期に引

き続き，支援会議を継続実施することを標的行動とし

表2-1 A園 支援会議 実施概要 

クラス 
3歳児クラス（2クラス合同） 5歳児クラス（2クラス合同） 

① ② ① ② 

園児数 
園児 18名 
（男子8，女子10）  

園児 18名 
（男子8，女子10）  

園児 19名 
（男子11，女子8）  

園児 20名 
（男子12，女子8）  

支援が必要な園児数 1名（診断なし） 2名（診断なし） 2名（診断なし） 
5名（診断2名） 
知的障害,肢体不自由 

担任保育士 保育年数， 
支援児担当回数 

A-1  2年 0回 
A-2 15年 2回 

A-3 15年 0回 
A-4  3年 0回 

A-5 26年 6回 
A-6 14年 1回 
A-7 17年 1回 

    

支援会議回数 
第１期   3回 
第2期   3回 

第１期   3回 
第2期   3回 

支援会議参加者 
A-1，A-2，A-3，A-4 
内部Co，外部専門家  計6名 

A-5，A-6，A-7 
内部Co，外部専門家  計5名 
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た。 

４）分析方法 

（１）支援会議の継続 

 プローブ期，各園における，支援会議の実施状況を

確認した。 

（２）支援会議の継続実施についての内部Coの意識 

プローブ期終了時に内部 Co に対し，筆者が作成し

た質問紙を用い，支援会議を継続実施した要因，未実

施の要因について調査した。 

質問紙は，選択肢の中から要因と考えられるすべて

の項目を選び出し，その中で最も強く感じる要因から

3 番までを順位付けする選択肢回答設問と，実施の有

無等を問う 2択回答設問，自由記述回答設問であった。

（表 3-2，表 3-3参照） 

（３）園全体の特別支援に関する意識や行動等の変容 

植木田ら（2009）が試案として示す「校内の意識お

よび行動アセスメント」を用い，介入前後での全保育

士の特別支援に関する意識と行動，自己効力感の変化

を分析した。  

各園の全保育士に，保育所用に表現を一部修正した

「校内の意識および行動アセスメント」を配布し，1週

間の期限内に回収した。アセスメントの概要は，a.「気

付き･コンサルテーションニーズ（以下「気付き・ニー

ズ」と示す）」，b.「コミュニケーション･行動」，c.「自

己効力感」，d.「教育観･理念」の４つの指標と，独立

した形での e.「校内外の資源の実態」が調査項目であ

った（植木田ら，2009）。a.「気付き･ニーズ」，b.「コ

ミュニケーション･行動」，c.「自己効力感」の３つの

領域をグラフ化することで，組織全体のダイナミズム

が視覚的に理解しやすくなっていた（植木田ら，2009）。 

表2-4 D園 支援会議 実施概要 

クラス 3歳児 4歳児 5歳児 

園児数 園児 10名（男子4，女子6）  園児 6名（男子2，女子4）  園児 10名（男子6，女子4）  

支援が必要な園児数 2名（診断なし） 2名（診断なし） 1名（診断なし） 

担任保育士 保育年数  
支援児担当回数 

D-1 15年 1回 D-2 5年 1回 D-3 2年 1回 

    

支援会議回数 第1期のみ 3クラス合同で2回 

支援会議参加者 
D-1，D-2，D-3   
内部Co-D，外部専門家  計5名 

  

 

表2-2 B園 支援会議 実施概要 

クラス 4歳児① 4歳児② 

園児数 園児 29名（男子12，女子17）  園児 29名（男子13，女子16）  

支援が必要な園児数 5名（診断なし） 4名（内，自閉症1名） 

担任保育士 保育年数, 
支援児担当回数 

B-1 13年 7回 
B-2  5年   2回 

B-3 9年 1回  
B-4 4年 1回 

   

支援会議回数 
第１期   3回 
第2期   3回 

第１期   3回 
第2期   3回 

支援会議参加者 
B-1，B-2 
内部Co，外部専門家  計4名 

B-3，B-4 
内部Co，外部専門家  計4名 

   

 
表2-3 C園 支援会議 実施概要 

クラス 3歳児 4歳児 

園児数 園児 6名（男子2，女子4）  園児 11名（男子7，女子4）  

支援が必要な園児数 1名（診断なし） 1名（内，自閉症1名） 

担任保育士 保育年数, 
支援児担当回数 

C-1 26年 2回 C-2 11年 5回 

    

支援会議回数 
第１期 3回 
第2期 3回 

第１期 3回 
第2期 3回 

支援会議参加者 
C-1，内部Co-C， 
外部専門家  計3名 

C-2，内部Co-C， 
外部専門家  計3名 
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３．結果 

１）支援会議の継続結果，支援会議継続実施について

の内部Coの意識調査の結果 

プローブ期において，内部 Co が支援会議を継続実

施したのは，A 園，C 園の 2 園であった。B 園，D 園

の 2園は未実施であった。（表 3-1参照） 

（１）A園 

 内部Co-Aは，プローブ期において，介入期に支援会

議を実施した 3歳児（2クラス合同），5歳児（2クラ

ス合同）に加え，4歳児（2クラス合同）に対し，各 1

回の支援会議を実施した。（表 3-1参照） 

 質問紙調査の結果（表 3-2）から，内部Co-Aは，支

援会議継続での不安要因として，大規模施設のため，

問 3-⑥支援会議を行う時間的，人的余裕がないことや，

問 3-④担任保育士が（支援会議を）求めていないこと，

問 3-①自らの「支援方法」の理解が十分でないことを

示していた。しかし，問 1-⑩自身が，支援会議の有効

性を確信し，問 1-②①自らの力量や，保育士や保育所

の支援力を高めたい強い意志を持ち，問 4-⑤保育ビデ

オの活用や，問 4-⑧参加保育士が理解を深める姿, 問

4-①第１期の支援会議への参加経験を支えに支援会議

を実施したことが示された。また，問 4-⑪外部専門家

からのアドバイスや，問 4-⑨同僚の応援や協力が支え

になったことも示されていた。問 5，問 6 での回答で

は，次年度での継続実施の希望が示されていた。 

（２）B園 

 内部 Co-B が，プローブ期に支援会議を継続実施す

ることはなかった。（表 3-1参照） 

質問紙調査の結果（表3-3）から，問 1-⑦支援会議を

行う、時間的、人的余裕がないこと，問 1-⑧園全体と

して、問題意識や危機感が共有されず、支援会議の実

施に共通理解がないことをあげていた。 

また，問 2，実施に向けた支援として，「月に 1回，

一クラスずつ支援会議を実施する」などの具体的な方

法を示し，年間計画に組み込むことで，必要な取り組

みとして，職員に理解を促す方法を示していた。 

（３）C園 

 内部Co-Cは，プローブ期，3歳児クラス，5歳児ク

ラスに対し，各 3 回の支援会議を実施した。3 歳児ク

ラスは介入期と同じクラスだが，産休で担任保育士の

交代があったため，担任保育士は初めて支援会議を経

験した。（表 3-1参照） 

また，介入第 1，2期に支援会議を経験した 4歳児ク

ラス担任が支援会議に加わった。 

 質問紙調査の結果（表 3-2）から，内部Co-Cは，不

安要因として，問 3-③外部専門家のサポートがなくな

ること，問 3-①②自らの「支援方法」「会議進行」の

理解の不十分さをあげ，実際に，問 4-⑥⑦支援会議前

後に外部専門家からのアドバイス，コメントを求める

様子があった。内部 Co-C は，問 1-①②保育士や保育

所の支援力，自らの力量を高めたいという思いや，問

1-⑨同僚・管理職の応援、支え、協力により，支援会議

を継続し，専門性を担保する問 4-③「支援の視点」の

活用も進めていた。問 5，問6での回答では，次年度で

の継続実施の希望が示されていた。 

（４）D 園 

内部 Co-D が，支援会議を継続実施することはなか

った。（表 3-1参照） 

介入第1期に2回の支援会議を実施したのみであり，

内部 Co-D は，口頭で外部専門家に，単独での実施が

難しいことを伝えていた。 

質問紙調査の結果（表 3-3）からも，問 1-⑤自分（一

人）では実施が難しいこと，問 1-⑨同僚の応援、支え、

協力がないことが示された。問 2，実施に向けた支援と

して，介入第 1 期で実施した，外部専門家による支援

会議の継続を示していた。 

表3-1 各園 プローブ期における支援会議継続実施の結果 

施 設 A園 B園 C園 D園 

プローブに実施した支援会議 
3歳児（２クラス合同）1回 
5歳児（２クラス合同）1回 
4歳児（２クラス合同）1回 

未実施 
3歳児クラス 3回 
5歳児クラス 3回 

未実施 

園における 
支援会議経験者割合 

43.5％ （23名中10名） 13.2％ （38名中5名） 35.7％ （14名中5名） 66.7％ （6名中4名） 

 

 



兵庫教育大学 学校教育コミュニティ 第 11 号 2021 年 9 月 

49 

 

 

表3-2 プローブ期 支援会議継続実施への内部Coの意識（実施） 

質 問 項 目  内部Co-A 内部Co-C    
1．支援会議を継続実施する上での促進要因 
①保育士や保育所の支援力を高めたいと思ったから 
②自らの力量（支援方法の理解、会議進行）を高めたいと思ったから 
③外部専門家に促されたから   
④担任保育士に求められたから  
⑤自分でもできると思ったから  
⑥支援会議をするのが楽しくなってきたから 
⑦支援会議を行う、時間的、人的余裕があったから 
⑧園全体として、問題意識や危機感が共有され、支援会議の実施に共通理解があったから 
⑨同僚・管理職の応援、支え、協力があったから  
⑩自身が、支援会議の有効性を確信できたから 
⑪その他（ Co-A記述：保育士も有効性を感じ実践してくれたから ） 

 
（使命感・責任感） 
（向上心・役職責任感） 
（外的要因・外部） 
（外的要因・内部） 
（内発的動機付け・自信） 
（内発的動機付け・有能感） 
（促進要因・物理的） 
（促進要因・園全体） 
（促進要因・サポート体制）  
（内発的動機付け・理解） 
（自由記述） 

 
③ 
② 
○ 
 

○ 
 
 

○ 
○ 
① 
○ 

 
① 
③ 
○ 
 
 
 
 

○ 
② 
○ 
 

2．支援会議を継続実施する上での不安  あった あった 

3．支援会議を継続実施する上での不安要因･阻害要因 
①自らの「支援方法」の理解が十分でないこと（適切な問題分析、支援方法に気付けるか） 
②自らの「会議進行」の理解が十分でないこと(担任の意見を引き出し問題解決に導けるか) 
③外部専門家のサポートがなくなること 
④担任保育士が求めていない、前向きでないこと 
⑤支援会議が楽しくないこと 
⑥支援会議を行う、時間的、人的余裕がないこと（その他、休憩時間等が確保できない） 
⑦園全体として、問題意識や危機感が共有されず、支援会議の実施に共通理解がないこと 
⑧同僚・管理職の応援、支え、協力がないこと 
⑨自分が、支援会議の有効性を確信できていないこと 
⑩その他（ Co-A記述：保育に対する職員の温度差 ） 

  
③ 
○ 
○ 
② 
 

① 
○ 
 
 

○ 

 
② 
③ 
① 
 
 
 
 
 
 
 

4．支援会議を進行する際の支え 
①第１回～第３回までの支援会議への参加経験 
②第４回～第６回の 外部専門家がいる中での支援会議進行経験 
③「支援の視点」の活用（迷った時に支援の視点に立ちかえれる） 
④これまでの支援会議での記録、まとめ配布資料 
⑤保育ビデオの活用（問題点などの事実を明らかにしてくれる） 
⑥支援会議 実施前の外部専門家からのアドバイス 
⑦支援会議 実施後の外部専門家からのコメント 
⑧参加保育士が理解を深められた姿や発言 
⑨同僚・管理職の応援、支え、協力 
⑩適切な問題分析や支援方法を提示できた自己の達成感 
⑪その他（ Co-A記述：外部専門家からのアドバイス ） 

  
③ 
○ 
○ 
○ 
① 
○ 
○ 
② 
○ 
 
○ 

 
○ 
○ 
③ 
○ 
○ 
② 
① 
 
 
 

5．今後（来年度）、園内で支援会議を継続して実施する/したいか  実施したい 実施したい 

6．支援会議を実施する/したい理由 
①保育士や保育所の支援力を高められるから       
②自分の力量（支援方法の理解、会議進行）を高められるから 
③外部専門家に促されたから 
④担任保育士に求められたから 
⑤自分でもできると思ったから 
⑥支援会議をするのが楽しくなってきたから 
⑦支援会議を行う、時間的、人的に余裕があるから 
⑧園全体として、問題意識や危機感が共有され、支援会議の実施に共通理解があるから 
⑨同僚・管理職の応援、支え、協力があるから 
⑩自身が、支援会議の有効性を確信しているから 
⑪その他（ Co-A記述：今年度，参加していない職員に実施し，園全体の意識を向上したい ） 

 
③ 
○ 
 
 

○ 
 
 

○ 
○ 
① 
② 

 
② 
③ 
 
 
 
 
 

○ 
 

① 
 

 内部Co-A 内部Co-C 

7．どのくらいの頻度で実施する/したいか 必要なクラスに年各2回 3，4，5歳児クラス年各3回 

8．支援会議の運営面で、気を付けること 
「支援の視点」を意識し 
実践しているかの確認 

「支援の視点」の活用 
「保育ビデオ」に映る 

事実の共有 

9．今後（次年度）の支援会議の運営で、外部専門家に求めること 支援案の妥当性の確認 
支援案，会議進行への 

アドバイス 

 

表3-3 プローブ期 支援会議継実施への内部Coの意識（未実施） 

質 問 項 目  内部Co-B 内部Co-D    
1．支援会議を実施しなかった，できなかった要因（不安要因，阻害要因） 
①現時点では、保育士や保育所の支援力は十分で、支援会議を実施する必要性を感じないから 
②自分の力量（支援方法の理解、会議進行）は、支援会議を実施しても高まらないと思うから 
③外部支援者から、支援会議の実施をうながされていないから 
④担任保育士が求めていないから 
⑤自分（一人）では実施が難しいと思うから 
⑥支援会議をするのがしんどい、面倒だと思うから 
⑦支援会議を行う、時間的、人的余裕がないから 
⑧園全体として、問題意識や危機感が共有されず、支援会議の実施に共通理解がないから 
⑨同僚・管理職の応援、支え、協力がないと思うから 
⑩自身が、支援会議の有効性を確信できていないから 
⑪その他（自由記述） 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

① 
② 

 
 
 
 
 

① 
 
 
 

② 
 
 

 内部Co-B 内部Co-D 

2．支援会議が有効と考える場合，どのような支援があれば実施できるか 
月に1回，一クラスずつ，支援会議
を実施するなどの方法を示し，年間
計画に組み込む。 

保育ビデオを撮影し，外部専門家
に，支援方法を伝えてもらう。 

3．支援会議が有効と考える場合，どのくらいの頻度で行いたいか 対象クラスに年に2～3回 必要に応じて，年間3回程度 
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２）園全体の特別支援に関する意識や行動等の変容の

結果（「校内の意識および行動アセスメント」より） 

（１）A園（表 4-1，図 1，図 2参照） 

①全体の動向：全保育士 23 名中 10 名，43.5％の保

育士が支援会議を経験した。（表 3-1参照） 

a.「気付き･ニーズ（最高40）」中央値は，介入前32.0，

介入後 33.0，b.「コミュニケーション･行動（最高 40）」

中央値は，介入前 29.0，介入後 30.0，c.「自己効力感

（最高 25）」平均値は，事前 16.5，事後 17.7 であっ

た。介入後は 1ポイント程度，高い値であった。 

 ②介入第 1，2期支援会議参加者の結果：a.「気付き･

ニーズ」は全員が 30ポイント以上であった。ｂ.「コミ

ュニケーション･行動」では，事前に 30 ポイント以上

の担任保育士が，事後に数値を上昇させた。5～8ポイ

ント上昇する者もいた。事前で，20ポイント台の担任

保育士は数値を下げた。自己効力感は全員が数値を上

げた。 

③プローブ期支援会議参加担任保育士の結果：a.「気

付き･ニーズ」では，4 名中 2 人が 3～5 ポイント上昇

し，2名が 2ポイント下げた。b.「コミュニケーション･

行動」では，4名中 3名が数値を下げ，c.「自己効力感」

は 4 人中 3 人が数値を下げるものの，1 ポイントの下

げ幅で，変化は小さかった。 

④支援会議に参加していない保育士の結果：実施さ

れた支援会議の内容は，内部 Co-A から職員会議の場

で報告をされ，外部専門家からの資料も回覧されてい

た。 

b.「コミュニケーション･行動」では 6名中 5名，１

～6ポイント上昇した。c.「自己効力感」で数値を上げ

る者が 6名中 4名見られたが，1～2ポイントと変化は

小さかった。 

⑤「コミュニケーション･行動と気付き･コンサルニ

ーズの傾向」グラフの結果：グラフ上のプロットでは，

介入後，第 1象限の右上に集まる「自己効力感 高」と

左下に集まる「自己効力感 低」の 2グループが見られ

た。 

（２）B園（表 4-2，図 3，図 4参照） 

 ①全体の動向：全保育士 38名中 5名，13.2％の保育

士が支援会議を経験した。（表 3-1参照） 

a.「気付き･ニーズ（最高40）」中央値は，介入前32.0，

介入後 32.0，b.「コミュニケーション･行動（最高 40）」

中央値は，介入前 25.0，介入後 28.0，c.「自己効力感

（最高 25）」平均値は，事前 16.3，事後 18.0 であっ

た。介入後は，b.「コミュニケーション･行動」が 3ポ

イント，c.「自己効力感」は 1.7ポイント，高い値であ

った。 

 ②介入第 1，2期支援会議参加者の結果：a.「気付き･

ニーズ」は変化が様々で， b.「コミュニケーション･行

動」では，数値を下げる者が3名中 2人いた。自己 

効力感は 3名が 1～4ポイント上げた。 

③支援会議に参加していない保育士の結果：実施さ

れた支援会議の内容は，内部 Co-B から連絡会議の場

で報告され，外部専門家からの資料は印刷し配布され

ていた。変化は様々で，特徴的な傾向は見出せなかっ

た。 

④「コミュニケーション･行動と気付き･コンサルニ

ーズの傾向」グラフの結果：グラフのプロット動向で

は，事後に第 1 象限に多く集まる様子が見られるが，

事後はプロット数が 8 個増え，プロットの形からは大

きな変化はうかがえなかった。 

（３）C園（表 4-3，図 5，図 6参照） 

①全体の動向：全保育士 14名中 5名，35.7％の保育

士が支援会議を経験した。（表 3-1参照） 

a.「気付き･ニーズ（最高40）」中央値は，介入前30.5，

介入後 30.5，b.「コミュニケーション･行動（最高 40）」

中央値は，介入前 26.0，介入後 27.5，c.「自己効力感

（最高 25）」平均値は，事前 17.1，事後 17.3 であっ

た。介入後は，b.「コミュニケーション･行動」中央値

が，1.5ポイント，高い値であった。 

 ②介入第 1，2期支援会議参加者の結果：a.「気付き･

ニーズ」では，担任保育士は数値を下げ，内部Coが数

値を上げた。b.「コミュニケーション･行動」では 1ポ

イント上昇が 2名，8ポイント上昇が 1名いた。c.「自

己効力感」は，1 名が 3 ポイント上昇した。他 2 名は
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1ポイント下げるものの，変化は小さかった。 

③プローブ期支援会議参加担任保育士の結果：1 名

が，a.「気付き･ニーズ」で，7ポイント下げ，b.「コミ

ュニケーション･行動」では，別の 1名が 2ポイント上

昇した。その他は大きな変化はなかった。 

④支援会議に参加していない保育士の結果：実施さ

れた支援会議の内容は，内部 Co-C 自らがまとめた資

料を用い連絡会議の場で報告され，外部専門家からの

資料は回覧されていた。 

N 園長が，a.「気付き･ニーズ」で 4ポイント数値を

上げた。その他の参加者では，a.「気付き･ニーズ」，

c.「自己効力感」では前後のポイント差は小さく，b.「コ

ミュニケーション･行動」では，事前，事後で変化が大

きかった。 

⑤「コミュニケーション･行動と気付き･コンサルニ

ーズの傾向」グラフの結果 

グラフのプロット動向では，事後に，「チームで解決

型」を示す第 1 象限の中央に集まる様子と，「ひとり

で解決型」第 4象限の上部に集まる様子が見られた。 

（４）D 園（表4-4，図 7，図 8参照） 

 ①全体の動向：全保育士 6 名中 4 名，66.7％の保育

士が支援会議を経験した。（表 3-1参照） 

a.「気付き･ニーズ（最高40）」中央値は，介入前32.5，

介入後 32.0，b.「コミュニケーション･行動（最高 40）」

中央値は，介入前 29.0，介入後 29.5，c.「自己効力感

（最高 25）」平均値は，事前 16.3，事後 15.8 であっ

た。各領域において大きな変化はなく，c.「自己効力感」

数値が 20ポイントを超える者がいなかった。 

②介入第 1期支援会議参加者の結果：内部Co-D（園

長）は，a.「気付き･ニーズ」を 2ポイント上昇させた。

担任保育士は， b.「コミュニケーション･行動」で 1～

6ポイント数値を上げた。c.「自己効力感」では，ポイ

ントを上げる者，下げる者，各 2名であった。 

③支援会議に参加していない保育士の結果：実施さ

れた支援会議の内容は，内部 Co-D から連絡会議の場

で報告され，外部専門家からの資料が印刷され配布さ

れていた。変化は様々で，特徴的な傾向は見出せなか

った。 

④「コミュニケーション･行動と気付き･コンサルニ

ーズの傾向」グラフの結果 

グラフのプロット動向では，事後に，第 1 象限中央

に集まる様子が見られた。
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表4-1 A園 保育士変化 

 
気付き･ｺﾝｻﾙﾆｰｽﾞ

（最高40） 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・行動

（最高40） 
肯定感（最高25） 

  事前 事後  事前 事後  事前 事後 ﾏｰｸ 

 中央値・平均値 
（中央値） 

 
（中央値） 

 
（平均値） 

 
32.0 33.0 29.0 30.0 16.5 17.7 

第
１
期

･

第
２
期

 

支
援
会
議

 

参
加
者

 

R 内部 Co-A 38 36  33 33  20 22 △ △ 

P 担任 37 37  31 39  18 23 △ △ 

T 担任 38 37  33 38  20 22 △ △ 

M 担任 33 34  26 25  16 21 ◇ △ 

L 担任 36 36  34 35  16 17 ◇ ◇ 

A 担任 30 30  24 22  7 11 □ □ 

            

プ
ロ
ー
ブ期
の
み 

支
援
会
議 

 
 

参
加
者 

S 担任 27 32  29 33  21 20 △ △ 

N 担任 36 39  38 35  21 23 △ △ 

B 担任 31 29  31 30  16 15 ◇ □ 

G 担任 32 30  30 24  16 14 ◇ □ 

            

支
援
会
議
経
験

な
し 

 H 37 36  27 30  19 20 △ △ 

 U 34 34  25 24  19 16 △ □ 

 E 32 32  22 24  12 13 □ □ 

 I 31 32  30 32  15 17 □ ◇ 

 J 30 30  25 26  15 16 □ □ 

 K 32 33  21 27  15 15 □ □ 

  ※ 数字（四角囲み）は，上昇したポイント，数字（網掛け･下線）は，下降したポイントを表す。 

※ 事前，事後調査で，両方が有効回答であった者，16名のみを記載。 

※ 内部Co-Aは，プローブ期の支援会議にも参加している。 
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表4-2 B園 保育士変化 

 
気付き･ｺﾝｻﾙﾆｰｽﾞ

（最高40） 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・行動 

（最高40） 
肯定感（最高25） 

  事前 事後  事前 事後  事前 事後 ﾏｰｸ 

 中央値・平均値 
（中央値） 

 
（中央値） 

 
（平均値） 

 
32.0 32.0 25.0 28.0 16.3 18.0 

第
１
期

･

第
２
期

 

支
援
会
議

 

参
加
者

 

C 担任 37 30  36 30  17 18 ◇ ◇ 

D 担任 35 36  32 30  13 17 □ □ 

K 担任 34 34  28 28  21 24 △ △ 

           

AB 担任 － 36  － 35  － 18 － ◇ 

AJ 内部Co-B － 31  － 28  － 20 － △ 

            

支
援
会
議
経
験

な
し 

A  30 30  23 24  11 16 □ □ 

B 31 29  21 26  18 21 △ △ 

E 30 27  19 17  13 11 □ □ 

F 34 37  34 29  21 19 △ ◇ 

G 32 29  25 25  18 19 △ ◇ 

H 30 29  14 14  11 13 □ □ 

I 32 34  20 30  13 15 □ □ 

J 30 35  23 23  20 18 △ ◇ 

L 31 33  19 31  16 19 ◇ ◇ 

M 34 31  33 34  20 22 △ △ 

N 39 39  35 35  22 23 △ △ 

O 31 31  26 30  17 16 ◇ □ 

P 32 32  24 31  17 17 ◇ □ 

Q 26 29  25 25  19 19 △ ◇ 

R 33 33  26 26  19 17 △ □ 

※ 数字（四角囲み）は，上昇したポイント，数字（網掛け･下線）は，下降したポイントを表す。 

※ 介入第1，2期支援会議参加者全員と，事前，事後調査で，両方が有効回答であった者，あわせて20名のみを記載。 
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表4-3 C園 保育士変化 

 
気付き･ｺﾝｻﾙﾆｰｽﾞ 

（最高40） 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・行動 

（最高40） 
肯定感（最高25） 

  事前 事後  事前 事後  事前 事後 ﾏｰｸ 

 

   
中央値・平均値 

（中央値） 
 

（中央値） 
 

（平均値） 
 

30.5 30.5 26.0 27.5 17.1 17.3 

第
１
期

･

第
２

期 

支
援
会
議

 
 

 

参
加
者

 

M 内部Co-C 33 36  29 30  19 18 △ ◇ 

L 担任 35 32  26 27  17 16 ◇ □ 

D 担任 35 32  23 31  18 21 ◇ △ 

            

プ
ロ
ー
ブ期
の
み 

支
援
会
議 

 

参
加
者 

J 担任 32 33  26 28  19 18 △ ◇ 

K 担任 36 29  30 29  20 18 △ ◇ 

            

支
援
会
議
経
験

が
な
い

者 

N 園長 29 33  33 33  19 18 △ ◇ 

 A 27 27  21 22  15 15 □ □ 

 B 30 28  24 23  10 12 □ □ 

 C 24 29  28 20  16 16 □ □ 

 E 33 31  24 33  18 21 ◇ △ 

 F 30 30  26 24  18 18 ◇ ◇ 

G 30 31  26 30  18 19 ◇ △ 

 H 29 30  27 23  16 15 □ □ 

 I 31 30  26 27  16 17 □ ◇ 

※ 数字（四角囲み）は，上昇したポイント，数字（網掛け･下線）は，下降したポイントを表す。  ※全保育士14名を記載。 

※ 内部Co-C，L 担任は，プローブ期の支援会議にも参加している。 
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表4-4 D園 保育士変化 

 
気付き･ｺﾝｻﾙﾆｰｽﾞ 

（最高40） 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ･行動 

（最高40） 
肯定感（最高25） 

  事前 事後  事前 事後  事前 事後 ﾏｰｸ 

 

中央値・平均値 
（中央値） 

 
（中央値） 

 
（平均値） 

  
32.5 32.0 29.0 29.5 16.3 15.8 

第
１
期

 

支
援
会
議

 
 

 
 

 

参
加
者

 

F 内部Co-D   30 32  30 27  16 14 ◇ □ 

A 担任  32 30  26 29  19 17 △ △ 

C 担任     35 35  30 31  15 16 □ ◇ 

D 担任   33 33  24 30  13 18 □ △ 

            

支
援
会
議

 

経
験

な
し 

B                 28 32  32 34  16 16 ◇ ◇ 

E                35 31  28 28  19 14 △ □ 

※ 数字（四角囲み）は，上昇したポイント，数字（網掛け･下線）は，下降したポイントを表す。 ※全保育士6名を記載。 
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４．考察 

１）支援会議の継続実施について 

（１）園全体での問題意識の共有の重要性 

全園において，内部Coが「支援会議」の有効性を示

す中，支援会議を継続できた園，未実施の園があった。 

大規模施設（A 園，B 園）では，支援会議を継続実

施する上での不安・阻害要因として，「時間的，人的余

裕のなさ」が示された。職員の勤務体制が様々な上に，

園児や職員数が多いため，当日の急な事態への対応も

あり，人員配置や時間調整が難しいことが理解できた。 

支援会議を継続実施した A 園，C 園では，内部 Co

が，園全体の支援力や，自身の力量向上への強い意識

を持っていたことに加え，十分ではないものの，園全

体として問題意識の共有、支援会議の実施に共通理解

があった。そのことが，同僚・管理職の応援や支え，協

力につながり，継続実施を支えたと推察された。未実

施のB園では，問題意識が共有されず，支援会議の実

施について共通理解ができていないこと，D 園では，

同僚・管理職の応援、支え、協力がないことが示されて

いた。 

支援会議の実施には，人員配置，時間調整等への理

解や協力が必要であるが，園全体として問題意識を共

有し，支援会議の必要性を共通認識することで，同僚・

管理職の協力が得られ，実施につながりやすいことが

示された。また，継続実施したA園，C園では，問題

意識の共有，支援会議への共通認識が，次年度の支援

会議開催の促進要因となっている結果も示された。  

園全体での問題共有，共通認識を高めるために，一

つの方法として，本研究で用いた「校内の意識および

行動アセスメント（植木田ら，2009）」が活用できる

と考える。「コミュニケーション･行動と気付き･コン

サルニーズの傾向」グラフでは，園の「特別支援に関す

る意識と行動」のダイナミズムを視覚的に表示できる

（植木田ら，2009）。これらを職員に提示し，園とし

ての強み，改善すべき点を伝え，支援力向上に向けた

目標や，支援会議を活用した具体的な取り組みを示す

ことで，問題共有や共通認識を高められると考える。 

また，そのような共通理解の上で，内部Co-Bが質問

紙調査（表 3-3）問 2で記すように，支援会議の実施を

年間計画に組み込むなどの方法が，より有効に働くの

ではないかと推測する。 

（２）外部専門家の専門性の担保 

質問紙調査の結果から，内部Co は，介入第 1，2期

の支援会議のみでは，「支援方法」「会議進行」に関す

る理解が十分でないと感じていることがわかった。継

続実施に至った内部 Co は，介入第 1 期に各園でまと

めた「支援の視点」や，客観的な視点を補完する「保育

ビデオ」が，支援会議の進行を支えたことを示した。  

介入期に，外部専門家とともに「支援の視点」をまと

め，活用方法まで理解を進めておくことや，「保育ビデ

オ」を活用し，推測や解釈ではなく，客観的な事実をも

とに，問題分析，支援案の検討を進める方法を身につ

けることが，外部専門家の専門性を担保する有効な方

法であると考える。 

 また，C園では，介入第 1，2期に支援会議を経験し

た担任保育士を，プローブ期の支援会議に参加させた。

内部 Co 一人に頼るのではなく，理解を深めた担任保

育士と共に複数で，専門性を担保する方法も有効性と

考えられた。  

（３）支援会議（介入）回数の重要性 

 D 園では，支援会議の回数が介入第 1期の 2 回のみ

であった。これらの介入回数では，内部 Co 自身が，

「支援方法」「会議進行」への理解を深めることは難し

く，支援会議が実施に至らないことが示され，先行研

究の浜谷ら（1990）の内容を支持する結果となった。 

 

２）園全体の特別支援に関する意識や行動の変容 

（１）支援会議への参加と自己効力感 

介入第１，２期の計 6 回の支援会議に参加した保育

士のほとんど（C 園 2 名は大きな変化なし）が「自己

効力感」を高めた。反面，プローブ期，内部Coが司会

進行した 3 回の支援会議に参加した保育士において，

「自己効力感」を高めた者は 1 名（A 園）であった。

要因として，実施回数が少ないことや，外部専門家が
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参加していないことが考えられる。今後，先ず継続的

に 6 回の支援会議を実施し検証を進めることが求めら

れる。本研究の結果として，介入第 1，2期の方法によ

り，参加保育士の「自己効力感」を高められることが明

らかにできた。 

（２）支援会議参加保育士の割合とグラフプロットの

状況 

支援会議に参加した保育士の割合は，A 園 43.5％，

B 園 13.2％，C園 35.7％，D 園 66.7％であった。 

介入期に計 6 回の支援会議を実施し，支援会議参加

者率が 35％以上の A 園，C 園のグラフプロットでは，

第 1象限の右上に集まる，比較的「自己効力感 高」の

グループと，第 1 象限の左下に集まる，比較的「自己

効力感 低」の 2 つのグループが観察できた。園内で，

保育士の「特別支援に関する意識と行動」の差が大き

くなっていることを示しているとも考えられた。支援

会議に参加しなかった保育士には，全ての園で，職員

会議等で内容の報告や，資料の回覧などを実施してい

たが，支援会議に参加していない保育士に，大きな変

容をもたらす結果には至らないと推察できた。内部Co-

A が質問紙調査（表 3-2）問 6-⑪で示すように，数年を

かけ，支援会議に参加する保育士を増やすことにより，

園全体の特別支援に関する意識や行動等の変容を促す

ことができ，グラフプロットにも変化が現れることが

予測される。今後の継続的な取り組みでの検証が求め

られると考える。 
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１．研究目的 

 令和２年度より，小学校では新学習指導要領の全面

実施となり，外国語の５，６年生では今までの「話す」

「聞く」の学習に加えて「読む」「書く」の学習も始ま

った。今まであまり指導されてこなかった「読む」「書

く」は，あせって指導を急ぐと英語嫌いを生む可能性

もあり，慎重に進める必要があるが，具体的な指導法

が確立されてもおらず，これから実践の蓄積が必要な

分野である。 

 そこで，この研究では児童が英語の学習過程の中

で，音を認識してから単語を認識するまでにどのよ

うなプロセスを経ており，その過程にどのような指

導が効果的かを検証することである。 

 文字指導の一つの手法として，フォニックスの指

導が多く行われているが，一文字ずつの音を発音で

きるまでになっても，その結果すぐ単語を読めるわ

けではないことが分かっている。(木澤, 2018） 

 今回この研究では，一文字ずつの音を習得した上で，

単語を読んだり書いたりするためにはどのような指

導が効果的かに焦点を置いて検証する。 

２．研究方法 

（１）調査対象者 

 東京都日野市立潤徳小学校５年生と６年生合計２０

３人（指導開始時点では４年生と５年生）両学年共に，

指導開始以前にジョリーフォニックスの学習経験はな

い。 

（２）調査時期 ２０１９年５月から２０２１年３月

まで 

５年生・・２０１９年５月から２０２０年７月までジ

ョリーフォニックス４２音の指導，その後，一回目の

テストを行なった。 

６年生・・２０１９年５月から２０２０年１２月まで

ジョリーフォニックス４２音の指導，その後，一回目

のテストを行なった。 

（３）実践の内容 

①ジョリーフォニックス 

フォニックス指導には，様々な指導法があるが，今回

は他感覚を活用しながら指導し，decodingに重点を置い

ているジョリーフォニックスで指導を行う。本実践は，

『はじめてのジョリーフォニックス』(ジョリーラーニ

ング社, 2017)とその訳者の山下桂世子先生が講師を勤

める講座にて学んだことをもとに，児童の実態や，時

間に応じて一部内容を変更している。４５分の授業の

うち，最初の１５分を文字指導にあてた。指導手順は

以下の通りである。 

１， ストーリー 

ジョリーフォニックスでは，４２音のそれぞれに絵，

ストーリー，ジェスチャーや歌を付けて，指導する。児

童は，多感覚を活用しながら一音一音と出会うことに

なるのである。例えば最初に出会う「ｓ」はまず，上記

の絵を見せ，「太郎君が棒を投げて遊んでいたよ。棒が

当たったヘビが怒って近づいてきたよ。S〜S〜（ヘビ

が近づく音を出しながら，ｓを指で大きく描くジェス

９  小学校5年生から6年生におけるジョリーフォニックスの実践  

－音から単語への認識に焦点を当てて－ 

 

八木澤由美   吉田達弘 
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チャーをつける）」というように，ストーリーの中に音

とジェスチャーを入れながら話をしていく。 

２， 空書き 

 指を使って空中に文字を空書きし，文字の形を認識

する。 

３， 文字を書く 

 上記のワークシートの４線の上に見本を見ながら文

字を書く。（指導者による自作） 

４， 音を聞いて選び，書く活動（２択） 

 指導者が一音ずつ発音したり，その一音ずつをくっ

つけたりして発音した単語を，２つの選択肢の中から

選び，４線の上に書き写す。 

５， 音ボタンを押して読む活動（decoding） 

 今まで習った文字で構成されている単語を黒板に大

きく提示し，一音ずつジェスチャーを付けて発音し，

児童と一緒にその音をくっつけて，単語の発音にして

いく。 

 なお，本で紹介されている歌に関しては，時間の都

合上実施していない。 

 以上のようにただ文字一音だけを指導するのではな

く，多感覚を用いて音を導入し，単語の中に入ってい

るその音を聞いたり，音同士をくっつけてみたり，わ

けてみたりを体験しながら学習していくことが，ジョ

リーフォニックスの特徴である。 

②どんどん読めるぜシート（指導者による自作，巻末

資料にあり） 

 ４２音の学習を終えた後，次のステップとして，単

語を読む経験を増やす活動をおこなった。５つずつの

単語を一音ずつスクリーン上に出し（例えば，一回目

であれば，pat,ant,ten,hat,netの５つの単語，４２音を学

習したときに出てきた単語から選択した。），一斉に読

んだ後，ペアでそれぞれ読む練習を行う。その後，挙手

をした５人の児童に一人で読んでもらう。 

③文字の入れ替えゲーム 

 ３文字の単語を，文字を入れ替えて，様々な単語を

自分で作ったり読んだりする活動を行った。日めくり

カレンダーのようになったアルファベットカードが三

つ横につながっており，カードをめくると，単語をつ

くることができる教材を購入して使用した。ペアでお

互いにカードをめくってクイズを出した後，指導者が

単語クイズを出し，聞いた単語を作って見せる。その

後ジェスチャーと音を一音ずつ確認しながら黒板に書

いて答え合わせをした。 

④ブロックで単語作り（指導者による自作） 

 一文字一音の音に慣れてきたところで，二文字一音

（ダイグラフ）を登場させる活動を行った。発泡スチ

ロールでできたサイコロ状ブロックの四面にアルファ

ベット書いてあり，それをつなげたり，回したりして

動かして「pool」「oil」「arm」など，指導者が発音し

た音を聞いて作った。その後③と同じように答え合わ

せをした。 

（４）測定の内容 

①聞き取りテスト（指導者による自作，巻末資料にあ

り） 

 多感覚を用いて学習を進めてきた児童が，実際には

何を頼りにして文字と音を結びつけているのかを知る

ため，聞き取りテストでは，一問につき三種類の方法

で出題をする。結果は一問一点として採点し，集計し

た。出題した単語は，ジョリーフォニックスで学習す

る順番で，最初の３問が一音一文字の母音を含む単語，

後半の５問が二文字一音のダイグラフを含む単語を出

題した。 

 一回目は，単語をそのまま指導者が発音し，聞こえ

た音を「単語」の欄に記入する。例えば「cat」という

発音を聞いて，児童は，「cat」と書いたり，「ca」と書

いたり，自分が聞こえた音を書くようにする。 
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 二回目は，単語を分解して一文字ずつ指導者が発音

し，聞こえた音を「分解」の欄に記入する。音は指導者

が指を使いながら一音ずつ発音して聞かせるようにす

る。 

 三回目は，指導者が，音を分解してさらに，ジェスチ

ャーをしながら発音する。児童は「ジェスチャー」の欄

に聞こえた音を書く。児童には聞こえた時点でそれぞ

れの欄に書くように伝えている。このようにすること

で，児童がどのように単語やその音を認識しているか

わかるようにしている。なお，出題した単語はすべて

既習語である。 

②アンケート 

 児童には，上記の聞き取りテストと合わせて，文字

と音の学習に対してどのように感じているのか，音を

聞いたときに思い浮かぶものは何かなどについてアン

ケートを実施した。 

 今回の研究では，２年間かけて学習を進めているが，

学習開始時点での４年生と５年生は週の時数が違うた

め，学習進度が大きく異なっている。そのため，６年生

のテスト回数は３回，５年生のテスト回数は２回にな

っている。６年生は，４２音の指導の後に１回（２０１

９年１２月），読めるぜシートの後に１回（２０２０年

１０月），ブロックで単語作りの後に１回である。（２

０２１年３月）５年生は４２音の指導の後に１回（２

０２０年７月），読めるぜシートの指導は行わず，ブロ

ックで単語作りの後に１回（２０２１年３月）テスト

を行っている。 

３ 結果と考察 

 まず，テストでの児童の得点（単語，分解，ジェスチ

ャーそれぞれ）を，テスト回数ごとに比較し，その同質

性を確認した。 

  すると，５年生，６年生共にテスト回数とテスト項

目の間に交互作用があった。（５年生，６年生共にｐ＜

0.00）しかし，多重比較は，エクセルを使用したため，

算出できなかった。 

 

 

 また，単語，分解，ジェスチャーの平均点の推移を

回数ごとに，学年別でTable1,Table2にまとめた。 

Table 1 

 

 

 

 

 

 

 

Table1 2 

 

 

 

 

 

 

  

 

６年生の結果から，分解とジェスチャーについては，

回数によって大きな差は見られないが，単語について

だけ二回目から三回目より，一回目から二回目の方が

平均点の差が大きいことがわかる。二回目のテストは，

「読めるぜシート」の学習直後であるため，一つ一つ

2.7 0.7 0.64.0 0.6 0.44.5 0.6 0.4
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0.6 0.6

3.4

0.6 0.6

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

単語 分解 ジェスチャー

５年 平均点推移

1回目 2回目



兵庫教育大学 学校教育コミュニティ 第 11 号 2021 年 9 月 

61 

 

44

61

82

59
66

40
52

45

16
9

2 6 5 8 6 910
1 2 2 5 5 7 7

0

20

40

60

80

100

leg big fox shop oil sweet good arm

６年生 ３回目 単語別 平均正解率

単語（％） 分解（％） ジェスチャー（％）

の音を繋げて音声化する（decoding）練習をすること

で，効果が表れたことがわかる。 

５年生も同様に，分解とジェスチャーに関しては，

一回目と二回目で差は見られない。単語に関してだ 

けは，テスト回数の違いで差が表れている。二回目の

テストは，ブロックで単語作りの直後であるため，音

を分解して文字化する（encoding）学習の効果が表れ

ていることがわかる。 

全体的に見ると，子どもたちは，分解やジェスチャ

ーに依存することなく，文字を書くことができている

と判断できる。また，このことは，テストの出題単語が

既習であったことも大きく関係していると考えられる

。しかし，一部の児童に注目してみると，テスト用紙を

１回目から３回目まで比べた時，一回目では，ジェス

チャーや分解の時点で理解していた言葉を，少しづつ，

単語を聞いただけで理解して書いている児童がいたり

，最初は全く書けなかった児童が徐々にジェスチャー

や分解のところだけ書けるようになったりしており，

それぞれの進度で単語理解に向かっている様子が見ら

れた。 

 次に，単語ごとの正解率をテスト回数ごとにグラフ

にまとめた。 

Table3-1 

Table3-2 

 

 

 

 

 

Table3-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table4-1 

Table4-2 

 グラフを見ると，５年生，６年生共に正解率が一番高

かったのは，foxであった。単語で伝えて，文字をイメ

ージしやすいことが分かる。一方，一文字一音の母音

の中で伸び悩んでいたのはlegである。これは，lとｒ

の違いが難しく，regという誤答が多く見られた。しか

し，oilは，legに比べると正解率が上がっていること

から，一概にlとrの区別がついていないわけではなく，

文頭にくるrを難しく感じていると推測される。また，

他の単語に比べて伸び悩んだ単語はsweetである。これ

は，ブロックで単語作りの中で，３種類のブロックを
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使って３音の単語を作っていたために，児童があまり

聞いたり読んだりできなかった単語である。４２音の

指導の時には一度出てきてはいるが，音をくっつけた

り，離したりする練習を積んでいない単語である。そ

して，出題された語の中では唯一ccvcになっているこ

とが難しい理由であると考える。 

赤塚・山見（2017）は，日本人児童に対する音と文字

の明示的指導による効果検証をおこない，参加児童の

音韻認識テストの得点に，明示的指導の前後で有意差

が認められた。本研究でも，明示的な指導を行なって

いるが，それに加えて，児童にとって，聞いたり読んだ

りする経験が多い単語にその効果が得られることが分

かった。 

 次に，児童のアンケート結果から，児童が今回の学

習をどのように実感していたかわかったことを述べた

い。 

Table5-1 

Table5-2 

Table5「英語学習の時，いつが楽しいですか？」とい

う質問では，５年生，６年生共に「読むこと」と回答し

た児童が増加している。今回の学習を通して，読める

単語が増えたり，読むための力がついたことを実感し

たりして，徐々に楽しく思えるようになったと考えら

れる。一方で，「書くこと」は４技能の中で５年生，６

年生共に最下位になっている。「書くこと」に関しては

，それほど難しく感じる児童が多く，指導関 

してスモールステップで進めていく必要性を改めて考 

える結果となった。 

Table6-1 

Table6-2 

続いて，「アルファベットの音を聞いた時に思い浮

かぶことは何ですか？」という質問では，５年生６年

生共に，「文字の形」と回答した児童が増加した。 

「絵」「ジェスチャー」「お話」は，反対に減少してい

る。児童の実際のテストでも単語を聞いて文字を書け

る児童が増えていることから，児童自身も単語を聞い

て文字をイメージできている実感があることがわかる

。そして，「絵」，「ジェスチャー」，「お話」をイメ

ージする児童が減少することから，最初に多感覚を通

じて記憶したことを足場掛けとして，徐々に文字をイ

メージできるように成長していると考えられる。 
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４ まとめ 今回の研究では，児童が英語の学習過程

の中で，音を認識してから単語を認識するまでにど

のようなプロセスを経ており，その過程にどのよう

な指導が効果的かを検証することを目的に進めてき

た。本研究から見えてきたことが３つある。 

 １つ目に，単語の認識までに必要な指導について

である。児童が４２音の学習を一通り終えた時点で

は，児童が単語を聞いて書ける単語は平均して８問

中２問程度にとどまっている。その後，文字を一音

ずつ認識して単語を読んだり，音を聞いて単語を作

ったりする活動を通じて，音を聞いて書ける単語が

増えたことから，音を認識してから，単語を文字と

して認識するためには，ばらばらの文字を自分でく

っつけたり，聞いた音を頭の中で分解して文字とつ

なげる経験が必要なことが分かった。 

 ジョリーフォニックスでの指導でも，一つの文字

と音を習得する際にこの音を分けたり，くっつけた

りする作業が丁寧に組み込まれているが，これを４

２音終えた時点では，さまざまな単語を読んだり，

書いたりするまでには，児童の前にいくつものハー

ドルがあるように感じる。指導者としては，そこで

終わりにせず，音を分けたり，くっつけたり活動を

児童の実態に合わせて，楽しみながら，スモールス

テップで続けていく必要がある。 

２つ目に，多感覚を活用して指導していくことの

有効性である。ジェスチャー，絵，ストーリーを，文

字を聞いた時にイメージしながら，文字の形を記憶

していた児童も，次第に音を聞いて文字をイメージ

するように少しずつ変化していたことから，多感覚

での記憶を足掛かりとしていることもわかった。こ

のように読める文字や単語が増えることで，読むこ

とに対して楽しさを感じる児童も増加した。 

 ３つ目に，単語によって習得のしやすさが違うこ

とである。今回の検証では，r と l の区別や r が語頭

にあるときの聞き取りにくさが見られた。指導する

際は，このように，つまずきやすい音や，単語の中で

聞きにくくなる音に注意を向けながら，活動を行な

っていくことも大切である。 

５ 今後の課題 

 中学校では，教科書の文字数も多く，読み書きの

比重も増える。中学校へのスムーズな接続を考える

と，今回の結果から，文字と音を結びつける指導だ

けでは，不十分であると考える。 

 今回指導をしていて常に感じていたことは，テス

トが常に白紙の児童がクラスに数名いたことである。

多感覚を用いて指導をしても，３３名ほどいる児童

の中には，一斉指導では身についていきにくい児童

もいる。今回の平均点のばらつきからもそれが分か

る。湯澤・山下（2015）では，英国におけるSynthetic 

Phonicsの取り組みの現状を報告しているが，英語を

母語としている国の教室でも，英語の読み書きに困

難を抱えている児童を見つけては，アセスメントを

しながら個別で指導している。英語を母語としない

日本ではもっと，英語の読み書きを難しく感じる児

童がいて当然であり，なんらかの支援が初期の段階

でできれば，その後のつまずきも少しでも減らして

いけると考える。中学校への接続を見据え，十分な

力が身につく指導と，一斉指導では難しく感じてい

る児童へのアセスメントや支援方法を課題とし，研

究を続けていきたい。 
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nicsの取組：英語学習導入期における教育実践の現状」,『

ノートルダム清心女子大学紀要.人間生活学・児童学・食品

栄養学編』,39号,pp94-106.
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巻末資料１ 質問紙 

  年    組 

 

アンケート（当てはまるものに〇をつけてください。） 

一番得意な教科は何ですか？ 

１、 国語  ２，算数  ３，理科  ４，社会  ５，体育  ６，図工  ７，英語 ８，音楽 

国語の漢字学習は得意ですか？ 

１，とてもできる   ２，できる   ３，あまりできない  ４，できない   

英語の文字（アルファベットの音）の学習は楽しいですか？  

１，とても楽しい   ２，楽しい   ３，楽しくない   ４，まったく楽しくない 

英語の学習の時，いつが嬉しいですか？ 

１，話せたとき    ２，読んだとき ３，聞けたとき   ４，書けたとき    ５，ない 

英語の４つの技能の中で一番できると感じるのはどれですか？ 

１，話すこと    ２，読むこと   ３，聞くこと   ４，書くこと 

アルファベットの音を聞いたときに思い浮かぶのは何ですか？ 

１，文字の形    ２，テレビ画面の絵  ３，ジェスチャー  ４，お話（公園でへびが・・など） 

ジェスチャーをつけて学習したことで，覚えやすくなりましたか？ 

１，とても覚えやすい   ２，覚えやすい   ３，わからない  ４，覚えにくい 

ストーリーをつけて学習したことで，覚えやすくなりましたか？ 

１，とても覚えやすい   ２，覚えやすい    ３，わからない   ４，覚えにくい 

絵と一緒に学習したことで，覚えやすくなりましたか？ 

１，とても覚えやすい   ２，覚えやすい    ３，わからない    ４，覚えにくい 

アルファベットの読み書きの学習に関して，感想やこれからの要望があればお書きください。

（                                                      ） 

ご協力ありがとうございました。 

 

単語で聞く 分解 ジェスチャー 

①    

②    

③    

④    

⑤    

⑥    

⑦    

⑧    

name 
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巻末資料２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

name どんどん読めるぜシート ～

Reading sheet～ 

pat 

ant 

ten 

hat 

net 

 

 

 

 

 

 

 

 

Level 1

□  

□ 
ran 

gas 

hot 

sun 

leg 

Level 2

□ 
fun 

big 

rain 

jam 

coat 

gas 

pie 

bee 

corn 

zip 

Level 4

□ 
web 

look  

zoo 

yes 

fox 

Level 5

□ 
chop 

shop 

this 

three 

quiz 

Level 6

□ 
out 

oil 

rescue 

her 

help 

Level 7

□ 

pan 

cap 

pet 

hit 

man 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Level 8

□ 

desk 

get 

dog 

cup 

help 

Level 9

□ 

soft 

bus 

train 

jet 

boat 

Level 10

□ 

tie 

green 

fork 

sweet 

long 

Level 11

□ 
vest 

good 

moon 

yet 

chips 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Level 12

□ 

fish 

queen 

point 

river 

arm 

Level 13

□ 

Level 3

□ 
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１．研究目的 

2019（平成31）年１月25日中教審答申「新たな時代

の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築

のための学校における働き方改革に関する総合的な方

策について」が出された。学校における働き方改革の

目的として,「これまで高い成果を挙げてきた我が国の

学校教育を維持・向上させ,持続可能なものとするには,

学校における働き方改革が急務」であり,「子供のため

であればどんな長時間勤務も良しとするという働き方

の中で,教師が疲弊していくのであれば,それは子供の

ためにはならない。」とした。 

答申においては,勤務時間管理の徹底や労働衛生管

理体制の整備,教職員の意識改革,さらには学校及び教

師が担う業務の明確化・適正化を図り,文部科学省,教

育委員会,学校の役割分担・適正化を確実に実施する仕

組みの構築についても示している。学校の働き方改革

は,これまで高い成果を挙げてきた我が国の学校教育

を維持・向上させ,持続可能なものとする上で避けられ

ない課題となっている。 

一方,全国で深刻ないじめ問題が生起している現実

から,残業時間の上限を「原則月 45 時間」と定めた国

の指針を巡り,文部科学省が,いじめや学級崩壊への対

応を理由とする場合は「特別の事情」とみなし,超過を

容認することとなっている。つまり,いじめや学級崩壊

など生徒指導上の課題については,学校としては対応

が最も優先される重要事項なのである。 

このような状況の中で,学校現場を振り返ると,全国

的に教員の大量退職・大量採用が続いており,保護者対

応の困難さを含む教員業務の大変さ等から教員志願者

の減少が著しく,多くの自治体で,倍率低下を招き深刻

な教員不足となっている。同時にそのことが,生徒指導

に関するノウハウの継承がうまくいかないという課題

ともなっている。  

神林（2017）によると,教員の負担感の大きな部分を

占めているのは,事務処理などの教育活動以外の周辺

的な職務ではなく,支援が必要な児童・生徒の増加や児

童・生徒の家庭環境の変化等に対する支援の取組など,

教員の本来業務である児童・生徒指導であることが明

らかとされている。 

このような学校現場を支援するための行政施策とし

て,大阪府泉大津市が 5年前の 2016（平成 28）年に設

置した「泉大津市こどもサポートセンター」の活動に

着目した。本研究ではその有効性と課題を明らかにし,

今後の他の自治体の施策の参考としたい。 

 

２．研究方法 

（１）文献調査(先行研究)について  

本研究では,まず生徒指導担当教員の役割や職能,特

に関係機関との連携に着目した。また,少年サポートセ

ンターの活動に関する先行研究として松山市の少年サ

ポートセンターについて確認した。 

文部科学省「生徒指導提要」では,関係機関との連携

に当たっての基本的な考え方として,チームとして協

働して課題に取り組もうとする教職員の意識,コーデ

ィネートする職員の存在の重要性が指摘されている。

また,それぞれの機関の職能,機能,担当者を知った上

で,日頃から密接な連絡を取っておくことの重要性も

指摘されている。その役割を担うのが小学校生徒指導

担当者や中学校生徒指導主事である。 

（２）質問紙調査について 

①対象者 

泉大津市と近隣の和泉市の公立小学校生徒指導担当 

者及び中学校生徒指導主事  合計42名 

内訳；和泉市立小学校20校,中学校10校,義務  

   教育学校1校, 

泉大津市立小学校8校,中学校3校 

②調査時期  2021年2月中旬～3月中旬 

③調査内容 

10      学校の生徒指導体制の充実に関する一考察 

自治体の青少年補導センター等の役割から 

 

冨田明徳   押田貴久 
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求められる生徒指導担当者像と関係機関との連携に

ついて 

④調査方法について 

筆者が勤務していた泉大津市と,隣接市である和泉

市の小中学校校長宛てに郵送で直接依頼し,上記③に

ついて生徒指導主事及び生徒指導担当者に FORMS を活

用したWEB調査を行った。 

なお,その際泉大津市と和泉市教育委員会事務局を

訪問・説明し，あらかじめ了解を得た。 

（３）インタビュー調査 

①対象者 

  センター指導員  A氏（元中学校校長） 

           B氏（元警察官） 

  泉大津市立中学校 生徒指導主事  C教諭  

②調査時期 

   2020年12月21日10時～12時 

   2021年 3月20日10時～12時 

③調査内容 

 泉大津市こどもサポートセンターの活動内容とその

成果と課題について 

④調査方法 

泉大津市こどもサポートセンターを 2 度訪問し,施

設見学及び指導員A氏,B氏より具体的な活動状況や成

果と課題について聞き取り調査を実施した。また,併せ

て来所相談を受けている市立中学校生徒指導主事の C

教諭からの聞き取り調査も行った。 

 

３．結果と考察 

（１）文献調査（先行研究） 

高野(2011)によれば,中学校生徒指導主事に求めら

れる職能として,「リーダー,コーディネーター,メンタ

ー,バランサー」の 4 つを挙げ,以下の職能が期待され

ている。 

「リーダー」としては,予防的・開発的生徒指導にお

いて,子どもの個性の伸長と社会性を身につけさせる

ための方向性やゴールを提案でき，その達成に向けて

より具体的に計画立案できる企画力と判断力,「コーデ

ィネーター」としては，子ども間，教師間，子ども,教

師,保護者等を繋ぎ，そして外部機関と学校を繋ぐ役割, 

「メンター」としては,話を聞き，助言や支援をするこ

とで，解決の手だてを一緒に考え,信頼関係を築きなが

ら，自分の経験を活かしながら後輩教師を育てていく

こと, 「バランサー」としては,個人の力量を把握し

た上で，組織化に向け職員間のバランスをとることが

期待されているとしている。 

私は,特に「リーダー」や「コーディネーター」とし

ての役割を果たすには,関係機関との関係円滑な関係

を構築できるということが重要であり,加えて教職員

や保護者,地域を巻き込んでいく能力が求められてい

ると考えている。それらの職能を果たすために,高野

(2011)は現場での経験に加えて,様々な研修の必要性

も指摘した。 

 塚原他(2013)は,外部連携に焦点を当て連携によっ

てその問題が好転するプロセスをモデル化している。 

第 1 期は,生徒指導主事が問題行動を認知して,校内対

応の限界を見極める段階である。第2期は,日常からの

警察等専門機関の機能把握から,直接連携する段階で

ある。第3期は外部連携した後であり,一体的な行動連

携の段階としている。私は,特に第1期から第2期にか

けて連携する起点及び関係機関の選択を誤らず見極め

る判断力が対応の成否のカギであり,その資質・能力が

重要であると考えている。 

 片山他(2010)は,期待される生徒指導主事の資質と

して,まず「コーディネート力に長けたリーダーシップ

力」を挙げた。アンケートでは教員同士が現実問題と

して協力し合うことの困難さが浮かび上がり,生徒指

導体制構築に苦労しているために,まず意図的に教員

の絆を強める仕掛けが重要であるとした。次に「深い

生徒理解力」,最後に「法的知識を備えた問題解決力」

を挙げ,子どもたちが言わば難解な存在となって,対応

に苦慮したり,いわゆる法化主義の進展によって些細

な事案でも法的な対応に迫られたりして生徒指導体制

が機能不全となる危険性を指摘した。 

 また,神林（2017）は,1990年代後半以降に教員の心

理的負担の増大傾向が顕著であることを指摘し,その

要因として,児童生徒の問題行動や特別支援の必要な

児童生徒の増加,児童生徒の家庭環境の変化と教育相

談や補習の実施などの対応,非正規教員の増加等によ

る教員集団の変化,教員支援の都道府県による格差の

影響,等を挙げている。 

松原(2009)は,四国や松山市の少年補導センターを

調査する中で,その機能をより充実させる必要性を指

摘している。家族,学校,関係機関,地域住民の協力を可

能とした総合的な支援体制を確立している松山市をは
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じめ,全国各地にある補導センターの有効性について

その認知度を上げ,より多くの子どもたちに対して充

実した支援活動を行える可能性を示唆した。 

（２）質問紙調査について（別紙資料参照） 

対象校 42 校中,回答があったのは 24 校 57.1％であ

った。多忙な時期にもかかわらず,生徒指導担当者の協

力が得られたがもともと対象者が少なかったため,設

問によっては片山他(2010)におけるアンケート調査と

の比較も行った。 

①就任年齢(設問5) 

片山他(2010)は,生徒指導主事は 15 年程度の教職経

験を経ての就任が典型だが,29 歳以下の教員も 11.6％

含まれ,35 歳未満が 33.9％を占め,今後より若い時点

での任命の可能性が指摘している。今回,小学校も含め

た生徒指導担当者としては,就任年齢 29 歳以下は

12.5％で,35 歳未満の教員は回答者の 41.7％となって

おり,若くして責任ある仕事を担う可能性がより高ま

っているといえよう。 

②生徒指導体制に求められていること(設問6)。 

勤務校の生徒指導体制に今求められているものにつ

いての問いでは,「予防的な生徒指導」,「組織的な生徒

指導」を行うことを挙げたのはそれぞれ回答者の

70.8％と62.5％で,この傾向は,片山他(2010)と同様で

あった。しかし,今回はより具体的な課題である「不登

校対策」50.0％,「いじめ対策」25.0％,の割合も高く,

担当教員の経験不足を反映している可能性も窺える。  

③生徒指導担当者として苦労していること(設問7)。 

 苦労として,最も多くの担当者があげたのは,「教員

との調整」次いで「生徒指導の体制づくり」であった。

今回の調査では片山他(2010)と異なり 3 番目にも「教

員間の情報共有」が挙げられ,組織的な生徒指導のため

に教員間の調整により苦労している姿が見えた。 

④受けたい研修(設問8) 

 そのような生徒指導担当者が,受けたい研修として

挙げたのは,不登校対策の研修であり,次いでいじめ対

策及び生徒指導体制の構築や改善に関する研修であっ

た。 

 生徒指導担当者としては,眼前の不登校やいじめ問

題への対応に迫られており,生徒指導体制の構築や改

善も含めて,これらの課題は,関係機関との連携が求め

られているものであるとも言える。 

⑤活用する関係機関(設問9)とその理由(設問10) 

 活用する関係機関等として,最も頼りにしているの

は,教育委員会の生徒指導担当部門 45.8％と子ども家

庭センター（児相）45.8％を挙げた。地元警察署29.2％

を挙げた小学校は1校のみだった。また,その他を挙げ

た担当者も 25.0％で,特に小学校では市の福祉部門や

スクールソーシャルワーカー(SSW)やスクールカウン

セラー(SC)を挙げた。 

 その理由として,子ども家庭センターや警察,少年サ

ポートセンターには,「学校ではできない関わり方をし

てもらえるから」,「学校ではできない家庭への手助け

などをお願いするため」等,専門的な知識と対応を理由

としている。 

また,市教育委員会の生徒指導担当部門は,「さまざ

まな事案について相談できる」「担当者が信頼できる」

「すぐに連絡でき,かつ迅速に対応していただけるか

ら」等,日常的な関りを背景に相談のしやすさやその対

応の早さを理由としている。 

⑥関係機関に期待すること(設問11) 

最後の設問では,関係機関に期待することを自由記

述で求めた。そこでは,「専門的な知識からの学校での

対応のアドバイスや,学校ではできない関わり方」「学

校からの働きかけでは限界がある事案についてのコー

ディネートや支援」「学校ができない家庭へのサポート」

といった,関係機関としての専門性を求めている。 

さらに,「子どもや家庭の問題に対する見立てを一緒

に行い,対策を考える」「解決策を一緒に考えられるこ

と（会議をして終わりにならない）」「学校との協力体

制,密に繋がって共に対応していく体制」「学校の立ち

位置を理解して関わってくれる」といった,学校のこと

を理解して,共に行動連携を求める声が多く出されて

いる。加えて,「迅速な対応」「フットワークの軽さ」「迅

速に動いてくれること」を求める声も多い。 

ここでも日常的に課題と対応する生徒指導担当者の

苦悩ぶりも窺えるものとなっている。 

⑦考察 

 生徒指導担当者の就任年齢からは,ここしばらくは

大量退職の時期を迎えており,より若くして高野

(2011)が指摘する様々な職能や塚原他(2013)が指摘す

る判断力を必要とする責任の重い生徒指導担当者に就

任する例が多くなることが予想される。片山他(2010)

も「法的知識を備えた問題解決力」の必要性を指摘し

ている。しかし,十分な研修がなされているとは言い難
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いのが現状である。 

 そのような状況下においては,神林(2017)が指摘す

るように,教員の心理的負担特に生徒指導担当者の負

担は大変大きく,経験の浅い生徒指導担当者は,学校の

ことを理解して,共に行動連携してくれる関係機関を

求めていると推察される。 

この点において,教育行政による支援として,自治体

独自のサポートセンターの活動が有効ではないだろう

か。 

（２）泉大津市こどもサポートセンターに関するイン

タビュー調査について 

①大阪府内の少年サポートセンターの状況 

大阪府内には,大阪府警察本部少年課と大阪府庁青

少年対策主管課,大阪府教育庁の３者が共同で設置す

る少年サポートセンターが10か所ある。その活動の中

心は府警本部の警察官や補導職員（心理職）が中心と

なっており,相談活動や街頭補導活動を行い,大阪府青

少年対策主管課と大阪府教育庁は,立ち直り支援活動

や居場所づくりが中心となっている。  

泉大津市は,堺市,和泉市,高石市,忠岡町の４市１町

を所管する堺少年サポートセンターの管轄となってい

る。堺少年サポートセンターには各10か所のセンター

によって若干の違いはあるが,およそ５名程度の警察

職員（内１名が心理職）が配置され,相談活動や街頭補

導活動,継続的な少年の指導を行っている。  

しかし,それぞれが地理的に広範な地域を管轄し,担

当学校数が多いため十分にその活動が行きわたること

は物理的に困難で,事案が深刻になってからの取り扱

いとなることが多い。 

そのような中で大阪府内では子どもの生徒指導上の

課題は多いにもかかわらず,自治体独自の少年サポー

トセンターのような活動を行っている自治体は少ない

（３市）。 

②設置の経緯 

泉大津市教育委員会では,その効果に着目し,問題発

生当初から児童・生徒,保護者や学校,教員を支援する

センター設置を計画し,予算要求していた。 

2015年夏に大阪府内で男女中学生二人が殺害される

事件を受けて,市独自予算で泉大津市教育支援センタ

ー内に,二人の指導員を配置し,2016年4月に設置。今

年で5年目を迎えた。 

③具体的な活動内容 

 具体的な活動としては主として以下の5点である。 

ア 相談活動 

  非行や問題行動に関する来所や電話による相談。 

 イ 安全指導 

  市内学校周辺,公園,商業施設等の巡回 

  少年声掛け活動を行うボランティアとの合同巡回 

  泉大津警察署,堺少年サポートセンター学校との

合同夜間パトロール,合同補導活動 

  非行防止教室や犯罪防止教室の実施 

 ウ 継続支援活動 

  学校や堺少年サポートセンターと連携し継続的な

支援活動,居場所づくりとして「ONE’S PLACE ワ

ンプレ」を運営し体験活動を実施する。 

 エ 学校訪問 

  日常的な学校訪問や要請訪問,オープンスクール

や学校行事参観を通して学校の状況を把握し指導

助言を行う。 

 オ 連絡調整（会議等参加） 

  小中学校生徒指導連絡協議会（月1回）,子ども家

庭センターや泉大津警察署と学校の合同連絡会で

ある学警連絡会（月1回）に参加する。 

④活動実績 

主な本年度の活動実績は以下の通りである。（2月末

まで） 

・街頭活動（声掛け・見守り補導等） 166回 

・相談受理及び情報交換 

     小学校      57件 

     中学校      173件 

     保護者他     102件 

 ・会議の出席等       24件     

⑤指導員の状況 

センター指導員のA氏とB氏は,こまめに学校や地域

を巡回し,市内の状況把握に努めており,この活動が適

切な指導助言の基となっている。A氏は元々泉大津市中

学校教諭,生徒指導主事で,市教育委員会生徒指導担当

指導主事,大阪府の不登校対策リーフレット作成委員

も務めた。生徒指導に関する指導力や学校経営に卓越

しており,管理職や生徒指導担当者等の学校現場から

の信頼感は絶大である。 

B氏は,泉大津市出身で警察官として少年課在籍年数

が長かった。特に大阪府内各地の少年サポートセンタ

ー勤務で,様々な少年事件や保護者支援,立ち直り活動
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を推進してきた人物であり,現職警察官時代から,教員

では対応困難な生徒・保護者に対する指導力には定評

があり,生徒指導主事からも信頼も厚い。 

⑥考察 

 インタビュー調査から,二人の専門性に裏打ちされ

た積極的な行動が,学校や教員を支えていることが良

くわかった。生徒指導担当者だけではなく,学校管理職

も相談に来ることも多い。学校管理職としての今後の

見通しや姿勢については,元校長の A 氏が対応し特に

校長に対しての指導・助言が有効である。 

また,警察との連携が必要な案件について,少年事件

関係の広い人脈を持つ元警察官である B 氏の助言が有

効である。しかも,直接関係機関との連携の場や保護者

対応の場にも立ち会い学校とともに対応している。  

先行研究で片山他(2010)でも指摘の通り,初期対応

の段階で気軽に相談できることが,学校の対応の安定

につながっていると感じた。また,保護者にとっても学

校とは異なる立場からの助言が効果的な場面も多いと

のことであった。 

課題とすれば,このような規模の小さなセンターで

は,どうしても指導員の資質・能力に依存しがちになっ

てしまうということが挙げられる。つまり継続性が課

題である。 

生徒指導主事の C 教諭へのインタビューによれば,

「堺少年サポートセンターはあくまでも警察主体であ

って,保護者にとってはハードルが高い。物理的に遠い

という事に加えて,そのためらいがどうしても早い段

階での相談につながらない。そういう意味で,教育支援

センター内のこどもサポートセンターの存在は助かる」

とのことであった。 

また,C教諭は,生徒指導担当者に必要な能力として,

関係機関の機能を熟知して,適切に選択する能力と機

関とのつながりを日常から持つことを挙げた。これは,

先行研究で塚原他(2013)が指摘したことと同じである。 

しかし,児童生徒の問題行動が小学校でも深刻にな

りつつある現状でも,小学校の生徒指導担当者が関係

機関を適切に選択する能力を獲得することや日常的に

つながることは困難である。 

生徒指導に関して初期対応の段階で気軽に相談でき

るワンストップ窓口として,こどもサポートセンター

が機能することで,生徒指導担当者の負担軽減と共に

資質向上にも有効ではないかと考えられる。    

特に,子どもの非行や問題行動等の生徒指導案件に

ついては,小学校においても深刻化しており,スマホや

インターネット等により児童・生徒の活動範囲が拡大

し,もはや警察や関係機関の協力なしには,学校だけで

は対応困難な状況である。 

今年度は,コロナ下で十分な活動ができなかったと

いう事であるが,休校措置がされていた時に,これだけ

の件数の街頭活動が行われていたことは,大変有効で

あったのではないかと考えられる。 

また,相談受理及び情報交換件数がコロナ下におい

てもこれだけの件数に上った事も注目に値する。 

 松原(2009)は,松山における自治体設置と警察設置

の二つのセンターの活動について検討しているが,大

阪府では,自治体設置のセンターはほとんどないのが

現状である。 

C教諭がインタビューで指摘したように,堺少年サポ

ートセンターは所轄署とは異なるが,警察主体という

のは保護者にとってハードルが高く,今回の質問紙調

査では小学校の生徒指導担当者にとってもあまり身近

な存在ではなかった。 

泉大津市こどもサポートセンターは,幅広く子ども

の問題行動に関する相談活動を行い,内容によっては,

教育支援センター内の不登校担当者や心理相談員,特

別支援教育担当者等とも連携して活動しており,子ど

もの支援充実のために大変有効であると思われる。 

 

４.まとめ 

 以下は,生徒指導経験も長い 50 代のある小学校の生

徒指導担当者の回答である。 

「学校でできることは学校できっちりしていく。そ

の上で,学校ではどうしようもないことが起こった時

の下支えになってもらいたい。」関係機関から「それ

は,うちで取り扱う内容ではない。」と言われると,

「では,ここの保護者は？子どもは？誰が救ってあげ

られるのか？」と思ってしまう。そのような場面で

「その件は,こちらも把握しています。こちらでも対

応します。」と言ってもらえたら,どれだけ楽になるか

と思います。」この言葉をどのように考えるだろう

か。 

坂田(2018)は,学校教育の法化現象が台頭し,愛や情

熱信頼といった情緒的なものは排除され,法を媒介と

して,権利・義務の視点から学校,教員との関係をとら
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えようとする人々が,年を追うごとに増加していると

指摘する。学校の生徒指導担当者はその現実を受け止

めなければならない。関係機関との連携を推進する上

では,学校やそれぞれの関係機関ができることとその

限界を知った上で,日頃の連携に努め,子どものために

お互いがその力を出し合う姿勢が重要である。 

泉大津市こどもサポートセンターは,それぞれの関

係機関の潤滑油としての役割を果たしており,自治体

によるセンターはそのような機能が期待される。 

今回の質問紙調査やインタビューを通して,自治体

によるセンター等の設置・活用を促すことにより,教

員の負担軽減・働き方改革を進めながら,教員の生徒

指導に関する資質・能力の向上を図ること,ひいては

学校の生徒指導体制の充実を図ることができる可能性

についても看取することができた。 

今後の研究課題としては,自治体によるセンターの

機能充実を継続的に図る方策の研究が挙げられる。そ

のために,現在設置されている他府県自治体のセンタ

ーについての調査や,さらに大阪府全域における生徒

指導に関するノウハウの継承と充実に関して,質問紙

調査等により状況把握することも課題である。 

今回,短期間の研究であったが,その間, 大阪府教育

庁小中学校課生徒指導グループの元首席指導主事であ

ったD氏と懇談した。 D氏は「市町村にとっては,財

政状況が厳しい中,ある程度有効であると考えられる

場合でも,新規事業をスタートすることは困難であ

る。」と語った。しかし若い教員や非正規教員が急増

している中で,子どもの健全育成や自己実現のために,

さらに教員の負担軽減のためにも,自治体のサポート

センターの存在は,有効な施策である可能性が今回の

研究で看取された。新規事業開始の際,国や大阪府の

誘導策があるかどうかは,事業開始の可能性を大きく

左右する。このようなセンターの設置促進に向けた府

の方針の提示や予算等による誘導策の展開に結びつく

よう,今回の研究をさらに進めてまいりたい。 
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別紙資料 

 
学校の生徒指導体制の充実について（質問紙調査結果） 

 

設問１ あなたの所属する市町村名をお答えください。  

設問2 あなたの年齢をお答えください。 

設問３ あなたの性別をお答えください。 

設問４ 校種は小学校ですか。中学校ですか。（右図） 

 

設問５ 前任校も含めて，あなたが初めて生徒指導主事 

（小学校は生徒指導担当）になったのは何歳の時ですか。 

 

設問６ 勤務校の生徒指導体制に現在求められていることは何ですか。 

（あなたが重要と考えるものを下から3つ選ぶ） 

  ①予防的な生徒指導を行うこと   ②組織的な生徒指導を行うこと 

③戦略的な生徒指導を行うこと 

④毅然とした（ゼロトレランスを意識した）生徒指導を行うこと 

⑤幼小中連携を強めること     ⑥同じ校種の他校との連携を強めること 

⑦保護者との連携を強めること   ⑧警察等諸機関との連携を強めること 

⑨近隣の商店や地域住民との連携を強めること  ⑩いじめ対策を強化すること 

⑪不登校対策を強化すること    ⑫カウンセリング能力を強化すること 

⑬非行や問題行動に対する直接的な生徒指導力を高めること 

⑭情報処理能力を高めること（ネットいじめ等に対応するため） 
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設問７ あなたが生徒指導主事（小学校は生徒指導担当）として苦労していることはどんな

点ですか。（下から 3つ選ぶ） 

①教員との調整    ②管理職との調整   ③児童・生徒との関係 

④保護者との関係   ⑤近隣の商店や住民との関係  ⑥生徒指導の体制作り 

⑦リーダーシップを取ること ⑧子どもの服装指導（茶髪やピアス指導含む） 

⑨いじめ問題への対応  

⑩学校裏サイト・ブログへの書き込みのチェック等ネットへの対応 

⑪不登校への対応   ⑫授業中のエスケープへの対応  

⑬暴力行為や器物破損への対応   ⑭喫煙への対応   ⑮薬物への対応 

⑯心の問題を抱えた生徒への対応 ⑰教員間で生徒指導に係る情報を共有すること 

⑱教員から生徒指導に係る情報が外部に漏れること 

⑲担当授業の準備ができないこと  ⑳苦労していることはない 
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設問8 生徒指導主事（小学校は生徒指導担当）として研修を受けるとすればどの研修を受

けたいですか。（あなたが希望するものを下から3つ選ぶ） 

①カウンセリングの研修  ②情報処理に関する研修  ③不登校対策の研修 

④いじめ対策の研修  ⑤構成的グループエンカウンターの研修 

⑥ピアサポートの研修  ⑦ソーシャルスキル教育の研修  

⑧アンガーマネジメントの研修  ⑨人格教育の研修 ⑩非行や薬物等に関する研修 

⑪生徒指導体制の構築や改善に関する研修  ⑫体罰や生徒懲戒等に関する研修 

⑬法規や訴訟に関する研修  

⑭教育委員会等主催の生徒指導主事を対象とした定期研修 

⑮生徒指導重点校の研究発表  ⑯道徳や特別活動の授業等の研究発表 

⑰進路指導の研修   ⑱ボランティア活動の研修  

⑲人権教育に関する研修   ⑳受けたい研修は特にない 
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設問９ あなたが生徒指導上の課題で苦労した時に，主に活用する関係機関等を挙げてく

ださい。（３つまで可） 

  ①子ども家庭センター 

  ②堺少年サポートセンター 

  ③所轄署 生活安全課少年係 

  ④市教育委員会 生徒指導担当部門 

  ⑤市教育センター指導員等（校長OB・警察OB等） 

  ⑥その他（               ） 

  ⑦活用できる機関は特にない 

 

設問10 ①～⑥を答えた人は，その相手先を活用する主な理由は何ですか。 

 第三者からのアプローチが有効な時に活用。専門的な知識があるから。 

学校ではできない家庭への手助けなどをお願いするため。SC との連携案件が多いため。日

常的な情報交換をしている。学校ではできない関わり方をしてもらえるから。専門的教養を

いただける。『さまざまな事案について相談できる』のが市教委だから。担当者が頼りにな

るから。すぐに連絡でき，迅速に対応していただけるから。以前からのつながり。 

その他として管理職に相談することがほとんど。経験豊富な先生方。等 

 

設問11 あなたが関係機関に期待することはどんなことですか。 

問題解決の助言。関係機関につないだときに，学校に保護者からのクレームなどが来ない

対応。様々な知恵や協力体制を。学校からの働きかけでは限界がある事案についてのコーデ

ィネートや支援。フットワークの軽さ。学校ができない家庭へのサポート。子どもや家庭の

問題に対する見立てを一緒に行い，対策を考える。迅速に動いてくれることと解決策を一緒

に考えられる。的確なアドバイスや相談機関の紹介。学校との協力体制。密に繋がって共に

対応していく体制。迅速に情報を共有する。各種機関の継続的な支援。不登校児童の保護者

に対してのアプローチを協力して行う。専門的な知識からの学校での対応のアドバイスや，

学校ではできない関わり方。学校の立ち位置を理解して関わってくれること。迅速な対応。

学校の内情を理解したうえでの連携。どんなことでも的確な対応方法の助言。不登校児童生

徒が利用できるフリースクールなどの情報提供。迅速な保護者対応に協力。等 
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１．研究目的 

 平成 29 年告示の高等学校学習指導要領（以下,指導

要領）では，地理歴史科に「地理総合」と「歴史総合」

という新しい必履修科目が設定された。これまで地理

歴史科の必履修は世界史のみであったが，今回初めて

地理系の科目が単独で必履修となった。全ての高校生

が地理を学ぶのである。この状況は，1982年に地理履

修者が激減してから，実に40年ぶりのことである。 

 そもそも地の理（ことわり）の学問である地理学は，

地人相関という見方からもわかるように，自然と人文

両面の，又は文理を架橋する学問である。地理学の総

合性は，近年注目を浴びている STEAM 教育とも関連す

るところがある。一方，STEAM教育にはエリート教育の

側面もある。中教審教育課程部会でも，日本における

STEAM教育のレベル設定については意見が出ている。必

履修科目「地理総合」が文理を架橋する地理学を背景

学問とし，かつ STEAM 教育的に，現実世界に起こって

いる課題を多面的・多角的に捉えて解決するものにな

るようには，「地理総合」が STEAM 教育のようにエリ

ーティズムに陥らない工夫が必要である。本研究では，

その仕掛けとして SDG’s に着目する。SDG’s が全ての

人々にとって重要な具体的目標であることから，課題

を誰かが解決してくれるものではなく，自分たちが解

決するという自分事にする仕掛けとしたい。 

 地理教育に関連したSDG’s として本研究では11「住

み続けられるまちづくりを」に着目する。この目標の

具体的ターゲットを吟味し，地理総合の単元プランを

開発する。本研究は，指導要領で求められる探究的・教

科横断的な学びについて，従前から SDG’s を取り扱っ

てきた地理だからこそ実現可能な，STEAM教育との関連

を視野に入れた探究的学習の授業開発を目的とする。 

 

２．研究方法 

 上記の内容を踏まえ，本研究では開発研究として，

高等学校新必履修科目「地理総合」の単元を開発する。 

 単元開発は，以下の手順で進めることとする。 

（１）先行研究から，STEAM教育がどのように展開した

のかを明らかにする。 

（２）探究的学習と STEAM 教育がどのように関連する

のかを，育成をめざす資質の面から明らかにする。 

（３）エリーティズムではない STEAM 教育の方向性

を,SDG’s を取り扱うことに求め，地理において STEAM

教育を視野に入れた探究的学習の方向性を示す。 

（４）STEAM教育とSDG’sを視野に入れた高等学校「地

理総合」探究的学習の授業モデルを開発する。 

 

３．結果と考察 

（１）STEAM教育の展開 

 STEAM教育は，1990年代の米国で国際競争力を高め

るための科学技術人材の育成を目的とした教育政策に

起源をもつSTEM（Science，Technology，Engineering 

and Mathematics）教育がもとになっている。胸組

（2019）は，米国において，1957年のいわゆる「スプ

ートニクショック」を契機に科学と数学における教育

の重要性が，多くの教育提言の中で論じられてきたこ

とを整理している。このように米国では科学技術の発

展に向けたSTEM教育が展開された。 

 STEM教育が科学技術の振興に結び付くコンセプトで

あったのに対して，Georgette Yakmanが2006年に提唱

したSTEAM教育は，STEM（科学技術）にArts（芸術）

を統合し，理科学的思考に芸術的思考を融合すること

で，創造的思考力を備えた全人的な育成を目指す教育

である。このようなSTEAM教育の構想が生まれた背景

として，安東・金（2014）は，産業界における人材育

成に求める期待が変わったことと，理数教育の学力向

上の必要性を指摘している。 

 では，STEAM教育はどのように展開されたのか。経

済産業省が発表した「『未来の教室』とEdTech研究会

第１次提言」（経済産業省，2018）では，米国，中

国，オランダ，イスラエル，シンガポールのSTEM／

11     高等学校地理教育における探究的学習の授業開発 

STEAM 教育，SDG’sとの関連を視野に入れて 

 

宮内俊輔   𠮷水裕也 
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STEAM教育が紹介された。また，安東・金（2014）は

韓国におけるSTEAM教育について，訪問視察をもとに

詳細に示した。これらの諸外国で展開されるSTEAM教

育には，①現実の社会課題を題材に，その課題を②教

科（分野）横断的・複合的手法を用いて分析・考察す

ることが共通している。加えて，オランダの例を除

き，国家戦略としてSTEAM教育を通じた優秀な人材育

成という色合いが強い。 

 一方，日本において，文部科学省（2018a）は，

Society5.0を牽引する人材として「技術革新や価値創

造の源となる飛躍知を発見・創造する人材と，それら

の成果と社会課題をつなげ，プラットフォームをはじ

めとした新たなビジネスを創造する人材」を示してい

る。その上で，ほぼすべての生徒が進学する教育機関

である高等学校では，「Society5.0において必要とさ

れる資質・能力を，すべての生徒が身に付けることが

できるようにすることが求められ」，「思考の基盤と

なるSTEAM教育をすべての生徒に学ばせる必要があ

る」と指摘する。このようななかで，兵庫県では兵庫

型「STEAM教育」として「独創的発想と卓越した技術

の知識を活かし，新たな価値や課題解決への道を切り

開く社会のリーダーを育成する」ことをめざして教育

実践が進められている（兵庫県教育委員会，2020）。 

 以上，STEAM教育の展開と現状を概観した。STEAM教

育に対しては，中教審の教育課程部会でSTEAM教育が

指導要領と親和性が高いことが指摘される一方で，そ

の導入によって格差が生じる可能性があることから，

STEAM教育のレベル設定やエリーティズムに陥らない

STEAM教育の在り方を求める意見が出されている（文

部科学省，2019）。 

（２）探究的学習とSTEAM教育 

 指導要領では育成すべき資質・能力が「何を理解し

ているか，何ができるか（知識及び技能）」，「理解

していること，できることをどう使うか（思考力・判

断力・表現力等）」，「どのように社会・世界と関わ

り，よりよい人生を送るか（学びに向かう力・人間性

等）」の三つの柱に整理された。また，新指導要領で

は，高等学校新指導要領に「総合的な探究の時間」や

「理数探究」などが明記され，探究的な学習の推進が

求められている。 

 「総合的な探究の時間」における探究は「物事の本

質を自己との関わりで探り見極めようとする一連の知

的営み」（文部科学省，2018b）であり，他教科・科

目において行われる探究と次のような違いがある。一

つは，特定の教科・科目等に留まらず，横断的・総合

的であり，実社会や実生活における複雑な文脈の中に

存在する事象を対象としている。二つは，複数の教

科・科目等における見方・考え方を総合的・統合的に

働かせて探究するという点。そして三つは，解決の道

筋がすぐには明らかにならない課題や，唯一の正解が

存在しない課題に対して，最適解や納得解を見出すこ

とを重視している点である（文部科学省，2018b）。 

 以上のように，指導要領における探究的学習では，

上述の三つの柱からなる資質・能力を，実社会や実生

活における事象を対象とした教科横断的な課題解決型

学習により育成することを目指している。なお，資

質・能力の育成のために教科横断的な学習が求められ

る背景について，松原・高阪（2017）は実生活の課題

を解決する力を身につけるため，教科を横断する知識

や概念及び汎用的なスキルが重要と考えられているこ

とを指摘している。ここで指摘される「教科を横断す

る知識や概念及び汎用的なスキル」は国立教育政策研

究所（2013）が提示した「21世紀型能力」に相当する

ものである。 

 一方，STEAM教育について松原・高坂（2017）は，

そのもとになったSTEM教育で育成が求められる資質・

能力を整理しており，米国及び日本で，STEM教育を統

合的に捉えることで，認知能力や個人的能力，社会的

能力といった21世紀型スキルの育成が目指されたこと

を指摘している。また，統合の度合いに応じて特に育

成される資質・能力を示しており，その度合いが上が

るにつれて「教科に固有な概念や個別スキル」，「教

科等を横断する概念や汎用的スキル」，「実世界での

課題を解決する能力」が育成されるとした。 

小柳（2020）は，STEMカリキュラムには「現実世

界」に目を向けさせ，課題解決に必要な知識を獲得さ

せ，探究的な活動を促す中で，STEMの各分野を意図的

に統合・融合しようとする点に特徴があると指摘す

る。その上で，STEM/STEAM教育の研究動向から，探究

プロセスを重視するとともに，その対象が教科横断的

な，複合的な現実問題の解決を視野に入れていること

や，21世紀型スキルが意識されていることを指摘す

る。なお，胸組（2019）はSTEM教育における学問分野

に関わる「統合」の水準について整理した上で，その
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捉え方がSTEAM教育にも使える見方だと述べている。 

 以上のように，探究的学習とSTEAM教育は，教科横

断的な学習を通した，21世紀型スキルに基づく「思考

力・判断力・表現力等」や「学びに向かう力・人間性

等」の育成を目指す点で共通しているといえる。ま

た，学習対象も世界や地域にみられる課題を取り上げ

る点で共通していることがわかる。また，胸組

（2019）は，課題解決学習とSTEAM教育の共通点とし

て，作品制作を目指す傾向が強いことを指摘してい

る。 

（３）地理におけるSTEAM教育を視野に入れた探究学

習−SDG’sと持続可能なまちづくり− 

地理学は，自然と人文の両領域を包括していること

や，地域という複雑な諸事象から構成される空間を研

究対象とすることから，総合的な学問であるといわれ

る。また，地理教育においてもこの考え方は共有され

ており，持続可能な社会構築に向けて，社会と環境と

経済の関係を多面的に捉えるESD（持続可能な発展の

ための教育）が学校教育の一大テーマとなり，総合的

な学びはより一層，重視されている（山本，2016）。 

井田（2019）は「地理総合」が「知識理解」から生

徒が主体的に活動できる「知識活用，課題解決型」

へ，そして現代世界のみに目を向けるのではなく，未

来志向へと脱皮することが求められると指摘してい

る。また，井田（2021）は，地理で育成したい人間像

を①より一層深い世界観をもって自然的・社会的事象

を考えることができる人間，②地域のスケールに応じ

て，その地域に貢献できる思考力・判断力・行動力を

もつ人間，③地域のスケールに応じて，その地域の将

来を見据える創造性を身に付けた人間,を示してい

る。そして，地理が育成したい人間像は，ESDおよび

SDG’sを実現する人間像であると指摘している。その

上で，地理的な見方・考え方を基盤とする思考力の育

成を中核に置く「地理総合」は，指導要領が求める資

質・能力の育成にふさわしい科目だと指摘している。 

 このようにみると，地理学習は自然と人文の両面か

ら，又は文理を架橋するよう内容を取り扱うととも

に，現実世界にみられる課題を取り上げており，すで

にSTEAM的学習や探究的学習を実現していたといえ

る。しかし，STEAM教育はエリーティズムに陥る危険

性を指摘されており，何らかの工夫が必要である。そ

こで本研究では，その仕掛けとしてSDG’sに着目す

る。SDG’sが全ての人々にとって重要な具体的な目標

であることから，課題を誰かが解決してくれるもので

はなく，自分たちが解決するものだという自分事にす

る仕掛けとするとともに，誰一人取り残さないことを

理念に掲げるSDG’sを取り上げることで，エリーティ

ズムに陥らないSTEAM教育を実現できると考える。 

 今野（2021）は,SDG’sで掲げられている17の目標

は，地理学習におけるコンテンツと親和性が高いと述

べる。本研究で取り上げる「目標11：住み続けられる

まちづくりを」は「地理総合」の大項目C「持続可能

な地域づくりと私たち」の中項目⑵「生活圏の調査と

地域の展望」と親和性が高い。また，本研究では「包

摂的かつ持続可能な都市化を促進し，すべての国々の

参加型，包摂的かつ持続可能な人間居住計画・管理の

能力を強化する」や「各国・地域規模の開発計画の強

化を通じて，経済，社会，環境面における都市部，都

市周辺部及び農村部間の良好なつながりを支援する」

などが関連するターゲットになる。 

 授業化の方向性に関して泉（2021）は，まちづくり

学習は，地理的な考え方をベースに，構想力の育成を

重視した探求型の授業展開がなされる必要があると指

摘し，育成する能力と探究プロセスの関連を示した

（図１）。このプロセスでは，課題の背景・要因を追

究し，複数の望ましい解決策の吟味，選択が行われ，

持続可能な地域の将来像に向けたプランの提案が行わ

れる。現状認識からスタートし，課題を抽出し，現状

を改善した結果として実現可能な未来の姿を描く，こ

のような未来予測のアプローチがフォアキャスティン

グのアプローチである（筧，2019）。地域でのまちづ

くりはこのアプローチで実施されがちであり，現状か

ら離れられないことが多いという。結果として利害関

係者が各々の現状改善を優先し，協働が困難になる。 

 

図 1 地域認識から社会参画に至る一連の探究プロセス（泉2021） 

 

一方で，今の自分の状況を一旦横に置いておいて，
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この地域がどうなっているとみんなが幸せだろうかと

考えてみるのが，バックキャスティングのアプローチ

である（筧，2019）。この手法はまちづくり学習にお

ける探究プロセスにも示唆的である。まず地域の理想

像を構想し，それを阻害する問題の背景・要因を追究

したり，解決策を考えたりするプロセスを繰り返しな

がら，地域の将来像を提案することになる（図２）。 

図 2 バックキャスティングのアプローチを組み込んだ地域認識か

ら社会参画に至る一連の探究プロセス（泉2021より作成） 

 

 以上から，①学習内容として実世界にみられる課

題，特にSDG’sの目標及びターゲットを取り上げ，②

学習過程はバックキャスティングのアプローチを組み

込んだプロセスとすることが，地理におけるSTEAM教

育を視野に入れた探究的学習の方向性の１つである。 

（４）生活圏の調査と地域の展望単元の開発 

 筆者の勤務校が位置する播磨科学公園都市は，テク

ノポリス構想に基づき建設された。理化学研究所の

Spring-8を擁する「科学のまち」であり，多くの企業

や大学をはじめとした教育機関，最先端の医療施設，

スポーツ施設等が立地する。しかし，夜間人口5,000

人を目標にスタートしたものの，夜間人口約1,400人

（昼間人口約6,000人）と人口問題を抱えている。持

続可能なまちにするために住民の存在は不可欠であ

る。なぜ光都は当初の計画通りに発展しなかったの

か。この探究を通して播磨科学公園都市「光都」の将

来像を構想する単元を開発した（表１）。 

 

４．まとめ 

 本研究の目的は，従前からSDG’sを取り扱ってきた

地理だからこそ実現可能な，STEAM教育との関連を視

野に入れた探究的学習の授業開発であった。本研究の

成果として，①探究的学習とSTEAM教育が方法や目標

で共通することや，②エリーティズムに陥らない地理

におけるSTEAM教育を視野に入れた探究的学習の方向

性として，SDG’sを取り上げバックキャスティングの

アプローチを組み込んだプロセスとすることを明らか

にしたこと，③この方向性を踏まえた授業モデルを示

したことが挙げられる。 

 一方で，従前の地理学習におけるSTEAM的・探究的

学習の特質を明らかにすること，実践を通した授業モ

デルの検証が今後の課題である。 

 

  表１ 単元「播磨科学公園都市『光都』の将来像」の概要 
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１．研究目的 

 ライフサイクルの青年前期である中学生期は，身体

的・生理的成熟が顕著な時期であり，特に身体の発達

と成長において重要な時期であると報告されている

（Patton & Viner 2007）。この時期から，積極的な

身体活動を習慣化させ体力を高めておくことは，子ど

もの健全な発育・発達にとどまらず，生涯にわたって

の健康を保持するうえで重要な課題と提言されている

（Boreham & Riddoch 2001)。 

 体組成は子供の体格や健康指標を示すものとして重

要な指標と位置付けられている。これまで学校現場に

おいて，健康診断を実施し，文部科学省は学校保健調

査報告書にその結果をまとめてきた（文部科学省

online2）。しかしながら，学校の健康診断では，身

長や体重といった体格指標は得られるが，体組成を詳

細に計測することはほとんどない。例えば，体重の測

定値が一緒であったとしても，体重を構成する除脂肪

量や体脂肪量の構成比の差によって，健康に関する課

題が異なるといったことが考えられる。実際に体成分

を詳細に分析すれば，肥満や痩せをはじめとした，自

身の体組成の情報を細かに得ることが可能であるが，

学校現場では，機器が高額であることから導入ができ

ていないことが課題として挙げられる。しかし，生徒

自身が自分の体組成を知ることで健康に対する意識を

高め，今後の生活習慣や運動習慣の参考になる可能性

が考えられ非常に重要な部分である。 

 一方で，現在中学生期の生徒の体力評価として，文

部科学省の新体力テストが実施されている（文部科学

省 online3）。文部科学省の平成29年度の体力・運

動能力調査報告書では（文部科学省 online1），青少

年（6歳から19歳）において，最近10年では男女の

各項目ともに結果が横ばいや向上傾向を示していると

報告している。しかし，水準の高かった昭和60年頃

と比較すると，中学生及び高校生男子の50m走を除

き，依然低い水準になっていると報告している。こう 

 

いった状況のなか，青少年期の体力に焦点を充てた研

究は行われており，戸田ら（2007）は，小学校5・6

年生の男子の一日の歩数と50m走及び体力テストの

合計点間に，女子では一日の歩数と立ち幅跳びの間に

有意な相関があると報告している。また，笹山ら

（2009）は，身体活動量が多い小学校4年生ほど体

力が高いと報告し，また，中学生を対象とした研究で

は，男女とも1日の歩数と新体力テスト総得点に正の

相関が認められたと報告している（笹山ら 2011）。

このように，青少年期の体力にスポットを充てた研究

は行われてきたが，1日の活動量と新体力テストとの

関係であり，体組成と新体力テストの関係は明らかに

なっていない。また，上述したように，体組成をより

詳細に検討することは学校現場では困難であり，これ

まで，体組成やそれを外的に評価する体力の関係性を

具体的に検討した研究はまだ前例が少ない。 

 その体組成測定手法の1つに生体電気インピーダン

ス法（Bioelectrical impedance analysis：BIA法）が

ある（Meredith et al 2015）。BIA法の最大の特長

は，経済的・時間的コストを抑え測定可能であるとい

う点であり，従来の方法に比べ汎用性が高いことか

ら，市販の家庭用体組成計においても広く採用されて

いる。また，近年左右の上下肢に接触型電極をつける

8点接触型電極法が開発され，上肢・下肢・体幹の部

位別測定が正確に行えることが示されている

（Malavolti et al 2003)。上記の特徴を兼ね備えた装

置が体成分診断装置 Inbodyである。本装置は多周波

数（3周波：5kHz，50kHz，250kHz）BIA法に基づ

くものであり，4極8点接触型電極測定が可能であ

る。これは，四肢のみならず体幹部を含む部位別のイ

ンピーダンス値を測定していること，性別や年齢とい

った変数を介さず得られたインピーダンス値のみから

各成分が推定されることから，高精度の測定が実現で

きる可能性が高いと考えられる。以上のことから， 

12       女子中学生の体組成と体力の関係について 
－体成分診断装置と新体力テストデータを用いて－ 

 

秋原悠   小田俊明   山本忠志   上原禎弘 
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Inbody装置を用いて思春期前期の子供たちの体組成

を計測することは，健康状況を把握する上で，有益な

情報となり得る。さらに，運動実施状況と新体力テス

トの結果を組み合わせて検討することで，より詳細な

特徴を明らかにできると考える。 

 そこで，本研究では，身体の成長において重要な時

期である中学生女子を対象とし，体組成と文部科学省

の新体力テストの各項目を用いて比較分析し，体力水

準が異なる子供たちの体力や運動能力，体組成の特徴

を明らかにすることを目的とした。 

 

２ 研究方法 

（１）対象者 

 対象は，兵庫県の中学校 1 年生から 3 年生の女子生

徒159名（1年生：44名，2年生：58名，3年生：57

名）であった。測定に先立ち，本人及びその保護者に，

資料により，測定の目的や調査内容を説明した上，協

力を依頼し同意を得た。 

（２）測定方法と及び測定項目 

 ①体組成測定 

体組成を測定するにあたり，必須項目である身長を

測定した。その後，体成分分析装置（InBody 470， 

BioSpace 社製）を用いて，体組成を測定し評価した。 

 ②新体力テスト測定  

新体力テストは，上記生徒のうち 1 年生から 3 年生

女子生徒 126 名に対し，文部科学省「新体力テスト実

施要項(12～19 歳対象)」（文部科学省 online3）に従

い行った。また，新体力テストでは事前に運動習慣ア

ンケートを実施し，1日の運動時間・種目・運動頻度に

ついて問い，その結果をもとに運動群及び非運動群に

分類し分析を行なった。尚，本研究においては，部活動

や課外体育を運動時間とし，体育授業や徒歩通学の時

間は運動時間から除外した。分類は，WHO（2010）の

提案に従い，5歳から17歳の最低限度の運動量とされ

ている１日あたり平均 60 分以上の身体活動に従事で

きているものを運動群，１日あたり全く運動していな

いものを非運動群と定めた。 

（３）統計処理 

 各項目の測定結果は，平均値±標準偏差で示した。

体組成及び新体力テストの群間比較には，対応のない

t検定及び一元配置分散分析を用いた。一元配置にお

いて有意差が認められた場合は，Tukey法を用いて各

群間の有意性の検討をおこなった。全ての検定におけ

る危険率は5%未満とした。 

 

３ 結果と考察 

（１）体格及び体組成の群間比較 

 図１に身長及び体重の群間比較いついて示した。 

 

図1．体格の群間比較 

※＊:p<0.05，＊＊：p<0.01，＊＊＊：p<0.001 

 

身長については，1・2年生に対し3年生で有意に高く

なっていた。2 年生と 3 年生の間には有意差はみられ

なかった。1年生を基準とした場合の変化率は，2年生

で約 2%，3 年生で約 3%の上昇にとどまっていた。体

重においては，1・2年生に対し3年生で有意に重く示

された。1 年生と 2 年生の間には有意差はみられなか

った。1年生を基準とした場合の変化率は，2年生で約

8%，3年生で約14%上昇していた。 

 身長や体重といった体格指標は，これまでも学校現

場の健康診断はじめ健康指標としてあらゆる場面で活

用されてきた。本研究の結果は，第二次性徴期が強く

影響していると考えられる。一般的に身長の最大発育

速度年齢（PHVA:peak height velocity age）は男子が

女子よりも1・2年遅くピーク時の発育量も大きいとさ

れている（ロバート & クロード  1995）。したがっ

て女子生徒において 2 年生と 3 年生の間に有意差がみ

られなかったと考えられる。また体重においては，そ

の身長の発育から少し遅れて増加するため，3 年生に

対し1・2年生で有意差がみられたと考えられる。 

 図 2 に全身除脂肪量及び体脂肪量の群間比較につい

て示した。 

除脂肪量では，1・2年生に対し3年生で有意に重

く示された。1年生を基準とした場合の変化率は，2

年生で約5%，3年生で約6%の上昇であった。体脂肪
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量では，1・2年生に対し3年生で有意に重く示され

た。1年生と2年生には有意差はみられなかった。1

年生を基準とした場合の変化率は，2年生で約16%，

3年生で約46%上昇していた。 

 

図2．体組成の群間比較 

※＊:p<0.05，＊＊＊：p<0.001 

 

 体組成においては，まずこの除脂肪量と体脂肪量を

検討することが一般的とされている。まず除脂肪量に

おいては，3年生にかけて有意に増加していた。これは

すでに示している身長の影響が大きい。先行研究によ

り，身長と除脂肪量は強く相関することが示されてお

り（Guo B et al 2015），本研究結果においてもそれを

指示するものとなった。また体脂肪量においては，除

脂肪量とは異なり，身長とは関連しにくいことが多い。

しかしながら女子においては，年々大きく増加してい

た。これは，女子生徒の体重の中における体脂肪量の

増加を裏付けるものである。今後一定以上体脂肪量が

増加した場合，最終的に生活習慣病のリスクが高まる

可能性がある。 

（２）部位別除脂肪量と部位別体脂肪量の群間比較 

 図 3 に部位別除脂肪量について示した。部位別除脂

肪量では全部位で有意に増加していた。それぞれの部

位で 1 年生を基準とした場合の変化率は，右腕（2 年

生：9%，3年生：11%）左腕（2年生：9%，3年生：

11%）右脚（2年生：9%，3年生：9%）左脚（2年生：

9%，3 年生：9%）体幹（2 年生：7%，3 年生：9%）

の上昇となった。 

 図 4 に部位別体脂肪量について示した。部位別体脂

肪量では，全部位で1・2年生に対し3年生で有意に増

加していた。それぞれの部位で 1 年生を基準とした場

合の変化率は，右腕（2年生：14%，3年生：45%）左

腕（2年生：14%，3年生：45%）右脚（2年生：14%，

3年生：38%）左脚（2年生：13%，3年生：38%）体

幹（2年生：22%，3年生：62%）となり3年生にかけ

て大きく上昇していた。 

 部位別に除脂肪量や体脂肪量を検討することは，ボ

ディバランスの指標や今後の成長を維持・向上させて

いくために重要な事項である。 

 本研究では，除脂肪量において全 5 部位で１年生か

ら 3 年生にかけて有意に高く示された。このことは，

経年的にバランスよく発達していく可能性を示してい

る。これはLee et al（2017）で述べられているように，

規則的な身体活動は筋肉量の発達に良い影響をもたら

したことに類似している。続いて部位別体脂肪量では，

全部位で有意に増加していた。変化率でみた場合，特

に体幹と上半身で大きく上昇していた。先行研究で若

年女性の体脂肪率変動についてみた弓桁ら（2015）の

報告によると，体脂肪の部位別増加は，脚部に比して

腕部で高く有意差も認められたと述べられており，こ

れも変化率を考慮して検討した場合，本研究と同様の

結果であった。 

（３）新体力テストの群間比較 

 表 1 に新体力テストの結果を示した。新体力テスト

の各項目では，握力と長座体前屈をのぞく，6項目で運

動群と非運動群間で有意な差異が認められた。この結

果は，同様の年齢を対象者として身体活動量と新体力

テストを調査した笹山ら（2011）と類似したものとな

った。Inbody分析による除脂肪量は，化学的に分類す

ると体水分・タンパク質・ミネラルの 3 つに大別され

る。その中で，体水分とタンパク質は，筋肉の主な構成

成分である。一般的な筋力の決定因子の一つに筋横断

面積がある。それを筋量として置き換えると，今回，運

動群と非運動群の筋量に差がみられなかったことが考

えられ，その結果単純な筋力指標である握力にも同様

に有意差がみられなかったことが推察される。柔軟性

に関しては，運動群が非運動群と比較して，非常に高

い柔軟性を示したことを報告した（Lo et al 2017）も

のとは異なった結果となった。その要因として，本研

究結果の運動群の値（44.2cm）が，平成29年度全国体

力・運動能力，運動習慣等調査報告書に記される全国

平均（46.19cm）よりも低値であったことが考えられる

（文部科学省 online１）。この結果は，平成 29 年度

のものであるが，過去10年間を遡り比較した場合にお
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いても，本研究における運動群の値が低値を示してい

た。そのため，非運動群との間に有意差がみられるま

でに至らなかったと考えられる。一方有意差の認めら

れた 6 項目に関して，上体起こしでは，筋力決定要素

の一つとして一般的に知られる神経的要因が差の認め

られた理由として考えられる。すなわち，運動を継続

的に取り組むなかで，神経機能が働き，運動習慣のな

い群と上体起こしの結果の差としてあらわれた可能性

がある。それ以外の項目は，全て筋力以外の体力要素

を持つ。具体的には，瞬発力，敏捷性，スピード，投能

力，全身持久力，巧緻性といった体力要素を含む項目

に有意差が認められたことになる。したがって，継続

して様々な動作を含む運動を実施する中で，各動きに

対する技能，すなわち巧みな動きを身につけ，それが

各体力要素に影響する可能性が示唆された。 

 以上の結果から，本研究においても従来から警鐘さ

れている体力の二極化を示すものとなったと言える。

本研究で設定した 1 日平均 60 分といった運動実施の

有無において新体力テストの結果に大きく影響を及ぼ

すことが示された。また，身体活動と学力は正の相関

関係を示すという報告もあり（Rasberry et al 2011），

中学生期の運動・スポーツ活動の実施は，ただ単に体

力にアプローチするのみならず，学力といった重要事

項にも深くかかわっていることが考えられる。したが

って，今後は，運動を実施できていない生徒に対する

対応が急務であると考えられる。 

 

４ まとめ 

本研究では，体組成と文部科学省の新体力テストの

各項目を用いて比較分析し，体力水準が異なる子供た

ちの体力や運動能力，体組成の特徴を明らかにするこ

とを目的とした。その結果以下に示すことが明らかと

なった。 

（１）体組成において，全身除脂肪量及び体脂肪量

では3年生にかけて有意に増加していた。 

（２）部位別除脂肪量では，3年生にかけて全部位増

加していた。 

（３）部位別体脂肪量では，全部位で経年的に大きく

増加していた。 

（４）新体力テストでは，握力と長座体前屈を除く，

6項目で有意差が認められた。 
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図3．部位別除脂肪量の群間比較 

※＊:p<0.05、＊＊：p<0.01、＊＊＊：p<0.001 

※FFM:除脂肪量 

 

図4．部位別体脂肪量の群間比較 

※＊＊＊：p<0.001 

※FM：体脂肪量 

 

表1．運動群と非運動群の新体力テストの結果 

※平均値±SD 

※＊：p<0.05、＊＊＊：p<0.001 

  

項目 運動群 非運動群 P値

握力 (kg) 24.8±4.2 24.6±4.6 n.s

上体起こし (count/30sec) 24.0±3.8 19.7±5.3 ***

長座体前屈 (cm) 44.2±9.1 42.4±9.0 n.s

反復横跳び(count/20sec) 52.4±5.0 48.1±5.8 ***

20m シャトルラン (count) 70.6±17.6 52.0±17.1 ***

50m走 (sec) 8.7±0.5 9.0±0.6 ***

立ち幅跳び (cm) 180.1±15.8 167.2±19.2 ***

ハンドボール投げ (m) 12.6±3.1 11.3±3.1 *
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１，はじめに 

1.1 本研究の目的 

本研究の目的は，ゲームジャンルの選好性に基づい

たゲームジャンル尺度を開発し創造性との関連性を把

握すること，およびゲーム開発を専門とする学生のゲ

ームジャンルに対する選好性と 21 世紀型スキルとの

関連性について探索的に検討することである． 

1.2 研究の背景 

科学技術と社会の関わりが深化・複雑化している知

識基盤社会において，我が国が科学技術創造立国の実

現に向けて世界をリードし，成長し続けるためには，

イノベーションを絶え間なく創造できる人材の育成が

求められている[1]．特に大学や大学院には知識基盤

社会をリードする人材の育成機能の充実が求められて

いる． 

知識基盤社会をリードする人材に求められる資質・

能力としては，OECDのDeSeCo(Definition and 

Selection of Competencies)で示されたキーコンピテ

ンシー（以下，キーコンピテンシー）がある[2]．キ

ーコンピテンシーは，3つのカテゴリに以下の資質・

能力が示されている[3]． 

1)社会・文化的，技術的ツールを相互作用的に活用

する能力 

 言語，シンボル，テクストを相互作用的に活

用する能力 

 知識や情報を相互作用的に活用する能力  

 テクノロジーを相互作用的に活用する能力 

2) 多様な社会グループにおける人間関係形成能力 

 他人と円滑に人間関係を構築する能力  

 協調する能力  

 利害の対立を御し，解決する能力 

3) 自律的に行動する能力 

 大局的に行動する能力 

 人生設計や個人の計画を作り実行する能力 

 権利，利害，責任，限界，ニーズを表明する

能力 

一方で，国際団体のATC21sは，21世紀を生きる人

間に必要とされる資質・能力として21st Century 

Skills（以下，21世紀型スキル）を定義している．

21世紀型スキルは，4つのカテゴリに以下の資質・能

力が示されている[4](和訳は筆者による)． 

1）Way of thinking（考え方） 

 Creativity and innovation（創造性と革新） 

 Critical thinking，Problem-solving, 

decision-making（批判的思考，問題解決，意

思決定） 

 Learning to learn/metacognition(knowledge 

about cognitive processes)（学び方の学

習，メタ認知（認知プロセスに関する知

識）） 

2) Tool for Working（仕事のツール） 

 Information literacy（情報リテラシー） 

 Information and communication 

technology(ICT) literacy（ICTリテラシー） 

3) Way of working（働き方） 

 Communication（コミュニケーション） 

 Collaboration（コラボレーション） 

4) Ways of living in the world（世界での生き

方） 

 Citizenship – local and global（（地域

13 デジタルゲームに対する意識と21世紀型スキルとの関連性の探索的検討 

 

野村 新平   黒田 昌克   山下 義史   福井 昌則   森山 潤 
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的，国際的な）市民権） 

 Life and career（人生とキャリア） 

 Personal and social responsibility – 

including cultural awareness and 

competence（（文化的認識と能力を含む）個

人的，社会的責任） 

我が国においてもキーコンピテンシーや21世紀型

スキルに示されるような資質・能力の育成は，上述し

たイノベーションを絶え間なく創造できる人材の育成

の観点からも重要であると考えられる．これらの資

質・能力の育成に関しては，どの資質・能力に重点を

置くか，またどのように育成していくか様々なアプロ

ーチが考えるが，本研究では近年，娯楽としてではな

く他分野においてゲームを利用するゲーミフィケーシ

ョンが活用されていることを考慮し，ゲーミフィケー

ションを利用して21世紀型スキル（その中でも特に

創造性）を育成するというアプローチに注目すること

とした． 

ゲーミフィケーションの教育効果について，岸本ら

は，大学生を対象とした授業にゲーミフィケーション

を取り入れたところ，授業への集中や学習意欲が向上

するとともに，企図したゲーミフィケーション要素の

活用ポイントが学生に伝わったことを報告している

[5]．一方，大谷は，ゲーム開発ハッカソンであるゲー

ムジャムにおいて，初期段階では，いきなりプログラ

ミングに取り組むのでは，チームで付箋やホワイトボ

ード等を使ってアイデアの創出やアイデアややるべき

ことの整理を協働的に行っていたことやゲームジャム

がキーコンピテンシーや 21 世紀型スキルと呼ばれて

いる知識基盤社会・情報社会に求められる能力を涵養

することに向いている可能性を報告している[6]． 

このようにゲーミフィケーションやゲーム開発その

ものに関する教育効果が報告されているが，ゲームと

21世紀型スキル等の関連性について具体的な調査が行

われた研究は筆者の知るところでは見られない．ゲー

ムのジャンルや要素と 21 世紀型スキル等の関連性を

明らかにすることができれば，特定の資質・能力を育

成するために有効なゲーミフィケーションの枠組みを

策定できると考えられる．例えば，「シミュレーション

ゲームを選好する学生は創造性も高い．」ということ

であれば，創造性を育成する上でシミュレーションゲ

ームのシステムや要素を取り入れたゲーミフィケーシ

ョンが有効かもしれないという仮説を立てることがで

きる． 

そこで，本研究では，ゲーム開発を専門とする大学

生（以下，学生）がどのようなゲームジャンルに興味を

持っているか，様々なゲームジャンルに共通する因子

は何なのか，導き出された因子と創造性をはじめとし

た21世紀型スキルとの関連性はあるのか，といったこ

とについて探索的に検討することとした． 

なお，本研究において，特に断りのない限り，「ゲー

ム」という表記は「デジタルゲーム」のことである． 

 

２ 研究方法 

2.1 調査1 

（１）調査対象者・調査の手続き 

2020 年 11 月に，ゲーム開発を専門とする学科に在

籍する学生を対象に，オンライン調査を実施した．対

象者は大学 2 年生 111 名，平均年齢は 19.64 歳

(S.D.0.69)，有効解答数は111名，有効解答率は100.0%

であった．調査の実施時間は15分程度であった．調査

実施にあたり，調査対象者には調査についての了解を

得た上で，調査結果は研究用途以外に用いないことに

(1) ロールプレイング (11) 戦略シミュレーション

(2) アクション (12) シューティング

(3) 育成シミュレーション (13) 恋愛シミュレーション

(4) アドベンチャー (14) テーブルゲーム

(5) スポーツ (15) ボードゲーム

(6) パズル・クイズ (16) FPS

(7) レース (17)
勉強・学習・
トレーニング

(8) リズムアクション (18) サウンドノベル

(9) パーティゲーム (19) MMORPG

(10) 対戦格闘

表1 調査に用いたゲームジャンル 
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ついて説明を行った． 

（２）用いた項目 

①ゲームジャンル 

ゲームジャンルの選好性を把握するために，井口の

ゲームジャンル19項目[7]を準備した（表1）．以上の

項目それぞれについて，「5:とても好きだ，4:まあまあ

好きだ，3:どちらでもない，2:あまり好きではない，1:

まったく好きではない」の 5 件法で回答を求めた．本

研究では，ゲーム開発を専門とする学生に調査してお

り，学生はある程度ゲームジャンルそれぞれに対する

イメージを有していると想定される．よって，本調査

では特定のゲームを提示しなかった． 

②「創造性」尺度 

創造性を把握するために，Munzert の創造性尺度

32項目[8]について，「5:とても，4:まあまあ，3:ど

ちらでもない，2:あまり，1:まったく」の 5 件法で

回答を求めた．用いた項目を表2に示す． 

（３）分析の手続き 

ゲームに対する好感度，ゲームジャンル19項目，創

造性尺度について集計を行った．次に，ゲームの選好

性に基づいた「選好性ゲームジャンル」尺度を開発し

た．尺度開発においては，最尤法，Promax回転を用い

表2 創造性尺度 

 

表3 21世紀型スキル尺度 

 

1: 思考内容や行為が柔軟 17:変化，革新，改善に関心がある

2: 不確定要素があっても生活でき，処理できる 18:美に対して敏感

3: 着想，解決法などが豊富 19:他人に対して敏感

4: 着想や解決法がユニークで独創的 20:自意識が強い

5: 個人として独立している 21:きわめて自分に正直

6: 抑圧されていない 22:鋭敏で特異なユーモアのセンスをもつ

7: 大胆である 23:外交的，内向的にかかわらず，自分の計画に強い自信を持つ

8: 発明の才がある 24:情緒が安定している

9: 幻想的，空想的である 25:興奮しやすい

10:想像力がゆたか 26:機嫌が悪い

11:念入りなこまかい神経をよく使う 27:何かをしているとき中断されると，いらいらする

12:人と違うことを恐れない 28:決まりきったことや繰り返しを嫌う

13:冒険をする 29:目標，成果を目指して働くのが好き

14:現状に疑問をもつ 30:「全体」を素早く見てとることができる

15:建設的な批判をする 31:調和，釣り合いのセンスが強い

16:建設的な代案を示す 32:選択の自由を与えられると，創造的な努力を要する活動を選ぶ

1  問題を解決するために具体的な方法（戦略）を考えることができる

2  その具体的な方法（戦略）が上手くいくかどうかを考える（見通す）ことができる

3  緊急で危険な状況に対して，効果的に対応することができる

4  判断しなければならない事柄について，より適切な意思決定をする（決断をする）ことができる

5  もしその具体的な方法（戦略）が上手くいかなかったら他の方法を考えることができる

6  勉強や部活動のストレスをコントロールして管理することができる

7  課題の解決にあたっては自ら進んで新しい情報を獲得することができる

8  与えられた課題を解決するにあたって，自ら進んで解決しようとすることができる

9  どんな時でも，自身の能力を向上させようとすることができる

10  言葉や画像で表現された複雑な考えの中からポイントとなる部分を選び出すことができる

11  幅広い様々な情報を分析し，一定のきまり（パターン）を見出して理解することができる

12  他の人が話したことや書いたことの内容を解釈（理解）することができる

13  いろいろなタイプの人々と意思疎通を図ることができる

14  どんな性格の人々にも適切に対応することができる

15  様々な現象は相互に関連して，影響を及ぼし合っていることを理解することができる

16  様々な意見やものの価値を判断することができる

17  一見関係ないと思える情報や，他の人が見落としてしまうようなことも取り上げて考えてみることができる

因子5: システム思考

因子3: 複雑なコミュニケーション・社会的能力

因子2: 自己管理・自己啓発

因子1: 非定型的問題解決

因子4: 適応力
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た探索的因子分析を行った．これらの値の算出には

Stata MP16[9]を用いた．統計的有意水準は5%とした． 

2.2 調査2 

（１）調査対象者・調査の手続き 

2021年1月に，オンラインにて調査を実施した．対

象者はゲーム開発を専門とする学生 88 名(平均年齢

19.66歳，S.D. 0.70)，有効解答数は88名，有効解答

率は100.0%であった．調査の実施時間は5分程度であ

り，被験者の氏名などの個人情報を含む質問項目を設

定せずに実施した． 

（２）用いた項目 

①「選好性ゲームジャンル」尺度 

デジタルゲームに対するイメージを把握するため

に，調査１で開発した「デジタルゲームに対するイメ

ージ」尺度を用いた． 

②「21世紀型スキル」尺度 

本調査では，谷口が作成した「21世紀型スキル」尺

度を用いた[10]．用いた項目を表3に示す． 

①,②のそれぞれの項目について「5: とてもあてはま

る，4: まあまああてはまる，3: どちらでもない，2: 

あまりあてはまらない，1: まったくあてはまらない」

の 5 件法で回答を求めた．ここでデジタルゲームに対

するイメージ尺度，ゲームの利用と満足尺度それぞれ

の因子は，複数項目の平均値によって算出するため，

間隔尺度と見なすことができる．よってパラメトリッ

クデータとして取り扱う． 

（３）分析の手続き 

選好性ゲームジャンル尺度，21世紀型スキル尺度の

単純集計を求めた後，それぞれの因子間における相関

係数を求めた．これらの値の算出には Stata MP16[9]

を用いた．統計的有意水準は5%とした． 

 

３ 結果と考察 

3.1 調査1 

（１）単純集計の結果 

ゲームジャンル[7]の選好性と創造性[8]についての

調査結果を表4に示す．表3より，中位点の3.00より低

い好きなゲームジャンルは(13) 恋愛シミュレーショ

ン，(17) 勉強・学習・トレーニングのみであった．

また，(１) ロールプレイング，(2) アクション，(1

6) FPSでは，平均値と標準偏差の和が取りうる値の最

大値である5.00より高く，天井効果が見られた． 

 

表4 ゲームジャンルの選好性と創造性の集計結果 

 

（２）選好性に基づくゲームジャンル尺度の開発 

学生の選好性に基づくゲームジャンル尺度を開発す

るために，最尤法，Promax回転を用いて探索的因子分

析を行った．因子抽出法として最尤法を用いて初期解

を得た後，固有値が1.0以上で極端な減衰が生じる直

前の因子数である6を採用した．そして探索的因子分

析を行い，因子負荷量が0.35未満の3つのゲームジャ

ンルを削除した上でさらに探索的因子分析を行ったと

ころ，最終解として6因子を得ることができた．その

結果を表5に示す． 

表5より，因子1は，考えることに専念したい，余計

な演出や操作技能を望まないなど，思考に専念すると

いった特徴を持つゲームであり，因子1を「思考専

念」因子と命名した．因子2は，個人的な目的の達成

を目指し，選択肢を選んでストーリーの展開を楽しん

で没入するといった特徴を持つゲームであり，因子2

を「物語没入」因子と命名した．因子3は，勝敗や記
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録の優劣をつけたいといった，競争を通したプレイを

行うといった特徴を持つゲームであり，因子3を「競

技性・結果重視」因子と命名した．因子4は，キャラ

クターの動作を直接操作し，ミッションを達成するた

めに瞬発力や瞬間的な判断を求められる．その上で戦

略や操作技能の巧みさを高めていこうとしてプレイす

るといった特徴を持つゲームであり，因子4を「瞬間

的判断」因子と命名した．因子5は，ロールプレイの

うち社会的な役割(例えば，市長や世界を救う勇者な

ど)を遂行すること，およびその過程に喜びを感じる

ような特徴を持つゲームであり，因子5を「役割遂

行・過程重視」因子と命名した．因子6は，音楽がゲ

ームデザイン上必要不可欠であり，かつタイミング，

正確性などが必要となるゲームであり，因子6を「リ

ズム体感・正確性要求」因子と命名した． 

 

表5 学生の選好性に基づくゲームジャンル尺度 

(最尤法，Promax回転) 

 

（３）選好性ゲームジャンル尺度と創造性の関連性 

選好性ゲームジャンル尺度と創造性[8]の関連性に

ついて把握するために，選好性ゲームジャンル尺度の

各因子の平均値を基準に上位群・下位群を設定し，各

因子における上位群・下位群の間で創造性の平均値に

差があるかについて，一元配置分散分析で検証した．

結果を表6に示す． 

表6より，役割遂行・過程重視因子の平均値が高い

被験者は，役割遂行・過程重視ゲーム因子の平均値が

低い被験者よりも創造性が1%水準で高度に有意であり

，上位群の創造性の平均値は下位群の創造性の平均値

よりも高かった(F(1,109)=7.18, p <.01)．理由とし

て，自分の役割を状況分析しその過程を考えた上で，

仮想上であっても協力していくことは，創造的態度の

「分析性」「協調性」[11]などを発揮することにつな

がっているからではないかと考えられる．また，リズ

ム体感・正確性要求因子の平均値が高い被験者は，音

楽的完成因子の平均値が低い被験者よりも創造性が5%

水準で有意であり，上位群の創造性の平均値は下位群

の創造性の平均値よりも高かった(F(1,109)=5.21, p 

<.05)．理由として，音楽に集中しながら操作を合わ

せていくことが，他の因子と異なるより強いフロー状

態[12,13]になるためではないかと考えられる． 

 

表6 選好性ゲームジャンル尺度と創造性の関連性 

 

3.2 調査2 

（１）単純集計の結果 

選好性ゲームジャンル尺度，21世紀型スキル尺度の

単純集計を表7，表8に示す．表7より，「物語没入」

因子が他因子よりも相対的に低い傾向が見られた.表8

より，21世紀型スキル尺度の全因子は中位点の3.00よ

り高く，全体的に高い傾向が見られた． 

 

因子1 因子2 因子3 因子4 因子5 因子6

ボードゲーム 0.99 -0.02 0.02 -0.02 -0.03 -0.04

テーブルゲーム 0.84 0.03 0.10 0.03 -0.05 -0.08

サウンドノベル -0.06 1.03 0.01 0.02 0.05 -0.08

恋愛シミュレー
ション

0.13 0.52 0.07 0.04 -0.01 0.18

スポーツ 0.16 -0.07 0.65 -0.04 -0.07 0.04

レース -0.05 0.22 0.62 -0.08 0.03 -0.01

対戦格闘 0.05 -0.04 0.51 0.13 0.06 0.09

パズル・クイズ 0.31 0.15 -0.46 0.01 0.10 0.28

シューティング -0.03 0.19 0.07 0.84 -0.12 -0.04

FPS 0.02 -0.09 -0.12 0.74 0.04 -0.04

アクション 0.05 -0.12 0.22 0.38 0.20 0.10

アドベンチャー 0.06 -0.07 0.06 0.03 0.73 -0.06

ロールプレイング -0.10 0.12 -0.05 -0.06 0.59 -0.10

MMORPG -0.19 -0.04 -0.11 0.10 0.42 0.09

育成シミュレー
ション

0.11 0.09 0.17 -0.14 0.41 0.04

リズムアクション -0.12 0.01 0.09 -0.04 -0.07 1.02

因子1 1.00

因子2 0.37 1.00

因子3 0.35 0.14 1.00

因子4 -0.05 -0.07 0.30 1.00

因子5 0.20 0.25 0.31 0.22 1.00

因子6 0.09 0.27 0.15 0.21 0.37 1.00

平均 S.D.

上位群 62 3.18 0.53

下位群 49 3.11 0.41

上位群 73 3.19 0.46

下位群 38 3.07 0.50

上位群 57 3.20 0.51

下位群 54 3.10 0.45

上位群 59 3.21 0.50

下位群 52 3.09 0.46

上位群 57 3.27 0.52

下位群 54 3.03 0.40

上位群 72 3.23 0.43

下位群 39 3.01 0.54

**p < .01, *p < .05 (N =111, df =1,109)

役割遂行・
過程重視

リズム体感・
正確性要求

F値n

7.18**

5.21*

0.48

1.46

1.16

1.72

創造性

思考専念

物語没入

競技性・
結果重視

瞬間的判断
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表7. 選好性ゲームジャンル尺度の集計結果 

 

表8. 21世紀型スキル尺度の集計結果 

 

（２）因子間の相関係数 

選好性ゲームジャンル尺度，21世紀型スキル尺度の

各項目間における相関係数(Pearsonの相関係数)を求

め，相関係数の検定も合わせて実施した．その結果を

表9に示す．ここで表5のギリシャ数字は21世紀型スキ

ルの各因子，Gn(nは1から6の数字)は選好性ゲームジ

ャンルの各因子を表す．表9より，相関係数が有意で

あった項目を以下に示す．負の相関である項目には

(-)を付与している． 

・「非定型的問題解決」と関連性を有する項目：「自

己管理・自己啓発」，「複雑なコミュニケーション・

社会的能力」，「適応力」，「システム思考」，「思

考専念」(-)，「競技性・結果重視」，「リズム体

感・正確性要求」 

・「自己管理・自己啓発」と関連性を有する項目：

「複雑なコミュニケーション・社会的能力」，「適応

力」，「システム思考」，「リズム体感・正確性要

求」 

・「複雑なコミュニケーション・社会的能力」と関連

性を有する項目：「適応力」，「システム思考」，

「リズム体感・正確性要求」 

・「適応力」と関連性を有する項目：「システム思

考」，「リズム体感・正確性要求」・「システム思

考」と「リズム体感・正確性要求」 

・「思考専念」と関連性を有する項目：「物語没入」

「競技性・結果重視」 

・「物語没入」と関連性を有する項目：「役割遂行・

過程重視」，「リズム体感・正確性要求」 

・「競技性・結果重視」と関連性を有する項目：「瞬

間的判断」，「役割遂行・過程重視」，「リズム体

感・正確性要求」 

・「瞬間的判断」と「役割遂行・過程重視」 

・「役割遂行・過程重視」と「リズム体感・正確性要

求」 

（３）考察 

結果を外観すると，「リズム体感・正確性要求」因

子は，21世紀型スキルの5因子全てと有意な相関関係

が見られた．このことから，21世紀型スキルを育成す

るために，「リズム体感・正確性要求」の要素を持つ

平均 S.D.

思考専念 3.60 1.16

物語没入 2.99 1.06

競技性・結果重視 3.30 0.66

瞬間的判断 4.03 0.84

役割遂行・過程重視 4.06 0.61

リズム体感・正確性要求 3.73 1.14

(N =88)

平均 S.D.

非定型的問題解決 3.42 0.68

自己管理・自己啓発 3.50 0.84

複雑なコミュニケーション・社会的能力 3.50 0.79

適応力 3.14 1.06

システム思考 3.54 0.79

(N =88)

表9 相関係数 

 

I II III IV V G1 G2 G3 G4 G5 G6

I 1.00

II 0.45** 1.00

III 0.54** 0.44** 1.00

IV 0.43** 0.38** 0.40** 1.00

V 0.35** 0.32** 0.43** 0.28** 1.00

G1 -0.25* -0.06 -0.16 0.03 0.00 1.00

G2 -0.17 -0.07 0.01 -0.02 0.21 0.38** 1.00

G3 0.21* 0.14 0.15 0.25* 0.11 0.49** 0.26* 1.00

G4 0.18 0.19 0.08 -0.04 0.18 -0.04 0.01 0.23* 1.00

G5 0.09 -0.03 0.01 -0.03 0.09 0.13 0.25* 0.32** 0.22* 1.00

G6 0.27* 0.23* 0.31** 0.23* 0.31** -0.06 0.25* 0.31** 0.16 0.26* 1.00

(N =88)**
p <.01, *p  <.05
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ゲームを活用することが有効である可能性がある．

「リズム体感・正確性要求」要素を持つゲームは，

「リズムアクション」であるが，リズムアクション

は，音に合わせて正確に身体を動かす・動作をするこ

とが求められる． 

このように，聴くことに集中しながらそれに合わせ

て身体を動かすといった複数の感覚を使っていくよう

なことは，21世紀型スキルの育成に有効である可能性

も想定され，今後の題材開発に向けて有用な知見を得

ることができたのではないかと考えられる． 

 

４ まとめと今後の展望 

本研究では，1点目として，ゲーム開発を専門とす

る学生の選好性に基づいた選好性ゲームジャンル尺度

を構成するとともに，その尺度の各因子と創造性の関

連性について明らかにした．2点目として，ゲーム開

発を専門とする学生のゲームジャンルに対する選好性

と21世紀型スキルとの関連性について探索的に検討を

試みた．その結果，「リズム体感・正確性要求」が，

21世紀型スキル尺度と関連性を有していることが把握

された． 

これまでにゲームの特徴を捉えるような研究はいく

つか見られたが，「好きなゲームジャンル」という軸

で共通性を見出す研究は筆者らの知る限り存在せず，

新規性・独自性があるのではないかと考えられる．そ

してゲームジャンルと21世紀型スキルとの関連性を検

討した先行研究についてもこれまでに存在しておら

ず，ゲーミフィケーションを取り入れた21世紀型スキ

ル育成に向けて有用な知見を提供することができたと

考えられる．よって，本研究は新規性および独自性が

あるのではないかと考えられる． 

今後，創造性以外の尺度との関連性も把握すること

や，調査対象者を拡大し，より実態に基づいた尺度と

する必要がある．また，今回の知見を踏まえた上でゲ

ーミフィケーションの題材を開発し，21世紀型スキル

の育成を行うことが求められる．また，その題材の効

果を実践的に検討し，ゲームを用いた教育を充実化し

ていく必要があろう．これらについては今後の課題と

する． 

 

注 

本研究，および本研究に関連する内容について，以

下の学会で発表を行った．また現在，これらの内容を

さらに発展させた研究結果を，ゲーム関連の国内学会

である日本デジタルゲーム学会，またゲーム関連の国

際学会であるDiGRA2022に投稿予定である． 

 

1. 福井 昌則, 黒田 昌克, 山下 義史, 野村 新平,

大学生のゲームジャンルに対する選好性と21世

紀型スキルとの関連性についての探索的検討，

ゲーム学会第19回全国大会, 印刷中． 

2. 福井 昌則, 黒田 昌克, 山下 義史, 野村 新平,

デジタルゲーム開発を専門とする学生の「デジ

タルゲームに対するイメージ」と「ゲームの利

用と満足」の関連性についての探索的検討，ゲ

ーム学会第19回全国大会, 印刷中． 

3. 福井 昌則, 黒田 昌克, 野村 新平, 山下 義史,

 森山 潤, 大学生の選好性に基づいたゲームジ

ャンル尺度の開発およびその尺度と創造性との

関連性についての探索的検討, 日本デジタルゲ

ーム学会第11回年次大会 (特選トラック), pp.2

1-24, 2021.3.13-14 

4. 福井 昌則, 黒田 昌克, 山下 義史, 野村 新平,

 学生のデジタルゲームに対するイメージ尺度の

作成の試み, ゲーム学会 「ゲームと教育」研究

部会第14回研究会, 2021.2.27. 

5. 福井 昌則, 黒田 昌克, 野村 新平, 山下 義史,

 ゲームジャンルの選好性と創造性の関連性につ

いての探索的検討, ゲーム学会第18回合同研究

会, pp.16-19, 2021.1.27. 

 

謝辞 

本研究の一部は「大学院同窓会会員と大学教員との

共同研究」の助成により行われたものです．このよう
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な助成金をいただくことができ，このような論文とし

てまとめることができました．そして今後もさらに研

究を進めていく所存でございます．引き続き，ご指導

ご鞭撻くださいますよう，よろしくお願い申し上げま

す． 

 

 

参考文献 

 

[1] 科学技術・学術審議会基本計画特別委員会（第4期科学

技術基本計画（第4回）配付資料 知識基盤社会を牽引

する人材の育成と活躍の促進に向けて（案）第1章 知

識基盤社会が求める人材像, https://www.mext.go.jp/b_me

nu/shingi/gijyutu/gijyutu13/siryo/attach/1285416.htm 

[2] The Definition and Selection of Key Competencies Exec

utive Summary, https://www.deseco.ch/bfs/deseco/en/index/

02.parsys.43469.downloadList.2296.DownloadFile.tmp/2005.

dskcexecutivesummary.en.pdf 

[3] 文部科学省：次期学習指導要領等にむけたこれまでの

審議のまとめ 補足資料（2）,p.75, https://www.mext.go.j

p/content/1377021_4_2.pdf 

[4] ATC21S：21st Century Skills, http://www.atc21s.org 

[5] 岸本好弘・三上浩司, ゲーミフィケーションを活用し

た大学教育の可能性について，日本デジタルゲーム学

会2012年年次大会予稿集，2013. 

[6] 大谷卓史, ゲームジャムと21世紀の教育，情報管理，6

0(10)，pp.739-743，2018. 

[7] 井口貴紀, 大学生のゲーム利用実態 -ゲームジャンルと

利用動機を中心にした考察-, 情報通信学会誌, 33(2), pp

.41–51, 2015. 

[8] ムンツァート, A. W., 松野武(訳), 右脳左脳の IQ テス

ト -能力パワーアップ!!, 東京図書, 1982. 

[9] LightStone, Stata release 16. https://www.lightstone.co.jp/st

ata/index.html 

[10] 谷口弘一, 科学教育における21世紀型スキル−大学生を

対象にした実態調査−, 下関市立大学論集, 63(3), pp.47–

54, 2020. 

[11] 繁桝算男, 横山明, サム=スターン, 駒崎久明, 日米学生

の創造的態度の因子分析による比較研究, 心理学研究, 

64(3), pp.181–190. 1993. 

[12] 渡辺修司,中村彰憲,なぜ人はゲームにハマるのか 開発

現場から得た「ゲーム性」の本質, SB クリエイティブ

, 2014. 

 

  



兵庫教育大学 学校教育コミュニティ 第 11 号 2021 年 9 月 

95 

 

兵庫教育大学と兵庫教育大学大学院同窓会との共同研究実施要項  

平成 21 年６月 24 日  
学 長 裁 定 

 

１ 目的  

  兵庫教育大学（以下「本学」という｡）と兵庫教育大学大学院同窓会（以下「同窓会」

という｡）が連携して共同研究を実施することにより，学校現場の課題解決並びに本学の

実践的な教育研究の進展に寄与することを目的とする。  

 

２ 研究の申請・実施計画書  

  同窓会正会員が共同研究を申請しようとするときは，研究題目，研究目的，研究計画・

研究組織及び必要経費等を記載した別紙様式１による共同研究申請書・実施計画書を，

原則として当該実施年度の４月末日までに学長に提出するものとする。ただし，申請者

は，在学生及び大学教員等研究者を除く ,本学大学院修了者に限るものとする。  

 

３ 研究の選定  

  共同研究の選定は，本学の修了生・卒業生連携センター会議の下に「共同研究選定委

員会」を設置して行う。選定の基準は，第１項に掲げる目的との適合性を判断するもの

とする。  

 

４ 研究組織  

  研究組織は，在学生を除く同窓会正会員と本学教員で構成し，申請者が研究組織代表

者となるものとする。なお，申請時点で研究テーマに則した本学教員が未定の場合には，

共同研究申請後に本学同窓会事務局と協議の上，研究組織を構成する本学教員を共同研

究選定作業前までの間に定めることができる。また，研究組織の共同研究者として，申

請者の所属する学校等における同窓会正会員以外の教員を，特例として加えることがで

きる。  

 

５ 研究期間  

  共同研究の研究期間は，単年度とする。  

 

６ 契約書  

  共同研究の実施を決定した場合は，本学契約担当役と研究組織代表者との間で別紙様

式２による共同研究契約書を締結するものとする。  

 

７ 研究経費  

  共同研究経費は１件 10 万円を限度とし，本学が負担するものとする。  

  共同研究経費は前渡しとし，研究終了後その支出の確認を本学が行うものとする。  

 

８ 研究成果の報告  

  研究組織代表者は，研究終了後，速やかに別紙様式３による共同研究成果報告書及び

別紙様式４による共同研究経費報告書を本学教員に提出するものとする。本学教員は内

容を確認し押印後，大学院同窓会事務局に提出する。  

  研究成果は，本学と同窓会会員との共通財産とし，原則として，別に定める方法によ

り公表するものとする。  

 

９ 共同研究に係る事務  

  共同研究の実施に関する事務は，修了生・卒業生連携センターが処理する。  
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令和４年度 大学院同窓会員と兵庫教育大学との 

共同研究のご案内 

大学院同窓会には， 修了後も本学教員との共同研究を通して，学校現場や教育全般に係る

課題について，取り組める制度があります。 

＜この制度のメリット＞ 

・研究方法や論文について，大学教員のアドバイスを受けることができます。 

・共同研究を頼める大学教員が見つからないときは，センターで調整します。 

・採択された研究には大学から１０万円を上限に研究費が給付されます。 

・成果論文は「学校教育コミュニティ」という電子版冊子として編集します。 

  さらに，大学附属図書館の「学術情報リポジトリ」に登録されインターネットから閲覧可能になりま

す。 

＜共同研究の流れ＞ 

１ 申請 

方 法  「共同研究申請書」,「実施計画書」を修了生・卒業生連携センターに提出してくださ

い。 

様 式  Hyokyo-net の「大学院修了生と大学教員との共同研究」に掲載しています。  
https://www.hyogo-u.ac.jp/facili ty/alumni-collaboration-

center/collaborative_research/info.php  

締 切  令和４年４月３０日（土） 
 

２ 採択決定と通知  

  方 法  大学と同窓会との協議（修了生・卒業生連携センター会議）で決定します。 

  通 知  ６月下旬に申請者全員に通知します。 
 

３ 報 告 

  方 法  「研究成果報告書」,「研究論文」,「共同研究経費報告書」,「共同研究経費収支簿」を

修了生・卒業生連携センターに提出してください。 

＜研究サポート体制＞ 

●本学神戸ハーバーランドキャンパス内の教室等各室は，空きがあれば随時使用ができます。  

詳しくは，大学ホームページ（神戸ハーバーランドキャンパス→施設利用案内）をご覧ください。  
  ◎ 同窓会会員は使用料の減額があります。 

●大学附属図書館での閲覧や貸し出しの利用ができます。   
※申請が必要です。詳しくは，大学附属図書館ホームページをご覧ください。 

●大学入構時必要な「大学入構許可証」を発行しています。 
  ※申請が必要です。詳しくは，大学ホームページ（交通アクセス→嬉野台地区への入構について） 

をご覧ください。（大学環境マネジメント課） 

 

お問い合せ 

 兵庫教育大学修了生・卒業生連携センター 
  〒673-1494 兵庫県加東市下久米 942-1 

  TEL ： 0795-44-2375 , 2406  Fax ： 0795-44-

2376 

 
日頃から実践している
ことや教育について考
えていることを本学教
員と一緒に研究してみ

ませんか？ 
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令和２年度 兵庫教育大学と大学院同窓会との共同研究論文集 

学校教育コミュニティ 第１１号 

  令和３年９月２７日 発行 
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